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はじめに

国立大学協会・教員養成制度特別委員会は，その前身である第７常置委員会がとりまとめた

「教員養成制度について」の中間報告（1970年11月）を補完し，一般大学・学部の意見をも反映

させるためにアンケート調査（1971年11月）を行い，十分な検討を加えて「教員養成制度に関す

る調査研究報告書一教員養成制度の現状と問題点」として公表した（1972年11月)。これは，

従来からの討議の標石として，今後の検討課題への指針となった。それ以来，当委員会の討議

は，教育系大学院の問題，設置基準の問題および一般大学・学部における教員養成の問題に集中

して行われるようになった。

一方，この時期は，中央教育審議会が第三の教育改革をめざして答申を世に問い（1971年６

月)，教育職員養成審議会が「教員養成の改善方策について」の建議を行った時期（1972年７月）

とも一致する。そして，さらにこの線に沿って「新しい大学・大学院構想」が新構想の教員養成

大学等に関する調査会から提案された（1974年５月)。これらの一連の流れの中にある，大学の

本質から糸て好まし<ない事態発生の萌芽を憂慮した当委員会は，「教育系大学・学部における

大学院の問題」についての見解を急遼発表した(1974年11月)。その翌年には，新構想の教育系大

学院の創設準備室が設置されたので，当委員会は，数次にわたって文部省の関係担当官と教育系

大学・学部に置かるべき大学院の全般について意見の交換を行い，遺漏のないことを期した。一

方，継続的に討議を繰り返していた設置基準の問題は，「大学における教員養成－その基準の

ための基礎的検討」として公表された（1977年11月)。

しかし，なお十分には採りあげ得なかった一般大学・学部における教員養成の問題と実行期に

入った大学院問題の討議を続けていた本委員会は，あらためて全大学の意見を聴く必要を感じ，

アンケート調査を開始した（1978年12月)。回答を分析・討議するための小委員会には十分な時

間をさき，追加アンケートも加え(1980年３月),各大学にその結果を報告し，意見を伺った。こ

の間，中央教育審議会小委員会からは「教員の資質能力の向上について」（1978年６月)，教育職

員養成審議会専門委員会からは「教育実習の改善充実について」（1978年９月）があいついで公

表された。

さて，報告書（案）を各大学にお送りして，ご意見を承ったところ，多くの貴重な見解をお寄

せいただいたので，委員会としては，それらのご意見を本文に生かすべく，‘膜重に検討させてい

ただいた。その結果，本文の一部分の取扱いを変え，また見解を「あとがき」として付け加える

こととした。

本委員会としては，一般大学の教職課程および教育実習などを詳細に検討して，問題提起を行

ったのは，今回が最初である。これを一片の報告書に終らせることなく，各大学の自主的改善の
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素材とも糧ともしていただき，一般大学・学部の教員養成の礎石とされるよう願ってや童ない。

また，教育系大学・学部にあっては，現実に動きだした大学院問題とも関連して，その内容の

充実と改革のときにあるので，この報告書がその契機となることをも願うものである。

本報告は，従来の報告書と趣きを異にし，分担執筆の形式とした。しかし報告書で述べられてい

る見解・提言等は，小委員会全員の合意と特別委員会で･承認が得られたものである。執筆は，第

１部：一般大学・学部における教員菱成を田浦委員と山田専門委員及第２部：大学院と教員蕊成を

小林委員と片山専門委員，全体の統括を岩下委員が分担した。
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第Ｉ章教職課程の状況と問題点

一般大学・学部における教員養成については，本委員会の昭和47年11月の報告書「教員養成制

度に関する調査研究報告書一一教員養成制度の現状と問題点」（以下「調査研究報告書」とい

う)，特にその第Ⅳ章，および昭和52年11月の報告書「大学における教員養成―その基準のた

めの基礎的検討」で若干述べたことがあるが，この問題の重要性に鑑み，今回さらに組織的に取

り上げて検討することとした。その際，各大学の意見を参考にするため，アンケートへの回答を

お願いした。アンケートは大別して，１.教職課程の状況と問題点，２.教育実習の現状と問題，３．

教職課程センターについて，４.法令等の整備について，等に関して行われた。なおここで一般大

学・学部というのは，教員養成を主とする大学・学部を除いた大学・学部をいう。以下，アンケ

ートの結果とその分析を含め，問題点の検討と改善の方向について述べることとする。

1．教職課程の意義と問題点

教職課程の組織および教職に関する専門科目の実施状況という具体的問題の考察に入る前に，

教職課程の意義と問題点について，本委員会のこれまでの報告書で述べている主旨を要約し，さ

らに今後の問題点を展望しておきたい。

わが国では，教育職員免許法および同施行規則の定めに基づいて，大学および短期大学等にお

いて，教員免許状の取得ができるように特に設けられた教育課程を，教職課程とよんでいる。こ

れらの法令に定められた所要単位，すなわち一般教育科目，教科に関する専門科目（以下，教科

専門科目という)，および教職に関する専門科目（以下，教職専門科目という）の所定単位を修

得し，所要の手続きを行えば，原則として誰でも，教員免許状を取得することが可能である。こ

のような制度を，教員養成を特別な教員養成機関に限ろうとする制度に対比して，一般大学・学

部における教員養成の理念を示すものとして，一般に「開放制」とよんでいる。「開放制」とい

う概念自体は，必ずしも学術的に厳密な用語とは言えず，戦後の教員養成制度の基本的な性格を

おおまかに表したものと言えるが，戦前のいわゆる閉鎖的な教員養成制度に対する反省に立った

ものとして重要な意味をもった制度であった。また,昭和40年前後,教員養成を特に目的とする大

学・学部を設け，これに対する中央集権的な画一化を計る動きが強くなる傾向があったことに対

応し，一般大学・学部における教員養成を重視する「開放制」の考え方を維持することの重要性

が当時指摘され,あらためて大学において教員養成を行うことの意義が自覚的に反省されてきた。

本委員会の「調査研究報告書」でも，終戦後からの教員養成の推移を通観し，教員養成を大学

で行うという思想は，「名目上，大学と名のつく場において教員養成が行なわれているという限
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りにおいて実現されたものの，それが本質的な意味で定着するに至らぬまま，再び教育の中央集

権的画一化を指向する，閉鎖的な教員菱成ないし研修機関の構想が復活し，反動と混迷をふかめ

つつあるように思われる｡」（８頁）と指摘している。このような状況をもたらした理由として，

同報告書は４点を指摘している。それらの趣旨を要約して述ぺると次のようになる。

①教員養成制度の改革に，教員の待遇改善が伴わなかったため，教員の需要を対策的に生み

だすには，計画養成が必要になる。

②大学への全面的な財政的処圃は不可能であると糸なされて，小規模の目的大学の設置が現

実的であると考えられた。

③外的な圧力の干渉から自由なところで学問することの実感を身につけることが重要だとい

う思想が，わが国では比較的弱かった。

④大学のもつ閉鎖性と画一性，学閥による繩ばり意識など，大学のあり方の改革が不十分

で，そのような大学ほど，教員の養成に無関心であり，「大学における教員養成」という思

想を受け入れる姿勢を欠きがちである。

これら４点の指摘のうち，第①の点に関連してその後若干の変化が染られた。すなわち昭和４９

年のいわゆる人材確保法以来，小・中学校ひいては高等学校教員の待遇が著しく改善せられ，経

済的不況や他の要因も重なったにせよ，これによって優秀な人材が教員を志望するようになった

といえる。しかし計画養成の声は衰えず，教育実習校の確保難や教員の資質向上の要請等の条件

から，計画養成を必要視する見解が出されている。

「大学における教員養成」という思想は，大学が主体的に教員養成を行うことによって教員養

成が閉鎖性に陥ることを避け，優れた教育指導力をもった人材を養成することを目指している。

教授スタッフの不備等の条件があったにせよ，これまで大学側で，教員養成の意義を軽視し，そ

の自主的改善や改革の工夫の点で不十分であったことへの反省が必要であることを指摘せざるを

えない。本委員会の昭和52年11月の報告書「大学における教員養成」でも，「教員養成制度の改

革については，つねに政府の計画養成の構想と政策が先行し，大学側はおおむねこれに追随する

状況におかれてきたのである」（22頁）と指摘し，戦後の教員養成制度の改革において，大学側

の取組みの遅れを反省している。同報告書は，教員養成を大学で行うに当たっての，「大学とし

ての意識・意欲に必ずしも充分でないものがあったことは否めない」とし，ことに，いわゆる

「開放制」の理念は，「大学における教員養成が狭い意味の目的養成に綾小化されることなく，

すぐれた学問や芸術を通じて，ひろくふかい人間的素養を教師に与えるという点において，ひろ

く合意を得られたものではあったが，それが大学における教員養成に即して，必ずしも徹底して

現実の教育活動に結晶することなく，たとえば学問や芸術を大切にする意識が，教員菱成からの

逃避や，教員養成への無関心に結びつくこともしばしばであった｡」（23～24頁）と指摘し，「大

学における教員養成」は，現実には，単に定められた資格要件を付与するための形式的な教育に

陥りがちであったことを述べ，大学における教員養成についての努力が低調であったことを反省

的仁述ぺている。
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一般大学・学部の教職課程は，中等教育段階の教員養成に重点をおいているが，その重要性の

自覚と積極性がさらに高められる必要がある。特に今日，高等学校進学率が94％を超えた段階で

は，報告書「大学における教員養成」でも指摘しているように，質的には，小学校・中学校・高

等学校ほぼ同条件と考えられる状況において，教科指導・生徒指導にも，従来と異なる要素が加

わっており，教育内容を知的に教授し伝達するだけでなく，青少年の発達的諸条件に対応し，ま

た,教育内容の構造化と系列化を行い，教育内容や教材の特質に応じて教育方法を工夫し，必要

に応じて教育機器を駆使し，学習指導の最適化をはかる能力と意欲をもつことが中等教育の教師

に要請されている。また，青年期にある生徒の特質を理解するだけではなく，問題的行動を示す

生徒の処遇や指導の能力をもつことが望まれるようになっている。このような要請に対処し，大
学における教員養成の質を高める重要な課題を，教職課程は与えられている。従って，教科専門
科目，教職専門科目の両面にわたって，質量ともに充実した研鑑を積むことが重要であり，これ
らの努力なしには，教員としての期待に応えることはできない｡さらに教育実習も，教育実地研

究の性格をもち，現場的体験を積む機会であり，教科指導だけでなく，生徒指導・学級経営など
実習の領域が適切に拡大され充実されることなしには，大学における教員養成の実をあげたこと
にはならない。

一般大学・学部が,大学における教員養成の主旨を理解し,開放制の理念に立った教職課程の存
在理由を考え,教員養成の実り豊かな成果をあげることがなければ,むしろ閉鎖的な教員養成をよ
しとする動きの強化に拍車をかけ，「大学における教員養成｣の本来的意義を失わせることになる

ことを留意すぺきである。なお教育実習について，第Ⅱ章でさらに詳しく述ぺることとしたい。

戦後の日本においては，開放制の教員養成の方式と並んで，教員養成機関方式が存在してき
た。後者は当時の占領軍のＣＩＥの示唆に基づくといわれているが，今日のアメリカでは，教員
養成の承を単一目的とする師範大学はむしろ減少の傾向にあり，リペラルアーツ・カレッジでは

教育学科が，総合大学では大学院をもつ教育学部が当該大学の教員養成・現職教育を担当してい
る。1950年代後半に教員養成の内容をめぐって，教育学部と文理学部との間に論争が行われたこ
とがあるが，この論争は，教員の標準資格を大学の５年課程履修に引き上げることによって決着
がついて今日に至っている。

要は，大学における教員養成の理念を達成するには，一般大学・学部の積極的な対応の努力が
不可欠で，教職課程を軽視しては，その達成は不可能であり，充実した教員養成のために，教職
課程の質量かねそなえた改善が重要である。

次にアンケートの回答の分析を行い,問題点の検討と改善の方向について述べることとしたい。

2．教職課程の組織と教職専門科目の実施状況

(1)教職課程認定の有無

一般大学・学部では，そのほとんどが，教職課程の認定を受けている。すなわち，調査対象枝
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69校のうち，豊橋技術科学大学を除き，他はすぺて認定を受けている。ただし，学部によって

は，神戸大学医学部，徳島大学医学部，同薬学部のように，認定を受けていないものもある。

（２）教職課程の管理組織

教職課程の管理組織については，全学的委員会を設けているかどうかを焦点においてふること

とした。６８校の回答の内訳は次のようになっている。なお，以下の分析では，整理の都合上，大

学を次の３群に分けた。

第１群教育学関係の博士課程の大学院をもつ大学………９校

第Ⅱ群教育学部ないし教育学科をもつ大学………………40校

第Ⅲ群教育学部ないし教育学科をもたない大学…………19校

この分類によって，管理組織についての回答を整理すると次のようになる。

校数

１２

１３

２４

１４

５

第Ｉ群 第Ⅱ群

７

１１

２１

０

１

群
０
０
１
４
４

Ⅲ第

全学的委員会ありとする､の

教育学部が責任をもつとする屯の

各学部が責任をもつとする屯の

単科大学の場合

管理組織なしとするあの

計

５
２
２
０
０

6８１１９ 1９

教職課程を円滑に運営していく上では，全学的な管理組織があった方が望ましいと思われる

が，その数は12と比較的少ない状況にある。逆に各学部が責任をもつとするものが，２４と多く，

特に，第Ⅱ群で21と多いが，これらの大学では全学的な調整を円滑にするための工夫が必要であ

ると考えられる。

（３）教職課程の事務部門

教職課程の事務分担については，一般的には，教職専門科目に関係する事務を教育学部，教科

専門科目に関係する事務を一般学部，教職課程の認定申請事務を本部事務局で担当することが考

えられるが，ここでは，教育実習の事務がどこで担当されているかを注意して染た。

教職課程の事務のうち教育実習を担当するものとして本部事務局（学生部教務係等を含む）を

あげたものは21大学で，その内訳は，第I群２，第Ⅱ群４，第Ⅲ群15となっている。第Ⅲ群の１５

は当然としても，第１群・第Ⅱ群で，教育実習を担当する事務部門が本部事務局とするものが少

ないのが現状である。各大学の事情があるとしても，教職課程センター，教育学部の教職事務部

門等の充実により，教職課程の全学的な組織化と責任体制の確立が必要である。

(4)教職専門科目の授業実施状況

１）クラスサイズの問題

９



昭和52年度について，教職専門科目の授業実施状況を承ると，対象学生別開講クラス数につい

ては，半年を１期としたところと，１年を１期としたところとがあり，一斉に処理できにくい

が，問題は，授業の際のクラスサイズが，どのように構成されているかにあると象て，検討し

た。便宜的にクラスサイズを，１クラス平均，Ａ，５０人以下，Ｂ５１～100人，Ｃ、101～200人，

Ｄ，201~800人，Ｅ、301人以上に分けて類型だてて承ると次のようになっている。教育原理，

教育心理学・青年心理学，理科教育法の場合について，みて象よう。前の二者は，教職専門科目

で必修であり，受講者の数が，他の科目より多いので，それらにどのように対処しているかを糸

るため，また，理科教育法は，実験を伴う科目であるので，それにどのように対処しているかを

ゑるため，特に取り上げてゑたわけである。

①教育原理の場合

群Ⅲ第型
Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
Ｅ

類

１
４
２
７
６

１
１
２

０
０
３
３
３

６
２
３
３
１

１
１

｜，計 3５ 1６6０

②教育心理学・青年心理学の場合

類型｜校数’’第Ｉ群｜第１群’第Ⅲ群

①，②の場合を通して注意すべきことは，第１群で，Ａ，Ｂのクラスサイズが皆無なこと，第

Ⅱ群の大学には，教育学部があり，相当数の教官がいると思われるが，ｃ以下のクラスサイズの

ものが相当数あることである。第１群の１大学で700人前後の受講者を１クラスで授業している

ところがあったが，このような状況は早急に改善されるぺきである。

クラスサイズは，教員数と受講者数とのバランスの問題でもあるが劔通常，過大学級は授業効

果をあげにくくさせる要因となると思われる。この点から象ると，Ｃ，２２校，Ｄ、７校，Ｅ、６

校計35校となっており，回答枝60校の過半数を超えている事態は，早急に改善すぺきである。教

育心理学・青年心理学の場合も，同様のことが言える。

③理科教育法の場合

教科教育法のうち，クラスサイズの大きいものとしては，理科教育法があげられる。社会科教

１０



|’ 第Ｉ群’第Ｈ群’第Ⅲ群類型１校数川

４
８
６
１
０

１

６
１
１
２
０

０
２
３
１
３

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
Ｅ

481@計 2９ 10９

|’無記入’２０ 1１ ９０

器理科教育法のない大学

育法も，クラスサイズ100人を超えるものが10校を数え，改善の余地を残しているが，実験を伴

う理科教育法の場合に問題点が大きいと思われる。

全体的には，Ｂが21校で一番多いが，Ｃ，Ｄ，Ｅ，合せて17校にのぼり，全体48校中の３分の

１を超えている点は，今後改善されなければならない。

なお参考のため教職専門科目の受講者数と科目別の平均数を調べた。この場合，特に教職専門

科目のうち10科目について，受講者数と平均数とを，３大学群に分けて糸たが，その結果は下の

表の通りである。

鯛儲理蔓|覺育霞|鑪懲|籔育藍|繋育鴬|蓋育醤|藪育霧|鬮育鑿|霧育：
拝総数１９．１０２人１９゜６８ ４４人ｌＺ－ＩうH４人Ｉ⑤肘

]石rｌ９極１９種’９校１９校’９校１９種’４JﾖZl６１叉’７ｺ厩

ﾑ弾ヨ’１．０１１人１１．０ ３人１２２９２

11群総数ｌｌＣ

可
ｊ

ｒ
Ｉ
Ｌ

30’

29旧

館ノ

9冊

[)人I６６人ｌＺＨ八ｌｂ田

雪鑿に鑿

人
校
人

詔
１
３
３

人
佼
人

０
３
３

４
１

117人

３校

３９人

臥
率
弘

４
２
６
３

第Ⅲ群総数

平均

鋤
舷
“

807人

７校

115人

843人

９校

93人

雫譲ri義
2,188人

２９校

７５人

…:詮''’'7`人
`０３人｜霧

8,107人

灯校

172人

429人

１１校

３９人

1,245人

２９校

４３人

合計総数

平均

22,267人

６０校

371人

788人

２０校

３９人

教科教育法としては，上記の他，音楽，家政科，水産科等があるが本表では省略した。また「道徳教

育の研究」は，実施状況が統計的に把握しiこくかつたので，この表では省かれている。

上表のように，受講者数が，教育原理，教育心理学・青年心理学，理科教育法で，多くなって

おり，特にこれらのクラス編成の改善が必要なことが明らかであり，そのため教官の増員をはじ

め，施設・設備の充実が緊要である。

２）教職専門科目担当教官中に占める非常勤講師の割合

教職専門科目を担当する教官のうち，非常勤講師の占める割合を染ると次のようになってい

る。特に，教育原理，教育心理学・青年心理学，理科教育法の場合をみてふよう。
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①教育原理の場合

比率 校数 第Ｉ群 第Ｈ群 第Ⅲ群

上
上
上
上
上
上
上
上

％
池
池
麺
麺
湖
麺
鈎
鈎
暁
計

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

１
２
３
４
５
６
７
８
１

３
０
２
２
０
１
３
１
０
６

３
１

４
０
０
１
０
１
１
１
０
１
’
９

３
０
２
１
０
０
２
０
０
６
｜
型

２ ６
０
０
０
０
０
０
０
０
９

5８ 1５

非常勤講師の占める割合の平均は58校全体では38.8％で，大体３分の１以上を非常勤講師に依

存していることになる。３大学群に分けて糸ると次のようになっている。

第Ｉ群

第Ⅱ群

第Ⅲ群

９校

３４校

１５校

平均35.4％

平均21.0％

平均６００％

以上のように第Ⅲ群の大学で，非常勤講師の依存率が最も高く，次いで第エ群，第Ⅱ群の順に

なっている。

②教育心理学・青年心理学の場合

比率｜校数’’第Ｉ群’第Ⅱ群’第Ⅲ群

0％

。⑫

0％

〕％

〕兇

４０％

0％

60％

0％

30％

非常勤講師の占める割合の平均は57校全体では25.2％で，教育原理の場合より低いが，大体４

分の１以上を非常勤講師に依存している。これを３大学群に分けて承ると次のようになる。
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第
第
第

校
校
校

33.3％

23.7％

18.7％

蒋
密
藷

Ｉ
Ⅱ
Ⅲ

群
群
群

９
３
５
３
１

以上のように第I群の大学で，非常勤講師の依存率が最も高く，次いで第Ⅱ群，第Ⅲ群となっ

ている。

③理科教育法の場合

比率１校数’’第Ｉ群’第Ⅱ群’第Ⅲ群

)％

、し

〕路

０％

０％

40％

０％

60％

１
Ｊ

００％

理科教育法の場合は，非常勤講師への依存率は，0％の大学（専任で担当している大学）が１８

校と，100％の大学（主として工学部の場合）が17校と両極化現象が染られる。特に100％の依存

率を示している第Ⅱ群，第Ⅲ群での事態は改善すべき問題点である。

これを３大学群に分けてみると次のようになる。

平均42.5％

平均22.8％

平均72.7％

群
群
群

１
１
Ⅲ

第
第
第

枝
校
校

９
９
８

２

第Ⅲ群が，非常勤講師依存率が最も高く，次いで第１群，第Ⅱ群の順序になっている。

他の教科教育法でも，同様の傾向が染られる。

非常勤講師の占める割合が高くなることは，専任教官の数と受講者の数等に関連しており，そ

の割合が高いことが，直ちに授業効率の低下の問題に結びつくわけではないが，教職課程を設け

て，教員養成を行っている以上，そのための教官の整備は不可欠であり，非常勤講師への依存率

が過度に高い場合は問題があると思われるので，今後早急に改善すぺきである。受講生が．恒常的

に増加したり多数となっている科目については，多人数教育で一時しのぎをすることなく，専任

教官を充実させていく方策が必要である。例外的ではあるが，若干の大学で，２単位の教科教育

法を10人前後の教官で分担しているところがあったが，この点は改善の余地がある。

なお科目毎の非常勤講師の担当教官中に占める割合は次頁の表のようになっている。１０科目に‐

ついて，３大学群に分けて比率を示して象よう。
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こ；FIi〔I]|震
社会
教育法

商業
教育法

育
理 教育

心理学
国語
教育法

数学
教育法

理科
教育法

英語
教育法

工業
教育法

農業
教育法

劃議､
33.3%１

證十ｉ
58.8％

16.2

０

63.1％

13.4

50.0

42.5％

24.6

72.7

42.8％

9.3

50.0

第’

第Ｈ

第Ⅲ

35.0％

13.9

62.5

25.0％

33.3

50.0

０％

40.0

100

０％

31.5

０

この表からも明らかなように，第１群，第Ⅲ群では，ほとんど全ての科目で，非常勤講師依存

率が33％を超えており，第Ⅲ群では，教育原理でも60％の依存率が示され，教官不足であること

が明白であり，これらの点で早急に改善されることが必要である。

３）教職専門科目の授業時間割

各大学とも，教科専門科目との調整を考慮しながら，教職専門科目の授業時間割に工夫をこら

しているが，これを次のように類型だてて検討してみよう。

Ａ型……月，火，水，木，金の各曜日の２ないし３時限に相当数（40％以上）が行われてい

る場合

Ｂ型……月，火，水，木，金の各曜日の２ないし３時限に若干（20％～39％）行われている

場合

Ｃ型……時間割の周辺の時間帯で，授業の大部分が行われている場合

Ｄ型……集中講義で行われている場合

この類型だてによると，各大学の時間割は次のように分類できる。

型
入

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
記

類
鉦》

数校 群第

第Ｈ群

１４

１６

３

！

群Ⅲ第

１

計

6８ 4０ 1９９

概して第エ群の大学はＢ型に多く，第ｎ群の大学はＡ，Ｂ両型に多い。第Ⅱ群や第Ⅲ群の工学

部にはＤ型が多いように思われる。Ｃ，Ｄ型の時間割が，授業の効率の上で問題があるとは直ち

にいえないが，教科専門科目等が時間割の上で優先し，教職専門科目が軽視されることによっ

て，Ｃ，Ｄ型が生まれたような場合には，早急に改善すぺきである。

なお時間割編成上の特色や問題点についての回答欄への記入は少なかったが，アンケートの

「Ｉ－８－ｂ教職専門科目をめぐっての問題点について」の欄に記入されていた意見をも総合

して承ると代表的なものは次の通りである。

①適当な時間帯に編成できにくい。②教室が不足している。③受講生の数が多すぎる。クラス

サイズの小規模化をはかるべきである。④教育学部開講科目を受講させているが，人数が多くな

り，受講者の制限を受けて困っている。⑤教職専門科目担当の専任がいないか少ない（特に第Ⅲ

群の大学の場合)。⑥教員養成学部の一般学部への協力が不足している。⑦理科教育法で実験が
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不能で，問題がある。⑧教科教育法の充実と教育実習との関連づけが十分でない。⑨教授法が講

義形式に偏り，マス・プロ的授業になっている。

これに対し，教員養成学部を対象に，一般大学・学部における教職課程のうち，教職に関する

専門科目をめぐる問題点についてのアンケートの答を詮ろと，①授業負担増で困る，②教育学部

の学生の教育で手一杯で，他学部へは手がまわりかねる，③他学部受講生の態度が積極性に乏し

い等の意見が承られた。

これらの問題点はいずれも，教職課程の充実のために，早急に改善すべき点であり，効果的な

対応策が迫られている。

以上簡単に，教職課程の意義と現状，およびその問題点について検討してきた。教職課程を改

善するためには，大学側にも積極的に工夫し充実していく努力が必要であるが，教職志望者の急

増に対応して，教育行政的な諸施策の充実をはかることも緊要である。例えば，①博士課程の教

育学の大学院をもつ総合大学では，教職課程の管理と運営に責任をもつ教職課程センターの設

置，②教育学部をもつ大学では，教職志望者の増加に対応した教職課程担当の教官の増員，③教

育学部をもたない一般大学でも，教職課程担当の教官の増員，④一般的に大学の教職事務機構に

ついては，教職主幹の設置，などの実現が緊要である。
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第Ⅱ章教育実習の現状と問題点

1．教育実習の歴史と意義

（１）今日，教育実習は，教育職員免許法に基づいて，教員資格を取得するための基礎的な履修

要件とされている。そのため，教員養成を行うすべての大学においては，大学のカリキュラムの

一環として教育実習を位置づけ，大学の研究教育と教育実践の接点における教職専門教育として

これを重要視している。

教育職員免許法によれば，教諭普通免許状を取得するためには，小学校４単位，中学校および

高等学校２単位等の教育実習を履修しなければならないことになっており，教員養成を行う大学

はそれぞれ大学の教育計画の中で，これを履修できるよう配慮している。しかし，大学のカリキ

ュラムの一環として，卒業前教育における教育実習で，何をどこまで達成すべきであるかという

点については，今日，必ずしも広い合意が得られているということはできない。ただ，在学中に

おける教育実習が，大学の授業等によって獲得した教科や教職に関する理論を具体的な教育実践

の場において検証し，知識や技術の自己自身との関係を捕え直す機会として，貴重な経験をもた

らすものであることだけは広く認められているところである。この意味で，将来，教師を志す学

生が，自らの知識や技術を具体的な教育実践を通して検証する教育実習の体験は，大学教育の一

環として，重要な意味をもっているということができる。

（２）もともと，わが国における教育実習は，１８７２（明治５）年，学制のもとで発足した師範学

校における「実地授業」をその前身として成立している。１８９２（明治25）年の師範学校の学科課

程では，「実地授業」は，「附属小学校二於テ児童教育ノ方法ヲ練習セシム」るものと定め，

「実地授業二就キテハ各科目ノ教員常二巡視シテ其適否ヲ批評シ時点自ラ教授シテ之力模範ヲ示

スヘシ」とあった。これは，当初から「実地授業」が教員養成のための授業法練習の意義をもっ

ていたことを示している。

「実地授業」の性格は，明治30年代にかけて確立されていくが，１９０７（明治40）年，師範学校

規程によって，初めて「教育実習」という呼称が用いられ，また，師範学校教授要目によって，

教育実習の形態が規定せられるに至った。

この時から，従来の実地授業の練習のみの形態から，管理・訓練の実際を含む学校教育活動の

全体を経験させる教育実習の形態が成立することになった。

（３）中等学校の教員養成に関しても，その本流である高等師範学校，女子高等師範学校におい

ては，実地授業ないしは教育実習が行われていた。しかし，中等学校教員の多くは，無試験検定

または試験検定によって供給されていたのであり，その場合は教育実習はもとより，いわゆる教
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職教養の履修も必要としないことが多かった。

検定を要しない者（教員養成を目的とする教育機関を卒業した者）とその他の者の割合は次表

の通り（但し男教員のみ）であった。

中等学校男教員喪格別百分比

〔参考〕

検定を要しない者欝試験艤定による|試験検定による者|無資格着
1915年

1920年

1925年

25.46％

23.44

19.79

27.17％

25.88

３１．８４

27.25％

24.94

22.05

20.12％

25.74

26.32

１８８６（明治19）年，諸学校通則において「几教員'､文部大臣若クハ府県知事ノ免許状ヲ得タル

モノクルベシ」と定められ，中等学校教員については，高等師範学校卒業生を本流としながら，

検定によっても供給することになったのである。

１８９６（明治29）年の「尋常師範学校尋常中学校及高等女学校教員免許規則」によって，帝国大

学・高等学校等の官立学校の卒業生については，無試験検定によって免許状を授与することにな

り（指定学校)，さらに，１８９９（明治32）年の「公立私立外国大学校卒業生免許規定」により，

公立・私立学校についても文部大臣の許可によって同様の取扱いを受ける途が開かれた（許可学

校)。これらの諸規程は，１９００（明治33）年の教員免許令およびこれに基づく「教員検定に関す

る規程」に包括され，指定学校・許可学校による無試験検定および試験検定の制度を構成するに

至った。

こうして，戦前においては，中等学校教員は多くの場合，教授する学科の知識すなわち学識が

重視され，教職的教養や教育実習も要求されなかった。しかし，高等師範学校における養成を本

流と家なし，中等学校教員に対する試補制度案が，繰り返し提案されたことの中に，教員養成に

おける実習経験への要求と期待が示されていたとみることができよう。

試補制度の提案は，すでに1910（明治43）年の高等教育会議において公立学校教員試補案とし

てまとめられている。１９１８（大正７）年の臨時教育会議の師範教育に関する答申においても，

「師範学校，中学校，高等女学校教員試験検定合格者ニシテ実地授業ノ経験ナキ者二関シテハ試

補ノ制度ヲ設クルコト」とされていた。１９４０（昭和15）年の教育審議会においても，「中等学校

教員試補制ヲ設ケ初任後一定期間ヲ試補トシ特二教育者タルノ修練ヲ積マシムルコト」と提案し

ている。

これらの提案は，ついに制度化されるに至らなかったが，多数の中等学校教員が検定制度によ

って供給されていた状況のもとで，卒業前教育において実地授業の経験のない者については，初

任後の実地研修期間を設ける必要があるとする考え方が一貫して主張されていたことをうかがう

ことができる。

（４１戦後の教育改革において，師範学校制度および検定制度を基本とする従来の教員養成制度

の抜本的改革が検討された。その際，教育改革に重要な影騨を与えた第一次米国教育使節団報告

醤は，教師の養成教育には「すぺての型の教師」を含めることが必要だと指摘した。従って，中
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等学校等の教師についても，「準備教育」について考慮が払われなければならないものとし，

「専門的な準備教育はあらゆる型の教師達に及ぼされるべきである」としたのである。そして，

このような準備教育の中には「課程で学んだ原理を，監督を受けながら運用するという実際上の

経験」をも含むべきだと指摘している。

このような提案を指針としつつも，検討された改革構想は，教師における学識の重視を基調と

するものであった。しかし，教育刷新委員会が，教員養成は「総合大学又は単科大学において教

育学科をおいてこれを行う」とした場合，「教育学科」の中には，教職についての準備教育を必

要とするという考え方が表現されていたといってよい。従って，教育刷新委員会は，１９４７（昭和

22）年教員養成に関する第二回建議の中で「大学の課程を修了又は卒業した者を一定期間教諭試

補として実務につかせ，教員として必要な事項について指導研修」させることを提案し，「教職

的課程を履修した者は実務従事期間６ケ月」「教職的課程を履修しなかった者は，教職的課程に

関する相当期間の教育修了後実務従事期間６ケ月」を教諭試補期間とする構想を示したのであ

る。

この提案も実施されなかったが，結局，教育職員免許法の制定により，すべての教員に教育実

習を含む教職的課程の履修が，大学で履修すべき最低必要単位数として要求されることになった

のである。これによって，従来，無試験検定によって大量に供給していた中等学校教員について

も，原則として，すべて教職に関する専門教育・教育実習等を必要とすることになったのであ

る。

また，免許法の制定に先立って，附属学校と教育実習の改革の問題も検討されていたが，その

際，教育実習を観察・参加・実習の体系として捕える考え方が導入されるに至った。しかし，教

育職員免許法は，教育実習の最低必要単位数を定めたものであり，教育実習の実施とその改善

は，それぞれの大学の自主的な努力に委ねられることとなったのである。文部省も，１９５１（昭和

26）年，「教育実習の単位を与える場合の授業時数について」の通達を発して，「実習の実施に

当っては，指導担当者である大学の教授が実習枝の教職員と緊密に連絡して計画し，共同してそ

の指導に当り，大学がその責任において単位を与えるものとする」と指導したのみであった。

日本教育大学協会第三部会は，「従来の教育実習は，職人の見習教育の域を出ず，科学的基礎

に立っての指導体系がなかった。教員養成が大学で行われるに至ってここに鋭い批判が向けら

れ，新しい教育実習のあり方が問題になってきた」と教育実習の改造を問題にした。そして，

「教育実習は教職教養を含めた大学教育全体の総合的実践であるとともに，教育精神を体得し，

教育における研究問題を発見し，教育技術を練磨する創造的生活体験の場である」と指摘した。

こうして，大学教育としての教育実習の創造的実践が着手されることになったのである。しか

し，教育実習の意義があらためて見直され，その位置づけを反省的に論議するまでには，なお，

時日を必要としたのである。

（５）１９５８（昭和33）年の中教審答申「教員養成制度の改善方策について」に基づいて，教員養

成制度の再改革が検討されるに至った。その過程で，１９６２（昭和37）年には，教養審建議「教員
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養成制度の改善について」がとりまとめられ，「教育実習は，教育の実際に当面して教育研究を

実証するものであり，教科教育等との密接な関連に留意する」ものとした。

教養霧は引き続いて，１９６４（昭和39）年建議「教員養成のための教育課程の基準について」に

おいて，教育実習の期間を延長し専門教育との関連を深くすることを提案するとともに，「教育

実習の指導組織，方法については具体的に検討することを予定している」旨，表明した。

この建議に基づいて，文部省は，１９６６（昭和41）年教育実習に関する調査研究会を設けるとと

もに，教育実習研究調査指定校を定めて教育実習に関する研究調査を推進し，１９６９（昭和44）年

３月「教員養成のための教育実習のあり方について」の報告をとりまとめている。この報告で

は，「教育実習は，教職を希望する学生が，大学の授業では容易に得ることのできない教育的諸

能力（とりわけ，技術的なもの）を実習指導教官のもとに具体的な経験を通して，集中的に身に

つけ，それによって教師たるの資質を啓培する」とし，教育実践に関する諸能力を得させること

を中心的な目的としたのである。しかしまた，教育実習は大学の授業との一体的の関係の中で実

施されるものであって,単なる教職への準備にとどまるべきものではないことをも指摘している。

さらに，１９７２（昭和47）年７月，教養霧は，「教員養成の改善方策について」を建議し，「教

育実習の重視，教育の実践的諸分野に関する教育の重視」などを強調し，特に，「教育実習は，

学生に教職についての啓発的な経験を与え，教職に対する意欲と使命感を喚起し，児童などに対

する理解を深め，教員として必要な専門的知識・技術を修得させる上で重要な意義を有するも

の」であるとして，教育実習の期間の延長などの提案を行った。

また，１９７８（昭和53）年９月，教養霧の教育実習に関する専門委員会は「教育実習の改善充実

について」の報告をとりまとめて，特に一般大学における教育実習の改善充実についての意見を

集約した。この報告は，一般大学における教員希望者が激増し，教育実習の形骸化が指摘されて

いる折から，きわめて時宜にかなった提案であったということができる。

このように，教員養成のあり方の根本的な検討と関連して，教育実習の意義と役割に関する論

議を深くする契機が繰り返し提起されてきたということができよう。

（６）このような状況と呼応して，日本教育大学協会は，すでに，１９５８（昭和33）年以来，教育

実習に代わる「教育実地研究」の名称を用いてきたが，１９７６（昭和51）年３月，「教育実地研究

のあり方について」の意見書を採択している。この意見書では，教育実地研究について，「教師

として児童・生徒に接するためには就職前に教育の基本的理論をわきまえ，専門的な知識と技術

とを習得しておくことが必要である」と同時に，教唖に立つための単なる準備的学習ではなく，

「教師としての専門的な知識と技術を習得し必要な能力と態度の基礎を培う」ものと規定してい

る。

また，本委員会は，１９７２（昭和47）年11月に「教員養成制度に関する調査研究報告書」をまと

め，この中で，「附属学校と教育実習」についてふれ，教育実習は「教員養成コースのカリキュ

ラムのなかに設計された現場実験実習」であり，大学での「理論的・原理的課程」に対する「体

験課程」「実験的コース」であるとしている。従って，教育実習は「たんなる教室技術の習得指
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導に終始して足るべきものでなく，基本的には，教育学における経験課程の構成をいかになすぺ

きかという，問題の根底に出発して，その目標・内容・方法を再検討すぺき」であると論じてい

る。１９７７（昭和52）年11月の「大学における教員養成―その基準のための基礎的検討」におい

ても，教育研究の臨床的側面としての教育実習のあり方を追究している。

このように，教育実習の意義とその位置づけに関する論議はようやく深化されてきたというこ

とができる。しかしまた，教員希望者の増加に伴う教育実習の実施をめぐる困難はますます増大

し，就職前教育における教育実習の役割が，あらためて問い直されるに至っているということが

できよう。

（７）以上のような経緯を経て，教育実習の意義と役割は，今日，多面的に検討されるに至って

いるが，要約すれば，これを次の二つの側面から捕えることができよう。

第一に，現行制度の下における教育実習は，教師として就職する以前に，自立的な教師として

自己の職務を遂行し得る最低限の教育実践に関する経験を得させることを目的としている。なぜ

なら，教職は今日，就職と同時に，一人前の教師としての職責を全面的に遂行しなければなら

ず，そのために，就職前に教師の仕事についての理解と，教師としての実践的諸能力についての

最低限必要な条件を充足しておくことが要求されるからである。

もとより，教職の専門性にふさわしい教師としての資質や能力は，現職教員としての職域にお

いて不断の向上が期待されるぺきであり，就職前に完成された教師としての資質や能力を身につ

けることが全面的に求められているわけではない。教育実習は,あくまでも教育実践に関する体

験的学習であり，自立的な教師としての本来の職責の遂行とは異なった学習活動である。それに

もかかわらず，教師の職務に関する体験的学習を通じて，大学において修得した知識・技能を現

職教員として生かしていく実践的諸能力を修得する機会として，教育実習は重要な意味をもって

いるということができる。

第二に，教育実習は，大学教育のカリキュラムの￣環として，大学で学ぶ知識や技能を人間の

成長発達との関わりのもとで具体的に検証する機会を与える場である。とりわけ，教育科学にお

ける理論と実践の結合，教育の実践的．技術的性格を研究し学習する場として，教育実習は重要

な意義をもつものということができる。従ってまた,大学の授業等によって獲得した教科や教職

に関する知識．技能を，実際に教える仕事を通して捕え直し学び直す機会を教育実習は与える。

あるいはまた，教育実習を通じて新たな研究関心や研究課題を見出し，大学における研究活動・

学習活動をいっそう豊かなものにする。さらに，教育実習を通じて学生が自己の教I賊への適性を

点検するという面も，教育実習の重要な役割であるということができる。

このように教育実習が両義的な性格をもつところから，どのような側面を強調するかによって

異なった考え方が生じ，その意義と役割を一面的に規定し難いところがある○両義的な性格の両

者の関係については，なお，今後の検討にまつべきところが大きいが，近年，特に後者の考え方

に基づく教育実習の改善努力が積承重ねられてきており，大学教育の一環として教育実習のもつ

べき意義と役割を明確にする必要がある。
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ともあれ，教育実習は，現実には，これを実施する条件や教育実習を指導する体制の不備によ

って，既に述べてきた意義や目標にもかかわらず，しばしば実習枝に委任して制度的な要件を充

足してきたにとどまる。特に，教員養成を直接の目的としていない一般大学・学部においては，

このような傾向が著しく，形骸化の弊を免れないのが実情である。以下，アンケートに基づき国

立の一般大学・学部における教育教習をめぐる状況やその問題点および改善方策について検討を

進めたい。

2．教育実習参加者等の状況

（１）近年，国立の一般大学・学部においても，教育実習者数，教員免許状取得者数，教員就職

者数は，ますます増加の傾向にある。

昭和51年度，５２年度の教育実習者数，教員免許状取得者数，教員就職者数，および昭和53年度

の教育実習者数は第１－１表の通りである。

第１－１表教育実習参加者の状況（学部学生）

年慶|大挙瀞|A教育蘂…|B繍許状噸|c教員識…’｡/Ａｌ｡/⑯
32.4％
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この統計によれば，教育実習を受けた者のうち，教員免許状を取得した者は，昭和51年87.3

％，昭和52年86.1％であるが，このうち第１群では昭和51年74.3％，昭和52年77.4％と，教育実

習者数に比して教員免許状を取得しなかった者が約４分の１にものぼる。

このことは，教員免許状取得希望の不明確なままに教育実習を受ける者がかなりの多数にのぼ

ることを示しており，実習枝の確保がますます困難な状況を考慮するならば問題があるといえよ

う。実習制度を現行通りとすれば，教員志望の明確な意志を欠く者を除くなどの適当な選択方法

も検討されなければならないであろう。いずれにせよ，全体として，教育実習者数，教員免許状

取得者数はますます増加の傾向にあることが注目されるぺきである。

教員免許状取得者のうち，教員として就職した者の割合は，全体で，昭和51年23.6％，昭和5２
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第１－２表教育実習参加者の状況（学部卒業生）

年度|大学群|A教寶実習者数 B欝鞭状取
Ｃ

教員就職者数ＩＢ/Ａｌｃ/Ｂ

117人

５８

４２

２１７

昭
和
ｍ
年
度

ｌ
Ⅱ
Ⅲ
計

３７人

４６

４３

１２６

31.6％

79.3

102.4

５８．１

４人

１１

１８

３３

10.1％

23.9

41.9

26.2

ｌ
Ⅱ
Ⅲ
計

１１６

６４

４３

２２３

３８

３４

４３

１１５

３
８
３
４
１

３２．８

53.1

100.0

５１．６

９
５
０
２

●
●
巳
●

７
３
７
２

２
１

Ｉ
Ⅱ
Ⅲ
計

昭
和
弱
年
度

113

５２

４５

２１０

第１－３表教育実習参加者の状況（大学院学生）

年度|大学群|A教育…数|圃繍許状噸|c……｜⑬/Ａｌ｡/ロ
273人

135

７２

４８０

246人

497

217

960

４７人

126

１２

１８５

90.1％

368.1

30.1

204.2

19.1％

26.4

5.5

19.3

昭
和
副
年
度

Ｉ
Ⅱ
Ⅲ
計

昭
和
、
年
度

ｌ
Ⅱ
Ⅲ
計

325

183

７２

５８０

２７７

５３９

２０８

１，０２４

５４

１３０

２０

２０４

85.2

294.5

288.9

176.6

19.5

24.1

9.6

19.9昭
和
弱
年
度

ｌ
Ⅱ
Ⅲ
計

352

143

７６

５７１

第１－４表教育実習参加者の状況（大学院修了生）

Ｃ

教員就職者数｜Ｂ/ＡｌＣ/Ｂ零度|大学瀞|A…蕊数|圖繍…

人０
３
２
５

人６
１
５
２
１

人９
９
６
４

１
３

150.0％

190.0

120.0

283`３

０％

15.8

33.3

14.7

昭
和
□
年
度

Ⅱ
Ⅲ
計
１
１
Ⅲ
計

昭
和
顕
年
度

142.9

0

100.0

400.0

０
３
２
５

７
０
２
９

皿
型
２
記

0

12.5

100.0

１３．９昭
和
弱
年
度

ｌ
Ⅱ
Ⅲ
計

２
１
５
８

１
１
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年26.6％であり，国公私立すぺての一般大学の教員免許状取得者のうち，中学校就職者の割合

7.0％，高等学校就職者の割合5.8％であることに比べると，かなりの高い割合で就職していると

いうことができよう。特に，第１群については，昭和51年32.4％，昭和52年37.5％の割合で就職

しており，注目される。

（２）次に，学部卒業生，大学院学生，大学院修了生についてみれば，第１－２表,第１－３表，

第１－４表の通りである。

第１－２，１－３，１－４表から，学部卒業生および大学院学生についても，かなり多数の教

育実習者，教員免許状取得者，教員就職者のいることが明らかであろう。特に，第Ⅱ群の大学院

学生については，教員就職者の実数および免許状取得者に対する就職者の割合が比較的高く，注

目に価する。この点に関して，大学院学生が教職専門科目を履修する体制，教育実習を履修する

体制についても，十分に考慮する必要があろう。

（３）次に，これを学部別に集計すると次の通りである。

第１－５表（次頁参照）によれば，教員就職者の多い学部は，理学部（26.7％，23.1％)，文

学部（13.9％，13.8％)，教育学部（文教育含む）（12.6％，12.2％)，法文学部（6.8％，６．８

％)，文理学部（8.4％，6.4％)，農学部（7.6％，5.0％）などである。その他，外国語学部，人

文学部，家政学部，工学部などが一定数の教員を供給している。

このうち，理学部をはじめ，文学部，教育学部および人文，法文,文理などの各学部は,免許状

取得者に対する教員就職者の割合が高く，重要な教員供給源となっていることが明らかである。

なお，筑波大学，広島大学，お茶の水女子大学，奈良女子大学などの関わっている学部が高い

割合の教員就職率を示しているのは，一般大学の中にあって，これらの大学が特別な歴史的事情

に基づいているためであるということができる。

次に，学部系統別にこれを集約すると，次の第１－６表（26頁参照）の通りである。

この表によって，文学，理学，教養，家政など教育実習者数の多い学部系統，教員就職者の割

合の高い学部系統が，一目瞭然であろう。
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第１－５表教育実習参加者

昭和５１年度

学部

Ａ教寳実習者数｜Ｂ鰯許状取｜Ｃ…艫数｜Ｃ/Ｂ

文学部

文教育学部

教育学部
(人間科学部含む）

外国語学部

法学部

経済学部

経営学部

商学部

政経学部

社会学部

人文学部

法文学部

文理学部

教養学部
(総合科学部含む）

家政学部

芸術学部

理学部

理工学部

基礎工学部

工学部

鉱山学部

工芸学部

繊維学部

電通学部

商船学部

農学部

園芸学部

水産学部

蓄産学部

薬学部

医学部

保雌学部

獣医学都

筑波大第１学群

筑波大体育学群

943人

149

394

773人

140

296

255人(13.9％）

坐（２．４）

188（10.2）

７９（４．３）

１７（0.9）

３２（１．７）

１（０．１）

３（０，１）

４（0.2）

３（０．１）

７２（３．９）

125（６．８）

154（８．４）

２３（１．３）

33.0％

31.4

63.5

鍵
Ⅳ
妬
お
酌
必
露
酪
飢
過
万

３
１
３

３
５
５

３１４

６２

２７０

１５

１５

１３

11

260

465

449

５７

２
４
６
７
０
８
３
７
９
３
４

●
●
●
●
■
●
●
０
０
■
●

溺
幻
ｕ
６
ｍ
釦
幻
幻
沁
弘
如

８
６
７
５
１
７

●
●
●
●
●
●

３
０
坊
１
０
２

く
く
く
く
く
く

，
』
Ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ

８
１
２
６
８
９
３
８
６
６
９
４
１
７
１
２
０
０
ｏ

ｎ
犯
倒
配
１
路
６
２
６
６
１
５
１
２
５

Ｏ
１

Ｌ
１

１８５

２９５

２，１０１

２００

２３

５００

１

３４

１１３

７３

１８

１，２５４

５１

１３５

２３

５９

１

３

１

的
ｎ
ｍ
”
３
鍋
０
４
６
６
０
９
３
２
４
４
０
０
０

１
３
１

４
１

８
０
９
２
７
７
３
２
１
７
９
３
０
７

●
■
●
●
Ｐ
●

●
Ｃ
Ｏ

●
●
●
●
●

鑓
５
羽
皿
逓
５
０
ｕ
妬
９
０
３
５
０
９
７
０
０
０

１
１
１

（０．２

（0.9

（0.3

Ｊ
Ｊ
』

Ｊ
Ｊ
，
』
』

（７．６

（０．１

（０７

（０．２

（0.2

1,838（100％）合計 8,944 7,804 23.2

(注１）（）内数字は全数に対する割合である。

(注２）教育学部には教員養成を主とする大学・学部を含まない。
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の状況（学部別統計）

昭和５３年度昭和５２年度

Ａ教寳実習着数｜Ｂ繍許状取｜Ｃ教員…数｜Ｃ/Ｂ Ａ教育実習者数

39.1％

坐.1

66.0

321人(13.8％）

６３（２．７）

221（９．５）

1,059人

１６２

４４５

820人

143

335

967人

164

416

Ｊ
ｊ
Ｊ
，
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
，

９
９
４
０
１
１
３
４
８
４
５

０
●
●
■
■
●
●
Ｏ
Ｇ
０
０

３
０
１
０
０
０
０
４
６
６
１

く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く

45830.7

20.0

11.1

9.1

16.7
犯
加
蛇
１
３
２

300

100

288

１１

氾
弱
餌
、
肥
酊
銘
冠
塑
釦
型

４
１
３

３
６
５
１

121

卯
通
電
“
釦
“
迩
函
、

３

８
５
１

１
２
２

8.0

38.1８

１０３ 33.4308

27.8158569

32.3150464

36.83５9５

Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ

６２（２．７

５（0.2

540（23.1

４４（１．９

３（0.1

８９（38

0

１１（0.5

８（0.3

１０（0.4

２（0.1

116（5.0

２（0１

１１（0.5

２（0.1

３（0.1

０

０

18133.0１９１

３１２

２，２１４

２１３

３３

６２４

１

188

2.1

悲
麺
躯
坐
鏥
０
顕
的
即
皿

１

２

234

31.110738

16.7264

12.02５

10.1

0

50.0

821

6６

２２

Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
』

０
９
３
３

３
８
８
４

7.7104

21.34７

１７ 11.8

11.3 1２２８1２６５ 1,028

5５２．９

８．５

6８6８

153159 129

ｕ
布
１

５
９

７

９
３
０
０
０
Ｌ

●
□

４

2４

８５

幻
市
Ｏ
ｕ
０
肥
２

０
２
０
３

１
３
２

0

4

432

0

８６（３．７）

131（５．６） 19563.3２１８ ２０７

2,334（100％） 10,90826.6lｑｌ８８ 8,772
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第１－６表教育実習参加者の状況（学部系統別統計）

Ａ教育棗習者数｜Ｂ繍許:'１t取｜Ｃ教員就職者数｜Ｃ/Ｂ
1,523人

1，５９８

536人

697

35.2％

43.6

甕
為
一
癖
齢
『

昭和51年

昭和52年

昭和53年

昭和51年

昭和52年

昭和53年

1,870人

2,019

2,124

５２７

５９０

５５１

386

463

6０

６６

15.5

14.3

Ｐ
－
し

型’船

｢:

昭和51年

昭和52年

昭和53年

学
部

工
学
系

962

1,116

1,274

1J３７０

１，３６６

105

167

7.7

12.2

昭和51年

昭和52年

昭和53年

学
部

鍵
水
産
系

1,463

1,516

1,450

13.1

10.5

1,203

1,246

158

131

昭和51年

昭和52年

昭和53年

家
政
学
部

38.8

33.0

185

191

181

178

188

6９

６２

昭和51年

昭和52年

昭和53年
芸
術
学
部

221

234

1１

５

295

312

345

5.0

2.1
学
部

医
薬
系

昭和51年

昭和52年

昭和53年

４
７
０

６
９
８

４
３

7.7

3.3

5２

９０

昭和52年

昭和53年

育
学
群

第
１
・
体

筑
波
大

451

627

４１３ 217 52.5

3．教育実習枝の決定方式と実習参加者数

教育実習参加者の増加に伴って，各大学においては実習校の確保が困難となり，後述のように

各大学の最も苦慮しているところである。多くの場合，いわゆる特別協力校（濃密協力校）を委：

嘱することが困難な状況にあり，出身枝実習への依存の割合が大きくならざるを得ない。

教育実習校の決定方式と実習校数,それぞれの実習者数は第１￣７表の通りである。
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第１－７表実習校の決定方式・実習枚数・実習者数

祥lgiヨＨ

実習志望学生の出身PfjZに依藤

割１交霊 FD四

割ラ音忍

冒逗習１國粧劃

割著轍

ｃ・代用附属（協力学校を含む）

霊：熟’
で行っている

4:！’

９
８

型
闘
１

227

995

３６

１８１

。、地域の教育実習等協議会のわりあてによる

覺蕊鷲’’
1１

３２

1１

３２

ｅ・県教委または市教委のわりあてによる

蔓：鰯｜器
４３６

１，２３１

235

417

５３

１０３

他
校
者

f，その

実習

実習

数
数 174

741

４４

１６６

118

553

1２

２２

(。とｅの区分は必ずしも明確なものではない）

各決定方式毎の教育実習者数が，全体の教育実習者数に対して占める割合は，次の第１－８表

の通りである。

第１－８表決定方式毎教育実習者数（％）

ｂ 。 ｆａ Ｃ ｅ

55.6％

47.7

59.7

61.7

12.9％

21.2

９．４

３．３

％３
６

０
０
０
０

10.7％

16.5

2.0

23.5

6.4％

3.9

10.1

１．３

大学

Ｉ群

Ｈ群

Ⅲ群

全
第
第
第

14.2％

10.7

18.2

10.2

（「ｆ・その他」は，ｂとｃの組み合わせ等の他，学部として直接交渉によって開拓

する，学生が縁故等によって自己開拓するなどのケースを含む)。

第１－７表，第１－８表が示すように，実習校は実習生の出身学校に委ねている場合が多く，

母校実習は55.6％に達している。第１群の場合，母校実習がやや少ないように象えるが，附属学

校における実習の可能な大学が例外的であることを考慮すれば，やはり母校実習への依存の程度

はきわめて高い。すなわち，広島大学と筑波大学は附属学校において実習を行っており，しかも

実習者数も多いので，これを除いた場合，母校実習への依存度は58.8％となる。また，第Ⅱ群に

ついてもお茶の水女子大学，奈良女子大学を除くと母校実習への依存度は63.9％となる。
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出身枝実習については，実習生が母校とその社会的・文化的環境および教師・生徒の状況につ

いて熟知していることにより，それが実習の効果を高める側面と実習への取組みを安易にさせる

側面とがあり，その功罪を一面的に論じ難い点がある。しかし，母校実習への依存の割合の高い

ことから，現実にはさまざまな困難を生じている。特に，実習校によって，受入れ時期がまちま

ちであり，そのために大学の授業計画に支障をきたすとか，また，多数の学生が特定の学校へ集

中するため,実習校側としても実習生受入れを制限せざるをえないところから，母校出身者であ

ってもあぶれ現象を呈しているところがある。あるいは，実習校が各地に分散してしまうため，

大学側の計画的な教育実習指導が困難であり，また，大学教員の巡回指導等にも限界がある。

以上のような点で，出身校依存の教育実習には，多くの困難な問題があり，教育実習の本旨か

らいって，出身校依存の形態は望ましいものとはいえない。しかし，やむを得ず出身枝実習に依

存せざるを得ない場合には，特に，次のような点に留意する必要があろう。

（１）実習に参加する前に，事前のオリエンテーションを十分に行うことが必要である。

（２）教育実習に関する大学側の組織を確立し，出身校であっても実習校側と大学との十分な連

携協力の体制をつくることが望ましい。

（３）大学としての教育実習の計画，指導の目標，評価の方法等を明確にして，実習枝への協力

を要請するとともに，大学側の巡回指導，訪問指導の体制を確立することが望ましい。

従って，可能な限り，公立学校の特別な実習協力学校が確保されるよう努力する必要がある

し，また，実習協力学校の設定に関する行政的協力の方策についても早急に検討されることが望

まれる。

4．教育実習参加者の選択

前述のように，第１－１表が示している如く，教育実習を受けながら免許状を取得しない者，

また，免許状を取得しても教員として就職しない者の数は，かなりの多数にのぼる。もちろん，

すべての一般大学卒業者を包括した場合に比ぺると，国立の一般大学の卒業者は，教育実習を受

けた者の教員就職率が比較的高く，必ずしも免許状の濫発という状況ではない。それにもかかわ

らず，教員就職者の約４倍の学生が免許状を取得し，あるいは約５倍の学生が教育実習に参加し

ている状況については，賛否両方の意見がある。

すなわち，必ずしも教員として就職しなくとも，教育実習に参加し免許状を取得することによ

って初等・中等教育への関心をもつ機会が得られることや，教育実習に参加することによって教

職の選択を決定する機会が得られることもあり，可能な限り教育実習を経験させるぺきだとする

意見がある。これに対して，全く教員となる意志のない者や，教育的指導能力を著しく欠く者

で，実習校の教育に弊害をもたらすことも考えられるような場合には，単なる形式的資格として

免許状を付与することのないよう，実習生を厳選すべきだとする意見もある。

大学のカリキュラムの一環として教育実習を実施し，また，実習校の教師や児童生徒に種食の
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負担や影響をもたらすことを考慮するならば，大学としての自主的な，なんらかの学生の精選が

考えられてよいであろう。

教育実習参加者を精選するためのなんらかの条件を課している大学は76.7％で，一部の学部に

おいての承条件を課している大学を含めると83.3％にのぼる。つまり，なんらかの方法で，実習

参加者を選択している大学・学部が８割を超えていることを示している。

実習参加者を精選する方法としては，教職専門科目の履修状況によっている場合が全体の50％

を超えている。特に，教職専門科目の履修状況およびその他の方法をも加える場合を含めると，

全体の70％を超えている。教職専門科目の履修状況を条件としている場合には，教育原理，教育

心理，教科教育法の履修を義務づけているものが最も一般的である。ただし，教育実習と教職専

門科目の併行履修の場合も多いと考えられるので，履修中の場合も含むと考えるべきであろう。

その他の具体的方法としては，教育実習オリエンテーションの際にレポートを提出させる場合・

が２件，教職専門科目の成績による場合が１件ある。また，教員志望の確認をするという場合が

あるが，教員志望の意志が明確なものかどうかは判定し難い面があり，教育実習体験を通して教

員を志望するに至る者もいるので，必ずしも実習参加の前提条件とするかどうかは問題があろ

う。

一般に，大学の課す履修要件として，一般教育，教科専門，教職専門の各科目のうち，教育実

習に参加する前に履修しておくことが望ましい科目あるいは最低限履修中であることを必要とす

る科目とその単位数を指定することが考えられよう。たとえば，教育原理，教育心理学，道徳教

育の研究，教科教育法などについては，既修または履修中であるものとし，教科専門科目につい

ても一定の単位数を予め履修することを条件とすることが考えられよう。また，オリエンテーシ

ョンへの参加およびそれに関するレポートの提出を必須要件とすることなども検討されてよい。

5．教育実習オリエンテーションの実施

教育実習を効果的に行い，大学側の教育計画の一環として十分に成果をあげるために，大学の

責任のもとに企画された充実したオリエンテーションを実施することが必要である。

従来，一般的にみて，オリエンテーションの実施時間または期間はきわめて短く，形式的仁流．

れる傾向があった。２時間程度のオリエンテーションが最も一般的（36.1％）であるが，なかに

は２～３日のオリエンテーションを行ってきたところもある（第１－９表)。

第１－，表教育実習オリエンテーション時間

１日２日３日

５５３

０～１～２～３４５６

２８２２７３２４

時間

大学

数
数

オリエンテーションの実施機関も多様であり，従って，また実施形態もきわめて多様であると

いうことができる（第１－１０表)。

２９



第１－１０表教育実習オリエンテーション実施機関

第１群’第I群’第Ⅲ群’計

全学的組織

教職課程

学部単位Ｂ

教青学部

その他(実習校等）

４
０
２
２
１

０
０
１
０
４

２
１

２
８
１
０
４

６
８
４
２
９

２
１

オリエンテーションの内容としては，(1)教育実習の意義・心得・方法など，（21教科教育，生活

指導，学校運営，同和教育等，(3)その他，などがあげられる。

第1-11表教育実習オリエンテーションの内容

第１群’第I群’第Ⅲ群 計

１
１
１

１
２
３

Ｉ
く
Ｉ

３
４
２

４
０
２

１７
７
１

２ 饗
ｕ
５

教育実習の意義・心得・方法その他実習校の概要など，簡単なオリエンテーションをする程度

の大学が一般的であるが，教科教育等についてかなり詳細なオリエンテーションを行う大学もあ

る。

オリエンテーションの内容に関して特色のあるものとしては，同和教育，民族教育，障害児教

育等に関するいくつかのオリエンテーション・コースが工夫されている。また，漢字・かなづか

い法を取り入れているケースや研究授業とその討議，授業参観や指導案演習等をオリエンテーシ

ョンとして実施している大学もある。

その他，教科教育，授業等の実地指導に関する問題や，生徒理解や生徒指導に関する問題など

をオリエンテーション・コースに含めたり，マイクロ・ティーチング，シミュレーション等を利

用して教育指導についての関心をもたせるなど方法上の工夫をしている大学もある。

いずれにせよ，大学のカリキュラムの一環として教育実習を実施するという本旨からいえば，

実習期間中の指導の承ならず，事前・事後の大学としての責任ある実習指導が要請されていると

いわなければならないだろう。

6．教育実習の実施時期および期間

教育実習の実施時期については，本来，大学のカリキュラムとの関係で決定すべきものである

が，実習枝の事'清等によって制約されてこれに従わざるを得ないという実情である｡従って，￣

大学内においても，かなり長期にわたってばらばらに教育実習生を送り出す状況が生ずる。その

ため，大学のカリキュラムとの調整が困難であり,授業や特に実験と重なったり，ときには試験

期間と重なるようなこともある○この点も,出身校実習に大きく依存していることと関わってお
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いそのため，在学中の教育実習は，平常の学部教育に支障になるとする強い意見となっている

のである。

これを解決するためには，結局，安定的な実習協力校を確保し，大学の授業計画との十分な調

整の上で実施時期を決定することが期待されているといえよう。

教育実習の期間については，ほとんどの大学が２週間であるが，３週間実施している大学が７

大学，４週間実施している大学が１大学ある。実習効果の点から実習期間を３週間程度に延長す

べきだとする意見がある。逆に，３週間の実習を行っている大学からは，実習期間の短縮を希望

している場合がある。また，期間延長については内容の検討がより重要であり，にわかには賛成

し難いとする意見がある。要するに，実習期間については，可及的十分な期間を充当することが

望まれるとしても，実習校確保等の現実の困難がある以上，実習期間の長短よりも限られた教育

実習において充実した実習経験を得させるためのプログラムの確立が重要である。

7．一般教官の教育実習への関与状況

教育実習を実習校に委任して放置するのでなく，実習期間中の大学教官のさまざまな関わり方

が重要である。

教育実習への一般学部教官の関与状況は，(1)実習生への巡回指導，(2)実習校との連絡，(3)その

他，について次表のようになっている。

第１－１２表一般教官の教育実習への関与状況

(1)’（２）’（３）｜(1)+(2)!(1)+(2)+(3)|(2)÷(3)
大学数’１４ 10 ６ ４ １2５

(1)をあげた大学は71.7％，(2)をあげた大学も66.7％あり，ほとんどの大学が何らかの形で，一

般学部教官も実習校との接触をもっているとふることができる。(3)その他，をあげた大学につい

ては，研究授業参観など，さらに積極的な形で実習校との接触があることを示している。

もとより，一般学部教官も可能な限り，実習校への巡回指導等に積極的に参加していく必要が

あるが，この点についても，出身校実習等の場合，自ら実習枝との接触には限界があるといえよ

う。

8．教育実習実施のための大学側の組織

教育実習を実施するための大学側の組織は，第１￣13表の通りである。特に,全学的な組織を

おく大学は，48.3％であり，第１群はほとんどがこれをおいている。教職課程委員会，教育実習

委員会等の名称をもち，各学部の代表によって構成されている.
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第１－１３表教育実習実施のための組織

群Ⅲ
５
２
０
８

第群
６
５
２
３

第 計
一
麹
珀
２
ｕ

群第

全学的な組織

学部単位の組織

教育学部におく組織

その他(灘瀧幣官）

第Ⅱ群の場合には，全学的な組織をおく場合と学部単位の教務委員会などで取り扱っている場

合が拮抗している。第Ⅲ群は，教職課程担当教官が実施の責任をもっている場合が多いが，形式

的には全学的な組織をおいているといってよい場合もある。

これらの組織においては，実習枝との連絡をはじめ，教育実習の全般的な企画運営，実施につ

いて責任をもっている場合が多い。もちろん，各学部で分担すべき側面があることは事実である

が，複数の学部をもつ一般大学においては，大学として統一的な対応の必要があるので，全学的

な委員会によって，教職課程,特に教育実習の実施に効果をあげるよう考慮されるべきであろう。

また，後述の教職課程センターの運営との関連も考慮されるべきである。

9．教育実習の評価

教育実習が，大学教育の一環である限り，単位の認定は大学の責任において行い，実習の評価

についても，実習校に全く一任するのではなく，大学が主要な役割を果たすことが必要だといえ

る。そのためには，実習校所見，実習記録，レポートなどを総合的に用いて評価する必要があ

る。

教育実習の際，利用する資料については，(1)実習枝所見，(2)実習記録，(3)その他，について，

第１－１４表のようになる。

第１－１４表教育実習評価餐料

教育実習評価資料｜大学数

実習校所見

実習記録

その他

(1)＋(2)

(1)＋(2)＋(3)

(1)＋(3)

(2)＋(3)

１
１
１

１
２
３

１
く
く

４
３
２
６
２
１
２

３
１

(1)をあげているもの……53校

(2)をあげているもの……53校

(3)をあげているもの･･･…17校

(1)と(2)をあわせ用いている大学は全体の60％，その上さらに「その他」の資料をも用いている

大学を加えると80％にのぼる。

このことから，実習枝所見と実習記録が最も重要な評価資料とされていることが明白である。

(3)その他，の資料としては，レポート，出勤表，学習指導案，実習経験発表会などである。これ
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らの資料は(1)の場合でも利用されていることはいうまでもない。

実習評価の担当者は，(1)教育学部教官，(2)教職課程担当教官，(3)その他，について象れぱ，第

１－１５表のようになる。

第1-15表教育実習評価担当者

第Ｉ群’第Ⅱ群’第Ⅲ群’計

１
１
１

１
２
３

く
Ｉ
Ｉ

教育学部教官

教職課程担当教官

その他

(1)＋（３）

５
１
２
１

１
５
５
４

１
１

６
０
９
５

１
２
１

０
４
２
０

１

(1)と(2)をあわせると，全体の60％になるが，これらは最終的な単位認定についてであり，形式

的認定の場合が多く，実質的にはほとんどの場合，実習枝所見が大きな意味をもっているのであ

る。その他についても，実習校所見によるとした場合および実習委員会，教務委員会，実習成績

評価会議，実習連絡会によるとした場合である。後者の場合も，実質的には実習校所見が意味を

もっている。

教育実習を大学教育の一環として確立するためには，評価についての大学側の実質的な役割が

重要であり，そのためには，教育実習担当の負担を考慮した教職課程教官の配置が検討されるべ

きであろう。

10．教育実習経費の負担方式

教育実習の実施に関する困難の一つが実習委託謝金などの実習諸経費の負担の問題である。

教育実習経巽の負担方式は，(1)大学全体で負担，(2)教育学部が負担，(3)各学部が負担，(4)学生

が－部負担，(5)その他，について集計すると第１－１６表の通りである。

第１－１６－１表教育実習経餐の負担方式（通計）

大学数 2５ ４ 2６ 3０ ７

第１－１６－２表教育実習経聾の負担方式（内訳）

大学数１１２ 1２ ３ 11 １

大学数’１ １ １ １ ２ １ １

大学全体で負担するなり，各学部で負担するものが多く，これに一部学生負担をさせるものを

加えると全体の71.7％に達する。
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学生に負担をさせている大学は，通計すると30大学であり，(5)その他として，全額学生負担と

している大学を含めると32大学で全体の53.3％にあたる。

学生負担額は，第１－１７表のようになっている。

第１－１７表学生の教育実習鍵負担額

学生負担縦|遷＃雛鴎盈|~1000門|~2000円|~3000円！~蛆00円|~5000円|知00円|~7000円|~8000円
大学数’５ １ ４１１４ ３ ５８１

一般大学・学部については，実習関係経費の予算措置がなされていないため，諸経澱をもって

これに充当するのにも限界があり，そのため学生に相当額の負担をさせている。しかし，教育実

が大学のカリキュラムとして設定されている以上，実費程度（実習手引の代価，実習に関する

事務用品の負担等）の負担はやむを得ないとしても，実習委託謝金等を学生負担とすることは問

題である｡

実習委託謝金が同一地域の国公私立大学間や同一大学の学部間でバランスを欠くことは望まし

くなく，早急に調整を要する問題であるといえよう。このような問題の解決のために，地域的な

連絡協議機関を早急に機能させることが望まれる。

実習委託謝金はもとよりであるが，実習校が遠隔地に拡散する場合もあり，教職員派遮のため

の旅費等についても負担が大きく問題が多い。

このような観点から，教育実習諸経変の予算措置についての要望が多くの大学から提起されて

いる。開放制の教員養成の原則に立脚する以上，課程認定を受け，教員養成に関して実績をもつ

学部に対しては，実習諸経費に関する学生当積算の財政措腫のなされることが望まれる。もちろ

ん，実習に関する教職員派避のための旅費等についても，一般の教育研究旅費を圧迫しないよ

う，別途，予算措置のなされることが望まれる。

11．一般大学の教育実習と附属学校

附属学:佼の設置状況は，国立学;佼設極法施行規則第24条により，同規則別表第九として明示さ

れている。

第１群では，東京大学，名古屋大学，広島大学，筑波大学にのみ，第Ⅲ群では,東京芸術大学，

東京工業大学にのみ附属学校がおかれているが，第Ⅱ群では琉球大学をのぞくすべての大学に附

属学校がおかれている。しかし，第１１群の附属学校はほとんどが教員養成を主とする教育学部の

附属学校であり，多くの場合は，一般学部とは関係をもっていない。

もとより，教育学部の附属学校については，今日，幼稚園，小学校，中学校，養謹学校をおく

ことが基本形態となっており，この点で欠ける大学については早急に整備すべきである。また，

これらの附属学校においては，教育学部の教育実習を充足するの象ならず，一般学部の教育実習

をもある程度受け入れることができるよう必要な整備充実をはかることが望まれる。しかし，教
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青学部の教育実習についても，今日，これを附属学校において十分に充足することのできない実

情にあり，附属学校の大幅な整備充実が望まれている。これらの附属学校と一般学部の関係は，

一般に希薄であり，教育実習を受け入れたり，実習手引の作成，オリエンテーションへの参加な

どが，ごく一部の大学において行われているの糸である。

教員養成を主とする教育学部以外の附属学校において，附属学校の教官が教科教育法等の授業

を担当している大学は，東京大学，名古屋大学，広島大学，お茶の水女子大学，奈良女子大学な

どであり，その教科は，国語，社会，数学，理科，英語等にわたっている。今後，一般学部につ

いても，教員養成に関して附属学校と連携する方策を一層検討することが考えられよう。

また，附属学校をもたない一般大学においても，ごく少数ながら，附属学校設置の計画や附属

学校の設置を検討している大学・学部もあり，将来において，独自な教育研究の必要から附属学

校の新設が検討される場合もあるであろう。

附属学校は，本来，大学の研究教育と密接な関連をもち，大学の研究教育の目的と即応した実

験・研究を行うことを主な目的の一つとしている。従って，教育実践と結合した具体的な教育研

究，特に教育内容･方法の研究に関しては十分な施設設備とスタッフを備えることが望まれる。

教育実習に関する指導，実習手引作成への参加をはじめ，教材研究，教科教育法その他教職に関

する専門教育のうち，特に実地指導に関する領域における連携協力について今後一層検討する必

要があろう。そのためには，附属学校の人事についても，これらの附属学校の使命に鑑糸，教育

学部の研究教育の目的にふさわしいスタッフを大学側が配置できるよう行政側の慎重な配慮を期

待したい。

12．教育実習校確保の問題一一特に行政協力について－

近年における教員希望者の増加に伴って，実習希望者が増加し，実習校の確保が困難になって

いる状況について多くの大学から指摘されている。特に，協力校を得ることが難しく，従来，協

力校であった公立学校も，実習を受ける出身学生が激増したため，受け入れが難しくなったとい

う場合もある。そのため，やむをえず，出身校実習に依存せざるを得なくなる。なかには出身校

でさえ受け入れをことわられるという状況も生じている。また，出身校実習の場合には，実習校

が広域にわたるため，大学側の指導・連絡がきわめて難しい。あるいは，実習時期が実習校側の

都合で一定していないため，大学側のカリキュラムとの調整にも困難がある。一般授業のほか，

実験実習や時には試験と重なることなどもあり，日常の学部教育に支障があるなどの問題もあ

る。このような事情から教育実習制度を抜本的に改善すべきだとする強い要望や意見が提案され

てきたのである。しかし，これらの提案には，直ちにこれを実施し難い問題もあり，なお検討す

べき多くの課題を含んでいる。

まず第一に，現行制度を基本として，実習制度の改善をはかるために，実習協力枝の確保につ

いての行政協力が積極的に措置されるべきである。そのためには，教育界の後継者育成に関わる
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教育実習の意義についての，教育行政側，実習協力校側，大学側の相互の理解を深めることが必

要であろう。特に，公立学校教員の，教育実習の意義についての理解と協力を求めることが必要

である。個々の教員の負担過重，児童・生徒の教育への影響にもかかわらず，教育界の後継者育

成の観点から学生に教育実習を履修させることの積極的意義について相互の理解を深め，大学と

実習校とが提携してこれを実施することが期待される。

そのために，一定数を超える学生の教育実習を引き受けている実習協力枝については，教職員

の配置に関する行政上の優遇措麗その他の条件整備を識ずるなどの教育行政側の全面的な協力が

期待される。

さらに，今後，地域における教員菱成のための連絡機構を確立し，公立学校と教育行政当局と

大学との緊密な連絡と協議のもとに，実習協力校を整備する方策を検討すべきであり，教育行政

側がこれについて積極的な協力態勢をもつことが期待される。特に，大都市地域においては，地

域内の公立学校においてすべての教員希望者を実習生として受け入れることのできない状況にあ

り，周辺の地域の連絡機構と十分な連絡をはかって厳選された実習生を一括して受け入れる体制

の検討されることが望まれる。

13．課程認定制度とその運用の改善

前述のように，教員免許状取得者に対して，教員就職者の割合が少なく，そのために免許状の

濫発が指摘され，これが原因で教育実習の実施に関しても，実習生の精選はじめ実習制度の改善

についての種々の意見が出されている。

これに関して，教員免許状を取得するための単位認定のできる課程の認定に際して，教育実習

校との契約について届出申請をすることになっているが，しばしば実習校の形式的な認定にとど

まり，実際には母校実習に依存せざるを得なくなっているという実態は問題があるといえよう。

課程認定の申請に基づいて実習協力枝が確保され，協力校における実習が実施可能であれば，

母校実習への極端な依存と，実習校確保に伴う多くの困難な問題が解決されるだろう。

この意味で，課程認定に際しては，実習協力枝の確保の見直し，実習生受け入れ可能人数，実

習委託予定学生数等についての適切な審査を行うことが考えられる。

さらにまた，「大学における教員養成の課程を置く場合の審査基準」には，「課程認定の水準

の維持向上」について次のように定めている。すなわち，「1.認定後の水準の維持向上を図るた

め，認定課程を有する大学に対して，実地視察を実施するなど適切な指導・助言を行うようにす

るものとする。２.認定課程が，認定基準より低下した状態にあり，著しく適正を欠くと認められ

る場合は，その是正措置について指導助言するものとする」とある。この基準に基づいて，課程

認定後の指導助言が適切に行われ，認定課程の維持について，必要な条件整備を積極的にはかる

ことが必要である。
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１４．１年課程の教員養成課程について

現行制度のもとでは，一般大学においても，４年間の在学中に教員免許状に必要な単位を履修

できることが本則であり，当面これを維持すべきであるが，学部の教育目的からゑて在学中に必

要な単位を履修させることが著しく困難な場合には，１年課程の教員養成課程（教職課程）を設

置し，これによって教員養成を行う場合があってもよい。学部卒業後，教員を希望する者は，こ

の課程において教育学，心理学，教科教育の研究，教育実習等を中心とした教職課程および各専

門領域と人間発達との関係についての科学的研究などを履修した後に，正規の資格を得ることが

できる。あるいは，一般大学在学中に教員志望の明確である者については，当該学部の教育目的

からふて４年間で免許状に必要な履修が困難である場合，５年間で学部目的に基づく履修要件と

教員免許状の取得に必要な履修要件を充足することが考えられよう。（この趣旨は従来から若干の

学部においては学部の専門教育と教職専門教育とが両立し難いとする意見があり，１年延長を指

導してきたところもあり，４年間で免許状に必要な履修が困難である場合，結果的に５年間で履

修することになることもあり得るとの意であって，現行の大学制度のもとであえて５年間で履修

させるべきであるとの意ではない)｡このような場合の教職課程の管理運営は，大学におく教職課

程センター等において行うことが考えられる。

教員養成課程をおく場合，当該大学卒業者の熟ならず，他の一般大学・学部の卒業者を含むこ

とができるものとする。従って，数個の大学・学部を単位として教職課程センター，または１年

,課程の教員養成課程をおくことも考えられる。もちろん，それは教員組織および施設設備の十分

に整備されたものでなければならない。これを設置する大学は，従来から教員供給に関して一定

の実績をもつ大学，あるいはまた，教育系大学・学部とすることも考えられよう。

なお，このことに関して，１９７２（昭和47）年の教養審建議においては，「免許状を取得しなか

った大学の卒業者のための特別の養成課程の設置」を提案し，「卒業後，教職を志すに至った

時，教員として必要な資質能力を養って教員資格を取得するようにするため大学に1年程度の特

別の養成課程を設置する必要がある」と述べている。今日まで，１年程度の教員養成課程は公立

の教員養成所以外には具体化されるに至っていないが，一般大学を卒業して教員を志願する者に

ついて，大学の中に正規の教員資格を付与する途が開かれるよう積極的に検討されるべきであろ

う。

15．採用試験合格後の教育実習について

一般大学において，教育実習以外の免許状取得のための履修要件を充足している者について

は，採用試験を実施した後，合格者についての承都道府県教委の協力のもとに所要の教育実習を

行う方策が提案されている。

しかし，この方策は，教育実習参加者を限定する上では効果があるが，いくつかの疑点があ
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る。第一に，採用試験合格者の決定は現行制度の下では行政側に委ねられているから，採用後実

習は試補的研修と同質化する可能性があり，いわゆる大学教育の一環としての教育実習の意義を

失う。第二に，合格者決定から翌年３月までの短期間に，しかも学生の修学の上からも重要な時

期に，実習の時期を設定することは困難である。第三に，私学教員希望者は公立学校採用試験の

対象外となるので，教育実習の機会が得られないことになる。第四に，教育実習を通して，教職

への理解を深くしたり,教職への適性を発見し教職への意志を選び固めるなどの機会は失われる。

上記の理由により，採用試験合格者に対する教育実習は，実習校確保の困難の打開や大学の教

職課程の負担の軽減にはなりえても，大学における教員養成の本旨から染て望ましい制度とはい

えない。

16．高等学校教員の教育実習について

高等学校教員免許状を授与する資格要件として,戦前の無試験検定制度に準じて，学識を重視

し，教育実習の履修を要しないこととすべきだとする強力な意見がある。また，高等学校の多様

化の状況のもとで，特定の学校でのわずか２週間の実習体験は形式的で実質的な意味をもたない

から廃止すべきだとする意見もある。しかも，高等学校の教員資格に実習を要しないこととすれ

ば,実習枝確保の困難もかなり解消されることとなろう。しかし，高等学校教員の資格について

のみ，教育実習を不要とする積極的根拠は乏しいといわなければならない。

第一に，中学校教諭一級普通免許状と高等学校教諭二級普通免許状とはほとんど重複してお

り，高等学校教員についての詮教育実習を不要とする積極的理由はない。第二に，中学校と高等

学校の教育は，いずれも中等教育として，教科担任制を基本としているが，高等学校進学率94％

という状況下において，高等学校教員においても生徒指導をはじめ，学科授業以外の多様な教育

指導に関する専門的識見と実践的能力が要請されている。また，教科の授業を成り立たせるため

にも,学識の承ではこれに十分にこたえることはできない。このような意味で，高等学校教員に

ついても卒前教育としての実習経験が必要であるばかりでなく，これを一層充実させる必要があ

る。第三に,卒前教育において教育実習を含む教職課程を充足することによって教員資格の基礎

的要件を，大学において充足することができる。すなわち，大学における教員養成の原則が貫徹

されるのであって,教育実習を大学教育から切り離すことは大学における教員養成の原則をあい

まいにする。第四に，学部の専門教育のために，教育実習の履修が困難であるとすれば，卒後，

年の教員養成課程等が積極的に考慮されるべきであり，教員資格のための履修要件を４年で充足

し得る場合と’５年間の学部教育または卒後1年の履修を必要とする場合とがあってもよい。第

五に，卒前教育としての教育実習を不要とすることは，就職後の試補的研修を要請することとな

ろう．しかし，試補的研修制度については採用決定後の実習と同様，大学における教員養成の原

則と相容れないところであり，職域における専門性向上のための実務的研修の一つとみなされる

ぺきであろう。
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このような意味で，現行制度のもとでは，高等学校教員の蕊成においても，むしろ大学におけ

る教育実習等の意義の確立とその内容の改善充実が積極的に検討されなければならないといえよ

う。

17．教職課程センターについて

先に，本委員会が「大学における教員養成」（昭和52年11月）で提唱した教職課程センターに

ついては，約半数の大学の意向をきくことができた。それによれば，おおむね賛成ないし賛成の

方向で検討中とするものであったが，ごく少数の大学においては必要ない，どちらともいえない

とする意見であった。

検討中の具体案としては，教育実習センター（東京大学)，教職教育研究センター（名古屋大

学)，教職教育センター（京都大学）があるほか，東京水産大学，大阪外国語大学などにおいて

も提案中または将来構想として立案という状況である。

基本的には，この構想に賛意を示しながら，なお次のようないくつかの要望意見もだされてい

る。(1)画一的なものでなく，多様性のあることが望ましい。(2)教育実習および教職課程の直面し

ている問題を，制度の上からも予算の面からも解決できる裏づけのあるセンターの設置が望まれ

る。(3)全学部のために機能するセンターとすべきであり，教育学部の了承が必要である。

以上のほか，特に異論はないがとして，いくつかの危棋を表明した大学もある。(1)教員採用に

ついて発言権をもつようなセンターは望ましくない。(2)小学校教員となる機会を与えることは賛

成できない．(3)卒業後に上に積承重ねる方式で教育機会を提供するのであれば賛成しかねる。(4)

「地域センター」としてその性格が明確なものでなければ外的干渉のおそれなしとしない。

教職課程センターの具体的形態については，大学の実情や地域の状況に応じて種盈の形態が検

討されるべきであろう。特に，教員養成を主とする学部をもたない総合大学においては，教職課

程をはじめ教育実習の企画と実施運営について全面的に責任をもった教職課程センターが積極的

に検討されるぺきであり，設置準備の整った大学から速やかに設置されるべきであろう。

教員護成を主とする大学・学部においても，教育学部の一部門として教職課程センターに準ず

る施設を設置するか，教育実習指導センターの如き附置教育指導センターを設け，全学あるいは

地域の教職課程および教育実習に応ずる体制を整えるとともに，教育実習等の改善充実をはかる

ための研究を推進すべきであろう。

単科大学等の教員希望者の少ない大学・学部においては，独立の教職課程センターを設置する

よりも，隣接地域の他の大学に設圃される教職課程センターを利用するか，共同利用の教職課程

センターを設けることが考えられよう。

現在，すでに概算要求中の「教職教育研究センター」の設置計画を参考事例としてあげておき

たい。

名古屋大学の「教職教育研究センター」は，(1)教育実践，(2)教科教育，(3)教職教育の３つの研
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究・指導部門の設置を計画している。

教育実践研究・指導部門は，教育実習について「事前指導，実習期間中の指導・連絡，実習の

改善等に関する研究を行う」とともに，「教育実験」として「小集団および大集団に対する教育

の実技訓練の実験的研究を行う」ものとする。

教科教育研究・指導部門は，「各教科教育の研究とそれに基づく教育方法の実践的指導を行う」

ために，国語，社会，数学，理科，外国語（英語)，工業，艇業，商業の各教科教育の研究教育

システムをおく。

教職教育研究・指導部門は，中等教育原理・制度，生徒指導・青年問題，学校管理・運営，教

育工学・教育技術の４分野の研究体制を設ける。

以上のように，「教職教育研究センター」は教育実習を含む教職課程の研究教育に全面的に責

任をもつ組織で，いわゆる一般大学における教員養成を専ら目的とする組織である。

これに対して，教育系大学は，教員養成を目的とする教職課程を内に含んだ組織であり，また

近年教育系大学・学部に設置されている教育実習指導センター，教育実践研究指導センターなど

は大学の研究教育と教育実習・教育実践を結びつける役割を果たすことが期待されているといえ

よう。このように，教育系学部を含む大学においては，原則として，教育系学部を中心に教職課

程，教育実習に全面的に責任をもった組織が検討されるべきであろう。

18．法令等の整備について

法令等の整備に関する要望意見の中で股も多いものは，教育実習制度に関するものである。

第一に，教育実習協力校の確保が困難であり，しかも出身校実習ということになると，時期も

まちまちであり学部教育の点から支障があるので，採用後の試補制度により，または，採用試験

合格者に教育委員会の指定校において教育実習を課すなどによって，在学中の教育実習を要しな

い制度とすべきであるとの意見がかなりあった。あるいは，採用の前に，教員資格試験を行い資

格試験合格者に教育実習を課すべきであるという意見，その際，国家試験についても考慮すべき

であるとの意見もある。

特に，高等学校教員についてこのような措置を望む声がある。また,高等学校教員については，

大学において教育実習を行うとしても４年終了後の１年課程または５年間の修学によってこれを

行うべきだとする意見も提案されている。

さらにまた，このことと関連して，課程認定は４年制大学以上とすべきであり，短期大学にお

いては基礎資格のみを与えることとし教育実習を廃止し，資格試験合格者にのみしかるべき方法

で研修させるべきだとする意見がある。

このような実習制度に関する一連の制度改革については，前述の通り，なお，多くの検討課題

を残しているといわなければならない。

第二に，現行制度のもとで，教育実習の履修が法的に課せられているにもかかわらず，教育実
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習協力校の確保については，何らの法的措置もなされていないので，実習協力校の指定や実習協

力校に対する予算上・定員上の優遇措置を識ずる等に関して法的整備をなすべきだとする意見が

ある。特に，教育実習協力校を教育委員会が確保する責務に関する法的措置については，一般学

部，教育系学部を問わず，かなりの大学が要望している。この点に関しても，前述のように今後

一層検討を進める必要がある。

第三に，教職課程の維持に関して，教職課程の教官定員の配置，教育実習を指導する教官定員

の配瞳，教職課程に要する経饗の措圃，さらに教職課程の運用に必要な事務職員の配置等につい

て，強い要望がある。この点は法的整備というよりも条件整備の問題であるが，課程認定に関す

る基準にも，教職課程について「十分な教員が配置されていなければならない」「履修学生の数

に応じて増員を要する」と定めているところにより，課程認定後の認定課程の条件整備を強く要

求する意見がある。

その他，課程認定については，学部間・大学間協力を十分に尊重した認定をすべきであり，学

部間の閉塞的な認定課程に陥らぬよう，また，専攻科で認定を受けた課程については，大学院設

置の際の課程認定を簡略なものとすべきであるなどの意見もある。

このように，課程認定制度の見直しを含めて，教職課程の充実に関する措置についても再検討

が求められている。

第四に，教職に関する専門科目については，中学校および高等学校の教育実態からみて，生徒

指導，生活指導等に関する内容を強化する必要があり，履修基準を引き上げるべきだとする意見

がある。特に，教育実習についても２週間ではおざなりであり，最低３週間は必要であるという

意見が複数大学から提案されていた。

ただし，これらの点については，逆に基準を引き下げるべきだとする意見もあって，単に履修

単位数の多寡，実習期間の長短のみでは規定し難い面がある。

また，教職に関する専門科目のうち，特に教科教育に関する研究教育の体制，履修要件を確立

すべきだとする指摘がある。さらに教職に関する専門科目の履修を免除している工業教員免許状

の特例，免許法附則第13項についてはこれを改定して，教職の専門職性の質的向上をはかるべき

だとする意見もいくつかあった。

これらは，すべて今日，とりわけ教職に関する専門的な識見をもった教員の養成を要望する意

見として集約することができ，抜本的な制度の改善が必要である。

第五に，教科に関する専門科目については，今日の学術の進歩や教科内容の変遷に即応して再

検討が必要だとする意見が多い。特に，新しい時代に即応した科目の名称や単位履修の方法を検

討するなど，必修科目や必要単位数を再検討すべきだとする意見が提案されている。あるいはま

た，全体として教科に関する専ｌ１１ｊ科目の基準を引き上げるべきだが，必修指定科目については，

自由度を大きくすべきだとも主張されている。

また，教育系大学からは，小学校の教科に関する専門科目につしても，履修方法の多様化を認

めることによって履修内容の充実をはかる方向が検討されるべきだとする要望が出されている。
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これらの問題についても抜本的な改善策の必要な時期をむかえているといわなければならな

い｡

第六に，教員免許状の種類については，中学校一級，高等学校二級がほとんど重複している現

行免許制度でよいかどうか再検討すべきであり，学校段階の差異に対応した高等学校教員免許状

の特殊性を考慮すべきであると主張されている。また，養護学校教員の免許状についても，学士

を基礎資格とする者の免許状は二級程度とすべきであるという指摘が多い。さらには，養護学校

教員免許状を専修する者の履修単位については，現行の基礎免許状に付加する方式ではなく，養

護学校教員として必要な専門的な履修方法を検討し，普通教員免許状をこれに付加する方式が検

討されるべきであるとする意見もある。その他，障害の種類や程度に応じた免許状の問題も指摘
されている。

免許状の更新については，多様な形での在学研修，通信教育その他の方法による現職教育を必

修とすべきであり，１０年程度免許状が使用されなかった場合には無効とするなど，免許制度を専

門職性維持のための重要な基礎的要件とすべきであるとの意見がある。

さらに,大学院卒業者には，別途の教員資格を与えるべきだとする主張がある。他に，教育長

等の資格条件を教育専門職として免許法に法定すぺきであるとする意見もある。

その他，小学校の低学年と高学年，小中と中高の免許状の関係など，免許状の種類について

も，検討すべき課題は山積している。

第七に，国立学校設置法における課程一学科目の制度，省令による教育系学部の画一的学科目

の制度には問題があり，これを改定すぺきであるとする強い意見がある。これに関連して，教育

学部についてはその設置基準を明確にせよとの主張がある。

これらの問題についても，すでに久しく論議されてきたところであるが，実‘情にあわせて改定

しうるものは改定すべきであり，本格的な検討を要する。

以上のような各論的な指摘の他，免許法制の簡素化をはじめ，免許法の全般的な見直しの段階

にあることを指摘する意見は多く，教員免許制度の全般にわたって抜本的な再検討の望まれてい

ることを特に付記しておきたい。
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第Ⅲ章総括と提案

これまで，一般大学・学部における教員養成に関連して，教職課程の意義と現状，特に教育実

習の意義と問題点，教職課程センター，法令等の整備について検討してきた。

教育実習を含めて，教職課程を改善するためには，大学側自身の積極的な努力が必要である。

一般大学・学部における教職課程の実態は，これまでの分析や検討からも明らかなように，多く

の改善すぺき問題点をもっている。われわれは，さしあたり現行制度の枠内であるが，教職課程

の管理組織や教職専門科目の運営について，次の４点について改善の必要を提言したい。

１．教職課程を円滑に運営していく上での全学的な管理組織を確立しておくことが望ましい。

教職課程の管理について各学部が責任をもつとする大学が相当数あるが，大学全体として，

円滑な運営を欠くおそれがあるので，全学的な管理組織を確立しておくことが望ましい。

２．教職課程の事務部門については，学部によって取扱いが異なり全学的な不統一に陥ること

がないように，全学的な組織化と責任体制の確立が必要である。

３．教職専門科目の授業実施に関しては，教育原理，教育心理学・青年心理学，および理科教

育法等で，クラスサイズが過大なものが相当数あるが，この面の改善が急務である。また，

非常勤講師への依存率が過度に高いところがあるが，この事態も早急に改善すべきである。

４．教職専門科目の時間割についても，検討すぺき点が多いが，特に集中講義で－時しのぎに

行うやり方は，改善すべきである。

次に教育実習に特に関連して総括をし若干の提言をしておきたい。教育実習の実態は，一般大

学・学部において「大学における教員養成」の主旨からして，なお改善すべき点が多い。一方で

は，教育実習が，学生にとっては貴重な体験であり，教職への意識や熱意の形成の動因にもなる

ものであり，また，実習期間の延長により，質的仁さらに充実させるべきだとする主張がある。

しかし他方では，教育実習校の負う過大な負担を軽減するためや，一般大学・学部固有の専門科

目の学習に妨げとなるという視点から，在学中における教育実習を廃止すべきだとする主張があ

る。このように教育実習をめぐって，対立する主張が家られた゜

本委員会は，大学における教員養成においては，教職の専門性を確立するという視点から，ま

た最適化した教育指導を学習させるという視点から，教育実習は不可欠であるという認識に立

ち，教育実習の質的な充実の方策について，各大学が検討し，より効果的な教育実習の研究開発

が推進されることによって，大学における教員養成の課題に応えねばならないと考える。ここで

特に問題点の多い教育実習を中心に，最小限度の提言を行いたい。

１．教育実習オリエンテーションの充実
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教育実習に参加することによって，教職への意志を高めるという学生が存在することは無視で

きないが，教職に就くことが第一志望ではない実習希望者が多い場合は，その志望が明確なもの

を優先すべきであるとも考えられる。教育実習参加者は，教科専門科目，教職専門科目等につい

て，一定の単位を取得しておくことを前提にすべきであるが，教育実習のオリエンテーションを

充実させ，実習参加の意志を確かめるとともに，教育指導力の向上に努めるべきである。

２．教育方法の改善

教育実習生の教育指導力の向上のためには，大学における教育方法の改善が必須である。その

方策としては，次のことが考えられる。少人数対象の個別的指導が不可能な現状では，授業の状

況をＶＴＲに録画し，実習志望者によるテレビ視聴を通して，多くの実験授業を観察するという

実習前の訓練，マイクロ・テイーチング的手法による基本的・応用的な教育方法の練習，授業シ

ミュレーション計画による授業場面での問題点の発見の訓練など，教育機器を活用した学習方式

の採用を積極的に行うべきである。もちろん，教育機器は万能ではなく，教育内容に対応した指

導法が工夫されるべきである。

３．教育実習中の指導と実習後の処邇

一般大学・学部の教育実習が，ややもすれば，教育実習校まかせに傾きがちな点を改善し，教

育実習中の巡回指導と教育実習後の処置を充実する必要がある。巡回指導への熱意は，大学側の

教育実習への熱意のバロメーターともいえるので，巡回指導を励行し，教育実習生に対し，実習

上の助言を行うようにすることが望ましい。実習後には，各学部で反省や検討の会を開き，教育

実習の効果を学生が身につけるように指導することが期待される。

以上述べてきたことは，大学側で改善すぺき方策であるが，他方教職課程を充実し，大学にお

ける教員養成の主旨を実現するためlこは，教育行政的な諸施策の実現をはかることが緊要であ

る。

教育行政的な施策として，一般大学・学部における教員養成の充実をはかるために，少なくと

も，下記の点で早急な改善が必要である。

１．教職課程センターの設置

教育系学部をもたない大学，特に博士課程の教育学の大学院をもつ総合大学では，教職課程の

管理と運営に責任をもつ教職課程センターの設置が緊要である。この種の大学では，学部数も多

く，また大学院をもつことによって研究者謹成を志向する傾向があり，教育学部もこの場合，教

員養成を主目的としていないが，近年この種の大学では，文学部・理学部を中心として教職志望

者が増加し，高等学校・中学校の教員養成の役割をも果たすようになった。大学における教員養

成という主旨からしても，また特に高等学校教員の養成を充実することは，重要な問題であり，

これは総合大学，特にその修士課程の重要な課題の一つとなると考えられる。また現職教育のた

めの大学側の体制が重要となってきた。

教育系学部をもっている大学についても同様のことが考えられる。
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教職課程センターは，教職課程のカリキュラム，教育実習，現職教育の計画・研究・指導など

を一元的に取り扱い，そのために，教育実習，教育実験，教科教育，教育工学・教育技術等の研

究・指導を行う部門をもつことが必要である。もっとも大学によって，それぞれ特色をもつこと

は必要で，組織内容については画一的である必要はない。

２．教職課程担当教官の増員

教育系学部をもつ大学では，教職志望者の増加に対応する施策としては，教職課程センターの

設置も考えられるが，当面，教職課程担当の教官の増員が必要である。学生定員の増加の場合に

は，それにみあう一般教育・専門教育の教官の増加が行われることがあるが，教職志望者の増加

の場合には，それに対応する教官の増加はほとんど行われていないために，教育系学部による教

職専門科目の担当に手不足の状況が生じ，教職課程の運営に支障を来しているか，一般学部の教

職専門科目の担当を放棄している。教科専門科目の場合にも，同様に教官不足の現況が示されて

いる。教育系学部をもたない一般大学でも，教職志望者の増加に対処して，教職課程担当の教官

の不足が示されている。これらの事態を改善するために，教職課程担当の教官の増員が必要であ

る。

３．教職主幹の設置

教職関係の事務の増加に伴い，事務機構の整備が必要であり，特に教職主幹ともいうべきポス

トの設置が緊要である。近年，大学入試事務のため入学主幹，外国との研究交流のため国際主幹

等が置かれ，関係事務の円滑化がはかられているが，これに類したものとして，教職事務を一元

的に効率的に統轄できるための教職主幹が必要不可欠であるので，その設置を期待したい。

４．教育実習協力枝の曜保とそのための措置

教育実習協力校の確保は，大学側の責任とさるべき面はあるが，協力校に過大な負担をかげて

いる現状は打開されなければならない。そのためには，一定数を超える学生の教育実習を．恒常的

に引き受ける実習協力校については，課程認定の際あるいはその後において，教職員の配置に関，

する行政上の優遇措置やその他の条件整備を識ずるなどの措置が期待される。

５．教育実習経費についての措置

教育実習委託謝金については，教育学部については措腫されているが，一般学部については，

全く考慮されていないため，過大な学生負担を必要としている。また，教育実習協力杖の巡回指

導や連絡に要する教官旅費についても措置されていないため一般の旅費を圧迫する結果になって

いる。そのため，一般学部の教員希望者をも考慮して教育実習委託謝金および実習指導に要する

旅費について特別に措置されるよう要望する。

教育職員免許法等の法令の改正については，今回のアンケートでは，付加的に,自由記述式で

各大学の意見を求めたが，各大学からの意見は，特に教育実習の問題に集中した感がある。一方

では在学中の教育実習廃止の主張があり,他方ではその強化の主張があり，多様である。要は，教

職の専門性をいかに確立し，優れた教員養成を大学において行うかという視点から検討されるべ
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きである。教育実習をしないで正規の教員免許状を取得することができるという考えは，諸外国

の実例を染ても，また教育のすじ象ちからしても，妥当なものとはいえない。また教科専門科目

と教職専門科目の一定の単位数を揃え，２週間程度の教育実習をすれば教員免許状が取得できる

というやり方も，教職の専門性の確立という点から承ると，むしろ安易なものといわざるをえな

い状況となりつつある。

また教育行政職についても，特に都道府県の教育長の場合，その教育行政の専門家の見地か

ら，アメリカ合衆国の例に染られるように，教育学博士号をもつ専門家からできるだけ登用され

るように改められるぺきである。
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があと き

国立大学協会教員養成制度特別委員会が，昭和55年９月に作成した「大学における教員養成

（案）－－股大学・学部と大学院の現状と問題点一」は，各国立大学に送付され，意見をよせて

いただくことになったが，１０月中旬までに93の国立大学のうち，７８大学からの回答が得られた。

そのうち15大学は，特に意見なしということであった。委員会は，各大学からの意見を尊重し，

委員会の「案」に検討を加え，必要な修正と補整を行った。

今回の「大学における教員養成(案)」では，副題として，「一般大学・学部と大学院の現状と

問題点」を掲げたように，前回の「基準のための基礎的検討」（昭和52年11月）のあとをうけ

て，一般大学．学部における教員護成の現状と問題と大学院（一般大学の大学院と教育系大学院

とを含む）における教員養成の現状と問題との二つに焦点をおいて検討したものである。次に各

部について，各大学からよせられた意見を簡潔にまとめて承よう。

「第１部一般大学・学部における教員養成」では，「第Ⅲ章総括と提案」の他,「第Ⅱ章

教育実習の現状と問題点」について19項目について質問をした。この質問項目の順に，各大学か

らの意見を次にまとめてみよう。概して，第１から第13までの質問項目については，報告書の案

の主張に格別の異議を唱えたしのは少ないので，簡潔にふれ，第14からあとの質問項目に対する

意見について，やや詳しくふれることとしたい。

１．教育実習の歴史と意蕊

教育実習についての二つの見解のいずれかに重点をおく意見もあったが，両者は相補的であ

り，総合的に考えられるべきだとする意見もかなりあった。

２．教育実習参加者等の状況

各大学・学部の分析が示されたが，学部毎の統計が多く，全学的にまとまった統計は少ない。

この中で，実習参加者中の教員就職者の比率が高くなってきていることを指摘する大学があっ

た。

３．教育実習校の決定方式と実習参加者数

出身枝実習に伴う問題点はいくつかあり，協力実習校での実習をよしとする意見が多いが,実

際には出身校実習にたよらざるをえない状況が，共通して述べられていた。

４．教育実習参加者の選択

教育実習参加者には，一定数の教職専門科目または一定単位数の科目の履修を義務づけている

大学が若干承られ，選択の努力が払われる傾向が出てきたことを示している。

５．教育実習オリエンテーションの実施

オリエンテーションの改善努力をしている例として，①実習高校別のガイダンス，②２日ない
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し３日にわたるオリエンテーション,③現場の教師を招いて,その実態についての講義などを実

施している，等があげられるが，オリエンテーションのプログラムの開発の必要を指摘している

意見が注目された。

６．教育実習の実施時期および期間

現行の期間でよいとする大学が多かった。その主な理由として教育実習の期間が延びると,一

般学部の固有の教育に支障をきたすからとするものが多かった。しかし他方,期間を云をするこ

とよりも，教育実習の内容の充実をはかることの方が必要だとする意見,実習の効果をあげるに

は，実習期間の延長が必要だとする意見もあった。

７．－股学部教官の教育実習への関与状況

一般学部教官の教育実習への協力はかなり行われていることがわかる。その形態は,およそ次

のとおりである。①教育実習オリエンテーションに各学部から1名ずつの教官が参加している。

②教育実習の巡回指導に参加している。③教育実習の管理組織に各学部から参加している。一般

に一般教官の教育実習への関与を必要なものとする認識は強くなってきているようである。しか

し，予算措置がなされていないため，特に出身校実習の場合，巡回指導等が困難であると指摘す

る声が多かった。

８．教育実習実施のための大学側の組織

教育実習実施のための全学的組織をおく大学が増えており，運営上の改善のために努力してい

る大学が多いが，担当教官および事務官等の充実を要望する意見が強かった。

９．教育実習の評価

教育実習の評価についてほとんど実習枝所見に依存しており，改善すべき点について指摘した

大学は少ない。実習日誌の中の実習枝指導教官の所見を詳しく書いてもらうようにしていると

か，巡回指導に行った教官の意見を考慮している等の例がみられた。

１０．教育実習経費の負担方式

教育実習は，大学の正規の授業であるから，学生に経費を過度に負担させるべきではないとい

う意見がかなりみられたが，経費の出どころがない現状では，学生に経費負担をさせることはや

むをえないとする意見もあった。しかし共通して，実習諸経費の予算措置を要望する声が強く出

されている。

，,、一般大学の教育実習と附属学校

教育系学部の附属学校は，自学部からの実習生を受け入れるので一杯であり，他学部からの実

習生を受け入れることができていないが，一般学部からの意見を大別すると次のとおりである。

①附属学校の規模を拡大して，一般学部の教育実習を受け入れてもらえるようにしたい。②附属

学校の受験準術校化は困る。こういった要望や批判の意見が象られた゜

１２．教育実習校確保の問題

大学における教員養成の使命を果たすためにも，教育実習校の確保のために，教育行政側の責

任ある対応を要望する声が，ほとんどの大学からよせられている。しかし,地域によっては自主
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的に各大学が教育実習研究連絡協議会をつくって積極的に教育実習の改善のための共同研究等協

議に努め，併せて関係機関との連絡．協議を行っている動きも出てきている旨の指摘があった

が，このような努力は推進すべき方向であると考えられる。

１３．課程認定制度とその運用の改善

課程認定については，慎重に行うことについては賛成意見が多いが，その場合実習協力枝の確

保が前提とされるべきであるという指摘があった。

認定した課程に対しては，【必要な人員整備等の条件整備を行い，予算措置をはかることを期待

する声が大きい。

１４．１年課程の教員餐成課程について

賛成論がかたりあったが，賛成論も，５年制は専門教育と教職教育と競合する問題を解決でき

ないので’1年課程論を支持する意見が多かった。1年課程を支持する意見の中にも，教師とな

るための多様なシステムを閉ざさないようにした方がよいとする意見があった。また，年課程は

第エ大学群の場合，教職課程センターにおくのか，どの学部に設けるのか明確にすべきだとする

意見もあった。

反対論ないし慎重論を大別すると次のようになる。①教員になってからの再教育を充実すれば

よい。②新しい課程を設けることに関連して検討すべき課題が多い。③４年卒の学力で，別に問

題はおこっていない。④開放制を崩すおそれがある。

以上のように賛否両論があるが，制度の改革には，それに随伴する問題の精細な吟味．検討が

必要であり，これらの究明は今後の課題といえる。

’5．採用試験後の教育実習

採用試験後の教育実習については，本委員会の意見のとおり，反対の意見が各大学からよせら

れた。その主な理由を整理すると次のとおりである。①)時期的に困難である。②採用試験の有無

と教育実習をからませるべきではない。③採用試験の前と後とでは，教育実習の意味や位置づけ

がちがい採用試験制度そのものの変更をも招くことになり，問題が多い。

’6．高等学校教員の教育実習について

この問題については,教育実習を不要とする意見は少なく，ほとんどの意見が教育実習は必要

であるとしている。その理由として注意すべきものは，次のとおりである。①教育実習がやりに

くいということから,直ちに実習の理念を曲げてはならない。②教育実習は，小学校・中学校教

員の場合に必要であるのに，高校教員の場合必要でないという理由は理解しがたい。

１７．教職課程センターについて

養成論がほとんどであったが，設置の形態等について，意見が分れており，大別すると次のと

おりである。①教育学部附置とし，関連学部委員も参加する形態がよい。②教育系学部のあると

ころに設けられつつある教育実践研究指導センターとは別に考えられるべきである。③教育実践

研究指導センターを拡充する形で設けられるべきである。④教職課程センターは画一的なもので

なく，大学に応じて独自性をもちうるものでありたい。
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なお，大学によって事情が異なるため慎重論もあるが，教職課程センターの具体的形態や役

割，他学部との関連等，今後さらに検討すべき課題が残されている。

１８．法令等の整備について

この問題については，報告書の40～42頁に列挙された７つの項目の中からの指摘が多かった

が，国立大学協会として，法令等について具体案を論議する手続きが十分でない,という不満を

表明した意見もあった。

法令等の整備等の問題について，本報告書作成のためのアンケートでは，自由記述式を採用し

たので，各大学の意見の記述が必ずしも容易ではなかったかもしれない。今後必要の場合は，よ

り組織的な検討の方法を考えるぺきであろう。

なお，ここに挙げられた諸施策の中にも，「免許状の種類の再検討について」におけると同様

に，より総合的でかつ抜本的な制度の検討を必要とし，将来の'慎重な検討にまつぺきものが多

い。

※免許状の種類の再検討について

「大学における教員養成(案)」においては，’7項に「免許状の種類の再検討について」の提案

を行った。これは，将来において，教職の専門性確立のための基礎資格の引き上げなどが重要な

検討課題になりうると考えられるが，今日の制度がさまざまな矛盾を内包しながらも定着してい

る現状に鑑象，十分に慎重な検討をすすめる必要があるとの観点から，しかし各大学からの意見

を積極的に聴取するとの立場において提案を行ったものである。

全文は次の通りである。

Ｊ`現行制度の重要な変更をも考慮して，教職の専門性確立のための改善方策を検討すること

が，今後の重要な検討課題になるものと予想される。

その一つは，現行制度の一級と二級の普通免許状の区分を廃止する方策である。その場合,現

行の一級普通免許状を正規の教員免許状と承なし（以下｢普通免許状」とする)’二級普通免許状

を現行制度とは別の「臨時免許状」として位置づけることが考えられる。

正規の教員免許状すなわち「普通免許状」については，その基礎資格や履修要件に関して,現

行の一級免許状よりも高い水準のものとすることが検討されてよい。

小学校．中学校の教員については，４年制大学卒業をもって「普通免許状」の基礎資格と糸な

す。幼稚園教諭は，これに準ずるものとする。高等学校の教員については，大学卒業後1年の菱

成課程，専攻科，大学院，または５年間の修学など，卒業後1年間以上の修学をもって「普通免

許状」の基礎資格とみなす。将来，義務教育諸学校の教員についても，同様の基礎資格が検討さ

れうるであろう。

これに伴って，教職に関する専門科目については，特に，中学校・高等学校の場合も，教育原

理，教育心理学を各４単位とし，教科教育を充実させ，さらに，生徒指導，生活指導等の専門科

目を履修させ，教育実習を最少限４単位程度履修させることが考えられるであろう。また，教科

に関する専門科目の履修方法についても必要な改善充実をはかることが必要であろう。
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このように，正規の教員としての基礎的な資格要件および履修要件を実質的に高い水準のもの

とすることが，検討されてもよい。

しかし，すでに過去30年にわたって，現行の教員免許状の種類が用いられ，定着しており，一

級と二級の免許資格の差異は，任用においても勤務条件においても実際には区別されていない。

従って，にわかに二級免許状を廃止し，これに相当する免許資格を認めない措置は，実際的でな

く，また，混乱を招く要因ともなろう。

そのため，当分の間，現行の二級免許状に相当する「臨時免許状」を存置することが考えられ

る。この場合，「臨時免許状」を取得するためには，教科および教職に関する専門科目について

の最低履修要件を充足するものとする。教育実習については，不十分な期間と内容ではあっても

これを履修することが望ましいが，「臨時免許状」の性格と「臨時免許状」による任用の方法を

考慮することによって，その履修を必修要件とみなさないことも考えられる。

採用は，正規の「普通免許状」を有する者を本体とするが，当分の間，「臨時免許状」を有す

る者を試補教員として採用する。試補教員としての採用試験に合格した者については，有給で，

一定期間，試補教員として勤務するものとする。この間，正規の教員に比べて軽減された勤務時

間の中で所定の現職教育を履修するものとする。所定の現職教育は，‘大学または大学院における

スクーリングを含む単位履修を要するものとする。

小学校・中学校の教員についても，短大卒の場合は，試補的任用を行い，スクーリングを含む

研修の後に，正規の教員とみなす。高等学校教員についても，４年制学部卒業の場合には，試補

的任用とする。

養護学校教員のための免許状については，その履修方法を改め，現在，中学校の教科に関する

専門科目として要求している程度の特殊教育に関する専門教育を履修させるものとする。これに

より，養護学校教員として必要な基礎的な要件を専修した者または所要の単位を充足した者は，

正規の教員と糸なすが，現行程度の特殊教育科目を付加的に履修した者については試補的任用と

する。

畷幼稚園教員についても，小学校・中学校に準ずるものとするが，「臨時免許状」の取扱い，お

よび「臨時免許状」で採用した者の研修のあり方については，当分の間，特別の措置を譜ずるも

.のとする。

図教員資格認定試験によって合格した各種の教員についても，試補的任用を行う。

「臨時免許状」で採用した者については，教育行政当局は，これにスクーリングを含む研修を

受けさせる義務を負うものとする。教育系大学・学部並びにそれに設置される大学院は，これら

の試補的研修および現職教育に関してその機能を発揮することができよう。義務教育学校教員の

指導的教員の養成と研修はもとより，今日，準義務教育の性格を帯びつつある高等学校教員の充

実した試補的研修および現職教育に対して，重要な役割を果たすことが期待される｡”

また，「第Ⅲ章総括と提案」の中でも次のように提案していた。

“将来多くの教育系大学・学部に大学院修士課程が整備された段階で，教科の質の高まりや学
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習指導の最適化を身につけ,学級経営,生徒指導,カウンセリングの基礎的訓練を得るためには,正

規の高等学校教諭の免許状（仮に－級免許状）については，修士課程ないし大学４年卒業後１年

の専攻課程またはこれに相当するものを終えていることを資格要件とし，小・中学校教諭免許状

については，大学４年卒業またはこれに相当するものを資格要件とすべきである。しかしこれだ

けでは，教員の需要を充たしえない場合もあるので，補助的に「臨時免許状」の制度を設け，そ

の取得希望者については，高等学校の場合は大学４年，小・中学校の場合は短大２年を履修した

者でも取得できるものとする。この場合は在学中の教育実習を軽減できるものとし，教員に採用

後，勤務している間に，大学等での学習を行うことによって，正規免許状を取得することができ

る途を開くとする案が考えられる｡，，

この提案については各大学の意見は賛否両論に分れ，否定的な見解・消極的な見解も多く，特

に時機尚早・慎重な検討を要するとの指摘が強かったので，「あとがき」にその経緯と問題を指

摘することにとどめたのである。

提案の骨子は，もともと現行免許法の一級・二級の制度の実質化をもって教員の基礎資格の引

き上げをはかり，併せて教育実習の過剰現象に対処するとの趣旨であったが，本報告の一連の見

解との論理的矛盾も内包し，また，教員養成制度，教員資格制度の総合的かつ慎重な検討を要す

る問題であるため，このような取扱いとなった。

各大学からよせられた反対意見の主な内容は次の通りである。

①臨時免許状という制度は疑問である。

②教員の身分上の格差をもたらす。

③高校教員と小学校・中学校教員の基礎資格を区別することは疑問である。

④試補的研修には疑問がある。新任教員の自主性をいかした研修機会の保証は別途に検討す

ぺきである。

⑤教員資格制度は，教職課程・教育実習の問題の解決策としては一層根幹にふれる問題なの

で，教育全体の総合的かつ抜本的な検討を要する。

本委員会としても，教員資格制度は，本報告書が直接目的とした一般大学の教職課程・教育実

習の改善充実に深い関係はあるが，これを超える内容を含むので，今後の一層慎重な検討を期す

べきであると考える。

「第Ⅲ章総括と提案」に対する意見は，第Ⅱ章の各項に対する意見に比べて，数が少なかっ

たが，概して賛成の意見が多く承られた。しかし免許状の改革に関する提案については，なお'慎

重に検討を要する旨の意見があったことは，第Ⅱ章に関する場合と同様で，今後も留意すべき点

である。

中学:佼教員の56％，高校教員の80％は，一般大学（この場合私立大学を含む）出身者であり,

一般大学．学部の役割は大であり，その役割をよりよく果たしていくためには，教育行政上の裏

づけももちろん不可欠であるが，大学自身の自覚的努力が一層必要であり，大学における教員菱
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成の実をあげるために，特に複数の学部から成っている大学では，各学部間の協力と相互研鐵の

成果をあげていくように努力していくべきである。

第１部では，一般大学・学部における教職課程および特に教育実習の充実のために当面改善す

べき問題点を焦点において検討し，それをふまえて必要な提案を行った。その際必要上，教育職

員の免許制度の改革の問題にも若干ふれてきたが，現行の免許状取得のために定められている教

科専門科目および教職専門科目のあり方の検討を含め，教員菱成制度のもつ重要な問題について

は，さらに深く一層総合的な観点から研究し検討する必要があると考える。

なお今回は，一般大学における教職課程の改善に焦点をおいたので，高校教員養成の段階に重

点をおいた傾きがあるが，このことは，小学校・中学校の教員義成の問題の重要性を軽くするも

のでないことはいう童でもない。
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第Ｉ章大学院と教員養成

1．大学院における教員養成の状況と問題点

現行のいわゆる開放制教員養成制度においては，いかなる大学院でも，文部大臣の認定が得ら

れる条件をもつならば，その認定を受けた課程において，教員を養成することができる。

文部省の調べによると，昭和54年10月現在72の国立大学院中63が認定を受けており，そこで認

定を受けた免許状の種類は高等学校一級力;63,盲・聾・養護がそれぞれ１である。また，５０の専

攻科をおく国立大学中40が認定を受け，その免許状の種類は高校一級が33,聾が３，養護が14で

ある。これによれば国立の大多数の大学院（88％)，専攻科（80％）が開放制の下で教員の養成

を行っていることになる（第２－１表)。

第２－１表課程認定大学院・専攻科（昭和54年10月１日現在）

（87.5％）

（50.0％）

（66.9％）

１ １１国立

公立

私立

６３

１０

１０５

大
学
院

６３

１０

１０５

氾
卯
町

178（71.5％） １１ １178
計

249

（80.0％）

(100.0％）

（84.6％）

３ 1６

３
２
３

３
３

専
攻
科

立
立
立

計
国
公
私

０
２
３

４
３

０
２
９

５
３

7５（82.4％） ３6８ 1６9１

(文部省調）

学生の側から大学院での教員養成を承ると，まず国公私立すべての大学院・専攻科についてい

うと，卒業者16,300名（うち専攻科推定1,600名）のうち3,500名（うち専攻科推定800名）が免

許状を取得している。その免許状取得率は21％となり，教育系大学での99％，短期大学での51％

には及ばないが，一般大学・学部での22％とほぼ等しいものである。また免許状取得者中の就職

者についてふると，大学院・専攻科修了者のうち700名が就職しており，その比率は20％とな

る。なお，教育系大学での比率は73％，短大では19％，一般大学では15％である(第２－２表)。

これらをさらに国立の大学院・専攻科の糸について考察して承ると，５３年３月の国立の教育系

大学院・専攻科の修了者609名中302名が教員免許状を取得し（高校一級が120名，聾学校一級が

４名，養護一級が178名)，また国立の課程認定を受けた一般大学の大学院（以下一般大学院とい

う）・専攻科の修了者9,691名中1,813名（高校一級が延べ1,830名）が取得している。これら
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第２－２表学校糎別の免許状取得および教員就職状況（53年３月卒業者）

教職就職者
Ｃ卒護者|免許状辮者実数|Ｂ/Ａ Ｃ／ＢｌＣ／Ａ

73％

1５

１９

２０

％２
３
９
４

７

13,300人

11,300

15,300

７００

99％

2２

５１

２１

３３

18,300人

74,600

82,400

３，５００

18,400人

338,300

162,000

１６，３００

教育系大学・学部

一般大学・学部

短期大学

大学院・専攻科

2３計 40,600 ８178,800535,000

(文部省調）

第２－３表大学院・専攻科卒業者免許状取得状況（昭和53年３月卒業者）

免許状取得
者実数

Ｂ

養護学校
一級

高等学校
一級

聾学枝
一級

Ｂ／Ａ卒業者
Ａ

教員養成
大学・学部

般

49.5％

18.7

20.5

120人

1,830

4人302人

10813

178人国

－

１７８’1,950小計立 ４2,115

公
私
一
合

立
立
一
計

錘甥一釦

４９６

5,704

16,500

１２２

１０３９１

１２１

１，３９４

3,465 ４3,628 178

(文部省調）

から糸ると国立の大学院・専攻科ではかなりの者（総数で21％，教育系で50％，一般で19％）が

教員免許状を取得しているといえる（第２－３表)。

これらのうち，大学院と専攻科については直接これを知る統計がないが，国立教育系大学院の

53年３月卒業者が166名，同じく専攻科の52年５月在学者が473名であることが知られており，こ

れから推定すると，国立教育系大学院と同専攻科の修了者の比率はほぼ１対３である。そして教

職課程認定のない教育系大学院の性格から，免許状取得者の大部分は専攻科修了者であろうとい

ちおう推定することができる。

教職課程の認定を受けた一般大学院および専攻科については，５３年３月の卒業者が大学院修士

課程については9,501名，専攻科については263名と推定され，９７対３の比率となり，免許状取得

者の大部分は大学院修士課程修了者とみなすことができる。仮に専攻科修了者が全員免許状を取

得したとすれば，大学院修士課程修了者の15.8％が,もし専攻科修了者が全員取らないとすれば，

18.5％が，免許状を取得したことになる（第２－４表)。

以上から，国立の大学院のうち特に教職課程の認定を受けた一般大学院修士課程においては，

必ずしも無視できない数の学生が教員免許状をとっているということができる。なお同年の免許

状取得者の比率は国立教育系大学・学部卒業者では99.5％，国立一般大学・学部卒業者では21.2

％である。

また就職率について詮ると，国立だけの統計がなく，国公私立すべての大学院修士課程・専攻

科修了者についてであるが，卒業者総計16,300名（うち専攻科が推定1,600名）のうち教員就職
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第２－４表大学院修士課程・専攻科修了者（昭和53年３月修了者）

53年３月修了者｜免許状取得者

国公私立大学院修士課程

国立大学院修士課程

国立教育系大学院修士課程

国立一般大学院修士課程

15,723人

９，６６７

１６６

9,501(推定）

1,600人(推定）

1,5507雪自胃ラ
0（〃）

1,550（〃）

52年５月在学者｜免許状取得者

国公私立大学専攻科

国立大学専攻科

国立教育系大学専攻科

国立一般大学専攻科

〃
〃
〃
〃

／
凡
〆
凡
〆
凡
ｒ
、

Ｊ
Ｊ
Ｊ
，

1,853

７３６

灯３

263(推定）

８００

565

302

263

52年度修了者

17,576（〃

10,403（〃

639（〃

9,764（〃

免許状取得者

国公私立大学院修士課程・専攻科

国立大学院修士課程・専攻科

国立教育系大学院・専攻科

国立一般大学院修士課程・専攻科

Ｊ
，
ｊ
Ｊ

3,500

2,115

３０２

１，８１３

(推定）

（〃）

（〃）

者が703名（小学校教諭27名，中学校教諭112名，高等学校教諭535名，盲学校教諭１名，麹学

校教諭４名，養護学校教諭20名，幼稚園教諭３名，養護教諭１名）である。その比率4.3％は，

国公私立大学卒業者中の就職者の比率3.3％とほぼ等しく，国公私立短期大学卒業者中の就職者

の比率8.1％や教育系大学の72.3％に比ぺると低いが，これを免許状取得老中の就職者の比率で

みると，２０％となり教育系大学に次いで高い比率となるのである（第２－２表)。

以上の考察を通して，大学院における教員養成の意義は決して軽いものではなく，少なくとも

一般大学・学部における教員養成と同程度の重みをもつものであるということができよう。

2．一般大学の大学院における教職課程

（１）いずれかの研究科が教職課程の認定を受けている大学の数は，回答枝65校中59校であり，

認定を受けていないと回答した大学は６校であった。

この認定を受けている研究科の実数および研究科間の比率は，第２－５表の通りである。

第２－５表教職課程認定大学院

文’教’法’経Ｉ理’薬’エ’農｜その他｜計

実数

％

３３

２０．６

１１

６．９

40

25.0

１７

１０．６

９

５．６

１７

１０．６

１８

１１．３

8

5.0

７

４．４

160
3

100.0

認定免許・教科については，筑波大学教育研究科の障害児教育専攻が，盲学校一級・聾学校一

級・養護学校一級免許状であるほかは，各教科の高等学校教諭一級普通免許状である。これを第

２－６表として表示する。
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第２－６表教職課定認定大学院免許教科別区分

医艫|鰹商船|計芸文｜教｜法｜経｜理ｌ薬｜工｜健

3１

語
会
語
語
語
語
語
語
語
教
育
健
庭
業
学
科
業
業
産
楽
術
道
芸
護
船
明

国
ヅ
率
国
”
煙
櫓
“

国
社
外
英
ド
フ
中
イ
そ
宗
保
保
家
商
数
理
工
農
水
音
美
書
工
看
商
不

Ｊ
１

７
７
２
７
０
９
６
３
８
３
５
４
３
，
躯
⑲
⑲
瓠
⑫
２
⑩
い
い
１
２
１

１

１
５

１
１

１

５
８
２
３
０
９
６
３
８
３
２
１

１
１

１
１

１

１
－
、

２
６

１1４１３1２

１１２

３
２
３

１

10

１
１

７
７
６
２

４

2２

２１

２
２

１

７
２
９
２
２
１

１０

１

１ １

１
１
１

１
１
１

く
く
く

１

２

１

す'Ｔｌ雨薊１０１１２３(1)'１３１型’４６１１０１６３１５１１(3)’３１４
（）内は，認定予定

（２）この認定を受けた研究科（専攻）の趣旨・目的において，直接，「教員養成」をうたった

ものはなかったが，このことに関連すると思われる「高度の専門性を要する職業に必要な能力を

養う」ことを掲げているものは，回答数132中27であった。

また，教職課程の認定を受けた理由については，

①高度な研究能力をもつと同時にそれを教育に活かすためという積極的なものが，２０件

②さらに上級の免許資格を得させるためが，１４件

③学生の要望が多いためとか，一級免許状取得の資格が付与されているなどの消極的なもの

が，２４件であった。

（３）教職課程のカリキュラムについては，現行法規の下では高等学校一級免許状については免

許教科の種類に応じた専門科目を履修させればよいことになっており，各研究科ともそれぞれの

専門科目を，教職の「教科に関する専門科目」として認定を受けている。なお，筑波大学大学院
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教育研究科（修士課程）の教科教育専攻では，国語，数学，理科，英語，社会の各教科について

の教科教育学，教材論，授業分析演習などの授業科目が開設されているが，これらはいずれも研

究科の専門科目としておかれているものであって，教職員免許法によって定められた「教職に関

する専門科目」としておかれているものではない。

3．教職課程履修学生

（１）大学院の学生の定員，収容定員，実数（53年度）については，本調査より判明した数は第

２－７表の通りである。

第２－７表大学院学生定員・収容定員・実数㈹

ヨljIJI容定員

Ｐ
Ｌ

,.（］

r可

L｣

|’計 13,750125,073119,443 3,18119,16515,983

③各念の研究科名のもとに，次の研究科を含めて集計した（以下同じ)。
文一文学・外国語学・人文科学・社会学・人間科学・文化科学研究科

教一教育学・体育・家政学研究科

法一一法学・法学政治学研究科

経一経済学・経営学・商学・経営政策科学研究科

理一理学(系)・生物科学・物理学・化学・地球科学研究科
薬一薬学(系)研究科

工一工学(系)・基礎工学・理工学・総合理工学・醗酵工学・電気通信学・鉱山学・工芸学

・繊維学研究科

農一農学(系)・畜産学・獣医学・水産学・園芸学研究科
芸一一美術・音楽研究科

また「その他」には，環境科学・地域研究・商船学・医学(系)・歯学の各研究科が含まれている。

第２－８表大学院入学者中教職経験者数

文｜教｜法｜経｜理｜薬｜工｜没｜芸｜その他｜計

修
博

士
士 1６

５

1６

５

０
１

１
２

２
２

２
０

1４

０

１
０

３
０

３
０

5８

１５

計 2１１２１１１１３１４１２１１１１４１３１３１７３
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大学院入学老中の教職経験者の総数は，７３名であり，その内訳は，第２－８表の通りである。

（２）５３年３月修了（退学）者数，そのうちの教員免許所有者数，さらにそのうちで大学院在学

中に新たに免許を取得した者の数，およびそのうち大学院在学中に免許を更新した者の数，修了

者のうちの教職就職者数，および名点の間の比率は，第２－９表，第２－１０表の通りである。な

お，「芸」の回答はなかった。回答校63校。

第２－，表修士課程修了者中免許状所有・取得・更新者および教職就職者

Ｂ所有者|Ｃ取得者|Ｄ更新者’Ｅ教職就職者
Ａ修了(退学)者

E／Ｂ＋Ｃ

17.3％

１２．４

１６．７

７．７

１７．５

（4.5）

５．１

１５．８

200.0

Ｄ／Ａ

１:1％
０

０

１５．４

２．６

:：
２．４

人数

噸
７
４
６
６
４
４
６
７

Ａ／Ｅ

人
数
弘
泌
０
０
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１
０
７
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１０．２

６．８
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型
皿
駈
６
９
０
２
６
３
２

７
１
２
７

３
９
１

ｊ

肌
４
２
１
韻
拠
詔
４
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３
１

556人

２０９

８３

１６８
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231(1)※
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他

文
教
法
経
理
薬
工
農
の

そ

１

５
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※退学者外数

第２－１０表博士課程修了老中免許所有・取得・更新者および教職就職者

Ｂ所有者に取得者|Ｄ更新者’Ｅ教職就職者
Ａ惨了者

（退学者） 人数|B/Ａ

％
Ａ／
６
１
０
０
６
０
０
０
０

， 托
蝿

０
８

４

Ｂ
Ｌ
０
０
０
０
０
０
０
Ｌ

０
３

７

／
２

１

Ｅ

C／Ａ

5.6％

0

２．８

０

３．７

$；

鵲

％
Ａ／Ｅ

人
数
０
２
０
０
３
０
０
１
１

人

人
数
７
０
０
１
２
０
０
０
５

人

人
数
９
０
１
０
８
３
５
３
２

人

％９
７
８
０
４
８
２
６
３

０
■
０
曰
■
●
●
中
●

４
７
２
１
４
６
１
５
１

１
１

人型
狙
１
１
１
３
５
０
５

３
１

161人

209

３６

９８

２１５

44

380(28)※

180

376(１）

他

文
教
法
経
理
薬
工
農
の

そ

599(２９〕｜Ｌｌｔｊ

※退学者外数

修士課程において，入学時の教員免許所有者の数の多い順序は，工・理･文および農・教とな

り，少ないものに，法・経がある。ただし，修了老中の所有者の比率でいえば，教・理・文とな

っており，それに農・工が続く。それに対し，薬・法・経は比率においても少ない。

修士課程在学中に免許状を取得または更新したものは，総数において，工・理・農・文・教の

順に多く，少ない順では，経・法・薬となる。これを修了老中の取得・更数者の比率でいうと，
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教・理・文・工・農・法・薬・経となる。

また教職就職者については，数において，理・エ・農･文・教の順で多く，法・経・薬などに

少ない。修了者中の比率では，理・文・教・農・法・エ・経・薬となる。

博士課程修了者については，絶対数がそれぞれについて極めて少ないので，いちいちこれを取

り上げることはしないで,第２－１０表によって示すにとどめる。ただし,少ないとはいえ博士課程

在学中に教員免許状を取得するものが,文・理・工その他にあることには注意してよいであろう。

（３）大学院研究科修了（退学）老中の教職就職者の総数は，修了者283名，退学者１名計284名

であり，全体の修了者10,426名中の2.7％にあたる。

就職先の学校別に糸た実数と，教職就職老中に占める割合は，中学校31名（10.9％)，高校241

名（84.9％)，その他12名（4.2％）である。

大学院修了（退学）老中の教職就職者の増減傾向については，第２－１１表の通りである。な

お，ここでは，研究科別に回答したものと，大学院全体として回答したものとがあった。不明の

恒1答は，除いた（以下同じ)。

第２－１１表大学院修了者の教職就職者の増減

睦’西 の他|参手職

、’０１０

）１m

また，同じく教職志願者の増減傾向については第２－１２表の通りである。

第２－１２表大学院修了者の教職志願者の増減

９

会心ｋ

、１０｜（ Iｌｌ（

｢１

１，

１
１
１

Ｆ
Ｌ

｢工」は増えており，「文」・「法」・「薬」はかわらないといえる。

4．方策

１１）教職志願者のための特別な処置を「とっている」との回答数は８で，その内訳は，次の通

りである。ここでも回答は研究科別のものと大学院全体のものとがあった。

①教職科目の受講を許可………………………………………………４
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②高校一級免許状取得可能な処置……………………………………１

③学部の単位を枠外単位として認める……･………………･…･……１

④教育学部の聴講生として単位を補っている………………………２

⑤通信教育により，数学・理科の免許を取るように指導…………１

（研究科によって処置の異なる大学が１大学ある）

また，教職課程のガイダンスを大学院生にも実施することを検討中の大学もあった。

「とっていない」の回答数は65で，そのうち理由を記入した数は，４０である。その内訳を承る

と，次のようになった。なお，１つの回答に複数の理由がある場合も，理由毎に集計した。

計
①教職志望者が少ない（殆どいない）…･…………･………………･１２

②教員養成が主たる目的ではない……………………………………１２

③特に必要としない．……………………………………･………･……８

④課程認定を受けていない……………………………………………３

⑤教員養成へのコンセンサスがない…･………………,……………･２

⑥学部学生を優先する。学部学生に準じて取り扱う………………２

⑦そこまで面倒象きれない……………………………………………２

⑧予算，人員がないため･……………………………･…･……………１

⑨研究科の目的にそわない……………………………………………１

⑩教職の採用がないため……･…………………･…･…………………１

⑪学部の施設を共用することでほぼ足りる……･………`………･…１

〔⑫課程認定を受けているため･…･…………………………･…………１

⑬とっていないが，希望を聞き，採用試験など知らせる程度……１

（２）大学内での協力関係についての回答校は12校で，その内容は次の通りである。なお１校で

複数の記述をしたものもある。

①教育学部に依頼･………………………………･…………………･…５

②教育学部および他の学部で受講………………･……………･･……５

③学部の教職課程…･………………………･…………………･………２

④各学部共通の教職に関する専門科目の共同開講…･……･…･……１

⑤教職課程委員会で各研究科の教職課程の運営･…………･…….…１

⑥併任教官………･…………………………………………･………･…１

（３）大学院の教職課程関係の施設についての回答校は９校であったが，附属学校を記述したも

の（２校)，教育学部附属幼年教育研究施設（１校)，学校教育部（１校）の記述があり，その

他，大学附置研究所，学部附属施設などをあげたものがあったが，これらは必ずしも研究科特有

の施設とはいえないであろう。
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5．専攻科

（１）専攻科は制度上大学におくとされ，大学院とは別のものであるが，学部卒業者に対して教

育を与えるという点で，大学院と共通な点もあるので，ここで取り上げた。なお，この中には教

育系大学の専攻科も含まれる。

文部省の調べによると，昭和54年４月１日現在，国立大学92校中50校が専攻科をおき，８６の専

攻がある。その内訳は次の通りである。

教育専攻

特殊教育特別専攻

文学

法文学

人文学

外国語

経済

理学

工学

水産

の
空
く
ｂ
⑥
。
（
。
句
Ｊ
『
上
戸
０
４
４
１
＋
４
生

４
４
勺
上

教育系小計 5８

一般系小計 2８

合計 8６

教育系大学・学部についていえば，全49校中45校が専攻科をもつが，さらにそのうち，３９校が

教育専攻科の糸を，３校が特殊教育特別専攻の承を，そして13校がその両専攻をもっている。

（２）本調査によれば，回答枝68校中専攻科をおく屯の38校，その専攻科総数64のうち，教育専

攻が25,特殊教育特別専攻が14であり，残り25は理学，人文学，経済学，文学，水産，法文学，

エ学等の専攻である。

第２－１３表専攻科の教職課程

段職課程をｌ教職課魑

教育系
一 般

９
９
３
１

1０

６

4９

２５

教職課程については，教育専攻25のうち18が高校教諭免許状につき認定を受けていると答え，

その教科は保健体育（８校，以下同じ)，音楽（７），理科（５），美術工芸（４），数学（３），

社会（３），書道(3)，および国語，英語，商業，ドイツ語，家庭がそれぞれ１である。特殊教育

特別専攻については，１４中12が認定を受けていると回答しており，養護学校教諭免許状が12,聾

学校が２である。一般の専攻科については，２５のうち19が，国語（９），英語（９），社会（８），

理科（７），数学（７），ドイツ語（６），フランス語（３），商業（３），水産（２），工業（１）

の各教科の高校一級免許状につき認定を受けていると答えている（第２－１３表)。

文部省の調べ（53年６月１日）によれば認定を受けた専攻科の免許種類別は高校が33,聾が

３，養護が14となっており，本調査とは必ずしも一致しないが，上記本調査の結果により，専攻
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科における教職課程の傾向を知ることができよう。

学生定員，実数（53年度)，うち教職経験者数については，第２－１４表の通りである。

第２－１４表専攻科の教職課程履修者

定員｜実数｜教職経験者数

教育系
一 般

０
３

万
弱 380

165

133

１

学生の教員免許取得・更新，教職就職状況は，第２－１５表の通りである。

第２－１５表専攻科学生中免許状取得・更新者および教職就職者

53年３月修了者｜教員免許取得者｜教具免許更新者｜教職就職者

系
般

育教
一

408

149

３２５

(79.7％）

６６

(44.3％）

９３

(28.6％）

２８

(42.4％）

２９１

(71.3％）

２３

(15.4％）

（３）専攻科設置の趣旨については，アンケートに対しての特記事項はなく，若干の大学が専攻

科規程に明記された目的を示したが，学校教育法による「精深な程度において，特別な事項を教

授し,その研究を指導すること」に沿ったものである。ただし，教育系大学においては，それに

加えて「指導的教育者を養成することを目的とする」とし，教員養成との関わりを明確にしたも

のがある。

専攻科の趣旨を大学院との関係で明らかにする意図で質問をしたところ，次のような結果が

出,少なくともこれによれば専攻科の独自の意義を認めるものは少数であり，多数は大学院の代

替としてゑていることが知られる。

○専攻科と大学院研究科との関係についての回答

〔教育系〕回答数

①大学院，博士課程が設置されれば廃止の意向…………………３

②大学院研究科の設置を希望………………………………………２

③相互に有益である………..………………………………….……，

④検討中………………………………………………………………，

⑤関係なし．……………………………….………….………………２

〔一般〕

①大学院設置の方向，それに伴って専攻科を廃止する…………４

②大学院設置の計画………….…….….………….…….……….…，

③研究科の設置に伴い廃止した……………………………………，

④関係なし.．………………………………….………………………，

こうした専攻科への消極的な姿勢は，専攻科の特性を生かすような行政的配慮（教官定員，設

備,予算’現職教育の制度）の欠如，それに伴う教育的配慮（カリキュラム，指導）の困難など

６５



があり，それは下記の専攻科運営上の困難点についての回答の中に承られる通りである。

○専攻科運営上の問題点に関する回答結果

〔教育系〕回答数

①教官の過重負担である……･………………･………･……………………………６

②現職教員が入学できるための措置（休職，代替教員配置等）に欠ける……５

③予算が少ない……………･……………………………………………･…………･３

④設備（演習室・実験室など）がない……………………………………………２

⑤附属枚の実地研修を配慮する必要性……………………………………………２

⑥カリキュラムが系統的でない……………………………･…･…………･………１

⑦カリキュラムが制限されている…………………………………………………１

⑧学部の新卒者と現職教員の歩調をあわせる工夫がいる………･…･･…………１

⑨期間が短い………….．…………………………………………･…………………１

⑩教員採用試験に失敗した者が入ってくる場合がある…………………………１

⑪単位振替え（合併）が多く問題･……･……･……………………………………１

⑫特殊専門領域を深く研究（研修）できない．……･……･………………………１

⑬専攻科の目的に合致する入学希望者が少ない…………………………………１

⑭学部教官との併任のため，専攻科独自の講義・演習を十全になし得ない…１

〔-一般〕

①教官の過重負担である．…･…………………………･…･…………･…･…………１

②予算が少ない..……………………･………………………………………………１

③期間が短い…………･………………………･…･…………………………………１

④専攻科にあきたらず大学院への進学が増加している…………………………１

（４）以上，専攻科の実状と問題点の調査から次のようなことがいえよう。すなわち，専攻科は

現実にはかなりの学生をもち，しかもその中には多くの教職経験者や教員免許取得者および更新

者を含み，さらにその修了老中（教育系では71％，一般で15％）にかなりの教職就職者を出すな

ど，教員養成については重要な役を果たしているのである。しかし，それに対する大学側の姿勢

は必ずしもすべてが積極的とはいえない。専攻科を大学院設置のステップとしてふることは必ず

しも誤ったことではないが，しかし，上述のような専攻科の教員養成への貢献を考えるならば，

大学院設置は設置として，専攻科にはその独自の機能を果たすことができるような配慮が必要で

あろう。そのためには教官定員・予算・設備などの行政的配慮が欠くことができないし，また大

学側においてもカリキュラムや指導上の配慮，学生選抜や特に現職教員の受入れのための配慮が

必要であろう。

すでに特殊教育特別専攻科については，上記のような配慮がなされていると聞くが，教員の資

質の向上，特に学部プラス1年のレベルでの教員養成（再教育・継続教育）のために，既存の他

の専攻科についても同様な配慮が望ましい。

６６



6．研修生制度

（１）現職教員を「研修生」として受け入れているか否かについての各大学（分校を含む）の回

答は第２－１６表の通りである。

第２－１６表現職教員の受入れ

受け入れている｜受け入れていない

教育系
一 般

皿
釣 ５

２２

53年度の実数は第２－１７表の通りである。

第２－１７表研修生等

…|轤議生|瀞|騨轤盤|雑|…|聯修塗艤鴬|…|研修員|艫|そ。
教官糸ｌ４９Ｅ 3６１８９１Ｅ

:９）ｌ（［

蝋l1tH;)|際

＊内地留学生には，特殊教育・産業教育・現職教育・教育一般・一般教科内地留学生などがある。
鉾（）内の数字は現職教員数である。内数。

(2)現職教員を受け入れる上での問題点としては，次のような回答結果となった。

〔教育系〕回答数

①研究費が少ない（ない）・……………………･………………….９

②施設（研究室，実験用設備，控室）が不足（ない）…………８

③専任の教官がいない（少ない）・………･………………･………５

④人的・物的態勢が不足･…･………………………･………………２

⑤「研修生」の能力差･………………･……･………………………１

⑥研修期間が短い…･…･…………･…………………………………１

⑦「研修生」の意欲が欠ける．…………………….……………….１

⑧選考の時期など方法について……………………………………１

⑨研修課題によって時期・期間を考慮すること…………･….．…１

⑩大学と県教委の教育センターとの関係…………………………１

⑪出来上った者が研修にくるので授業がしにくい………………１

〔-一般〕

①予算が少ない…･…………………………………･…………….…７

②施設がない…･………………………･…･…………………………３

③研修期間が短い．…………………･…………………･……………３

④教官の過重負担…………………………………･…･……･………１
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⑤現職教員の再教育に関して県教委の教育セソターとの

有機的関係に問題がある…………………･…………･…………･１

⑥研修の目的が不徹底..…･…………………………………………１

（３）以上の調査によって，昭和53年度には約1,000人の現職教員が何らかの形で大学で研修し

ていることが知られた。この数を全公立学校教員97万人と比べて多いと糸るか，少ないと染る

か。また，各府県の教育研究所等での研修やいわゆる自主iiW修を含めた現職教育全体の中で，大

学での研修がどのような地位を占めるかについてＩは本報告醤の範囲外の問題である。しかし，少

なくとも，全大学中の３分の２が何らかの形で現職教員を受け入れている事実についてはこれを

現実的に受け止め，それに対して最も望ましい方策をうちたてる必要があろう。
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第Ⅱ章教育系大学・学部の大学院

1．教育系大学・学部の大学院設置の状況

（１）昭和55年３月１日現在，調査校49大学・学部における大学院設置の状況は下記の通りであ

る。

％２
２
４
２
８
２

０
●
●
●
●
巳

８
２
０
８
鍋
⑫

１
２

佼４
６
０
４
四
６
’
ぬ

１

既設歴校

設腫予定

概算要求ずふ

教授会審議中

教授会委員会で検討中

検討事項になっていない

100.0

これによれば，既設置校および設置予定校は合計10校であり，全体の20.4％である。概算要求

を既に行ったものも同じく10校で，全体の20.4％である。それに対して何らかの形で審議検討中

のものが23校，４７％であり，また検討事項になっていないのが６校，12.2％という状況である。

すなわち，全般的仁象て，教育系大学・学部の大学院設置は，例外的な少数校を除き，まだその

緒についたばかりというべきで，特にその半数が未だ検討中，あるいは検討にも至っていないと

いうことは，設置に伴う問題の困難性を示唆するものである。設置計画上の問題点については，

既設置校の設置運営上の問題点とともに後述する。

既設置校４校は，東京学芸大学（昭和41年開設)，大阪教育大学（43年開設)，愛知教育大学

（53年開設)，横浜国立大学教育学部（54年開設）であり，設置子定校６校は，兵庫教育大学(５５

年開設)，岡山大学教育学部（55年開設)，広島大学学校教育学部（55年開設)，神戸大学教育学

部（56年開設予定)，静岡大学教育学部（56年開設予定)，上越教育大学（58年開設予定）であ

る。上記のうち東京学芸大学は既設の修士課程の上に博士課程を設置するよう49年より概算要求

をしているが，上記の区分では既設置校として扱った。

概算要求ずみ10校のうち３校は48.49年以来の概算要求であり，残りは昭和52年以降のもので

ある。

教授会審議中のものの中には，概算要求まで間近いことが明らかなものも１校あるが，その他

はどの程度進捗中かは不明である。

大学院設置がまだ教授会の検討事項になっていない６校がその理由を記しているが，それによ

ると，学部改革または教育学部構想検討委員会で検討中のもの２校，一度概算要求を出したが再
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検討の必要ができ意見の調整ができていないものが１校，検討委員会をつくる機運にある屯の１

校，これまで学部充実に重点をおいてきて大学院についてはこれからの検討事項であるが１校，

現在は学部充実を最重点とするが１校，他の大学院に適格者が引き抜かれ，大学院どころではな

いと答えたものが１校あった。

（２）この調査に示されるように，新制大学が発足して30年を経た今日において，全国49の教育

系大学・学部のうち僅かに４校（昭和54年度現在）の承が，修士課程の象の大学院をもつという

現状をどのように考えたらよいか。国大協教員養成制度特別委員会では，これまでの報告書（昭

和47年11月，４９年11月，５２年11月）において，「大学において教員養成を行うこと」の原則の上

に，その場合の大学は本来その概念の中に大学院を包摂するものであり，その点で教育系大学・

学部の大学院設置が抑制されたり，あるいは大学院の課程を修士課程の承に限定することがあっ

てはならないと述べて来ている。本報告書も基本的にはこれらの線に沿い教育系大学・学部の大

学院設置が促進されるべきであるという立場をとる。教育系大学・学部における大学院設置が久

しく停頓していると述べた昭和52年の報告書の時点以後，新たに２校が設置され，また引き続き

若干枚に設置が予定されていることは，こうした停頓状況が破られつつあることとして歓迎する

が，しかし教育系大学・学部の全体からふれば依然として少数であり，なお今後の設置促進を強

く望むものである。

本報告書の目的は，こうした状況の中で，教育系大学・学部の大学院設置に関わる問題点を，

各大学へのアンケート回答をもとに整理提示するところにある。後述のように，「大学院の設置

・運営上の困難点」「計画・検討上の困難点」が各大学よりいろいろと指摘されている。それら

の多くは個角の大学・学部における問題であると同時に教育系大学・学部に共通なものでもあ

り，また国の政策とも密に関わりをもつものである。そしてまたこれらは教育系大学・学部の問

題であるとともに，他の大学・学部を含んだ国立大学全般の大学院問題とも関わりをもつもので

ある。国大協が特に教員養成制度特別委員会を設け，教員養成制度の一環として教育系大学・学

部の大学院問題の検討を行うのはこうした理由によるのである。この調査を通して各大学・学部

間の意見の交流促進をはかり，各大学での運営や計画に資するとともに，国大協を通して各大学

の動向や意向を国の政策に反映させることを意図している。

本調査の性格上，この問題について多年研究を続けてきている日本教育大学協会とは，本委員

会に教大協よりの専門委員を招くなど密接な連携を保った。もちろん国大協は教育系大学・学部

以外の多数の大学・学部をも代表するものであり，この調査がこうした国大協の立場からなされ

たものであることはいうまでもないことである。

2．大学院設置の趣旨・目的

(1)アンケート調査による大学院股置の趣旨・目的

１）大学院設置の趣旨・目的あるいは研究科設置の趣旨を自由記述，または概算要求のために
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用意されたものの提出などにより答えてもらったところ，きわめて多岐にわたる回答があった

（回答校31校)。その内容を分析してみると次のようになる。

まず，趣旨の記述を大きく分けると，６)一般的な目的をあげて設置の趣旨を述べたもの（１２

件)，②教育目標から趣旨を述ぺたもの（58件)，Ｖ》教育内容の特色を指摘して設置の趣旨を述べ

たしの（31件)，㈲設置母体の大学から承た設置の必要性を述べたしの（17件）とに分類できる。

一般的な目的をあげたものは比較的少ないが，「教職の専門性の確立のため」（２件)，「教育

研究の発展のため」（１件)，「教育実践とその研究の向上のため」（１件）などの表現がふられ

る。この少ない例ではあるが，「教職の専門性の確立」とか，「教育実践の向上」という言葉が，

「教育研究の発展」とか「教育実践の研究の向上」といった言葉と並び，あるいは数の上ではそ

れらより多く用いられているところに，後にも示されるような，教育系大学・学部の大学院研究

科構想の強い実践指向がうかがわれるように思われる。

また，「初等教育の重視」（３件)，「義務教育の重視」（２件)，「初中教育の質の向上」（２件）

といった，教育を初等ないし義務教育のレベルに限ろうとする表現が少なからずみられるのも，

前述の実践指向と関連のある特長ということができよう．

教育目標から趣旨を述べようとするものは一番多いが，これも大きく分けて，（ｲ)教員の資質一

般に関してのもの，回その資質を細かく特定のものとして表現したしの，、現職教育としたも

の，Ｆ>研究者等の養成としたものとに分けることができる。

教育系大学・学部の大学院の目標を「教員の資質の向上のため」（８件)とか，あるいは「教員

にとって学部レベルの教育では不充分で，修士レベルの大学院教育が必要である」（６件)と述べ

たものが，かなり多いことは注意してよい。この場合，大学院で修得されることが期待される教

員の資質については，これもかなり多岐にわたるものがあげられている。それをさらにグループ

分けにしてゑると，「専門的能力・専門職としての資質」（14件)といった抽象的な表現が最も多

いが，「学問的知識・学識」（６件)を強調するもの，「豊かな人間性，教養と学識の統合」（４件）
や「国際性」（１件）などの知的分野に限らない資質を指摘するもの，「実践と研究の一体化，実

践の場での推進者」（６件）といった実践的資質を強調するもの，「教育技術，教材開発，教育工

学」（４件）などの特定分野での能力資質をあげるものなどが，ほぼ同数ある。

これは後述の学生の問題と関連するが，教育系大学・学部の大学院での「現職教育・継続教

育」（７件)の役割を設置の趣旨としてあげたものが少なからずあることは注意してよいであろ

う。これに対してごく少数ではあるが，「研究者の養成」（１件）あるいは「教育系大学・学部の

教官の養成」（１件）をあげたところがあったことも注目してよいであろう。

教育内容の特色をあげることによって大学院設置の趣旨を説明しようとするものも多いが，そ

の中でも最も多いものが，その「統合性，学際性，地域性」（11件）を指摘するものである。ま

た，それに次いで多いものに，「実践と理論，現場と諸科学を結ぶ実践性」（８件）をあげるもの

であり，それを具体的に「教科教育学，教育内容の開発研究」（７件）といったような分野とし

て例示するものである。これらに対して少数ではあるが，「学問の系統性，高度な学問研究」（２
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件）をあげるもの，「学部との一貫性」（３件）を指摘するものもある。

大学院設置母体の大学からゑた設置の必要性を指摘したものとしては，国大協教員養成制度特

別委員会の前レポートの趣旨に従い，「大学である以上，大学院をもつのが当然｣(２件)といった

主張のほか，「大学の研究機能の保持のため｣(１件),当該大学の「総合大学院のため｣(１件)，ま

た｢他大学・学部との格差をなくすため｣(２件)，あるいは，これは大学院教育の質に関わること

と思うが「大学院設置基準に従う大学院である」（１件)というコメントもあった。１件であった

が「卒業生の進路確保」というものもあった。「その地域に大学院がないから」（２件)と並んで，

「地域へのサービス」（４件)について述べているのが若干あったことは注目してよいであろう。

以上の大学院研究科設置の趣旨の分析を通じていえることは，まず，教育系大学．学部の大学

院研究科は一般的にいって，教育の実践と関わりのある分野の実践的．総合的．学際的研究教育

を通じ,将来あるいは現に教育に従事するものを教育することによって，教員の質を高め，義務

教育レベルの教育を発展させるところにあると承ることができよう。（ただし，すぺてが必ずし

もこの表現内に収まるものではないことはいうまでもないのであって，全体的にいって，教育系

大学・学部の大学院の趣旨に完全なコンセンサスができているとはいえないのではなかろうか｡）

２）上述の研究科設置の趣旨の分析の中で，研究科の目的についての一般的傾向を知ることが

できるが，なおこの点をより明確に把握するため，研究科の目的としてあらかじめ設定した７項

目にそれぞれ「重視する」「いちおう目的とする」「目的としない」のうち一つを選んでもらっ

た。その結果は次の第２－１８表の通りである。

第２－１８表

日的とし
ない重視する|綻譲:日 無回答

①教科に関わる専門分野の研究能力の滴養

②教職に必要な聞度な教職専門的能力の溺愛

③教職就職前の大学院水準の高度な獲成教育

④現職教員の再教育（または継続教育）

⑤学部水準では教育できない特殊な分野での教育

⑥研究後継者の瀧成

⑦大学院をおくことにより大学（学部）の研究教育
の質を高める

③その他

１
１
１

博
博
博

０
０
１
９
８
１
９

３
３
１
１

１

０
０
１
０
２
２
２

２

２，１噸１

１６

１０

１３

１９

９

１
１

１

博
博

博

４
３
９
０
２

１

3０２

それによると，「教科に関わる専門分野の研究能力の掴養」と「教職に必要な高度な教職専門

的能力の酒養」については，それぞれ回答校32校中の30校が目的として重視すると答えており，

これらを目的とすることについてはほぼ一般的な合意があるとみてよいであろう。次に比較的合

意度の高いものとして，「大学院をおくことにより大学（学部）の研究教育の質を高める」と

「現職教員の再教育（または継続教育)」とがあげられるが，それぞれ32校中19校が重視すると

答えている。このうち現職教員の再教育については，これをいちおうの目的とするものが10校で

あるが，明確に目的としないとするものが３校あることは注目してよい。大学の研究の質を高め

るについても，それぞれ，９校，２校となっている。
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画「教職就職前の大学院水準の高度な養成教育」については，重視するものが11校であるに対

し，いちおうの目的とする屯の16校，目的としない屯の４校となっており，上述の現職教員の再

教育についての回答と逆になっている。

同様な傾向は「学部水準では教育できない特殊な分野での教育」にもあらわれていて，重視す

るものが８校，いちおうの目的とするものが13校，目的としないものが９校となっている。これ

らからゑると，大学院教育を就職前教職教育と考える大学がかなりあるにもかかわらず，これを

むしろ現職ないし再教育として考えるものの方が多いことを示している。

「研究後継者の養成」については，３０校中の１５校がいらおうの目的とするのに対し，１０校が目

的としないとしている。しかし，１校ではあるが，これを重視するとしている大学があることも

注目してよいであろう。

なお，「その他」で重視するとして記述されていたのは，「教育に関する研究の総合的・学際

的等の新しい研究方法の開発」「普遍性と特殊性とをふまえた地域教育の開発」である。

なお上記は修士課程に関するものであるが，博士課程に関しての回答校１校の回答によれば，

博士課程では「教科に関わる専門分野の研究能力の種養」「学部水準では教育できない特殊な分

野での教育」「研究後継者の養成」などが重視され，それに対し，「現職教員の養成」「就職前

の高度な養成教育」など，教員養成に関するものは，重視されないこととなる。

（２）大学院設置の趣旨・目的についての考察

，）アンケート調査にみられる教育系大学・学部の大学院設置の趣旨・目的は，これを一般的

に表現すると，学校教育の実践に関わりのある分野の実践的・総合的・学際的な研究教育を行い，

将来あるいは現に教育に従事するものを教育し，特に義務教育レベルの学校教育の水準を高める

ことにあるといえよう｡そこにみられる実践指向は,教育および教育学のもつ特性から導かれるも

のではあるが，特に大学院の基礎となる学部が教員養成を主とする学部であることからそうした

実践性が強く出ているということになろう。また総合的・学際的な研究教育も,教育学自体のも

つ学問的必然性とともに，教員養成を主とする教育学部の構成から導かれたものといえよう。同

様なことは教員の養成や再教育,あるいは教育を主に義務教育に限る点などについてもいえよう。

ただし，以上はあくまでも一般的な傾向を述べたのであり，個々の大学について承れば，考え

のほぼ共通な点があるとともに，必ずしも一般的な傾向に一致しない考え方があったり,あるい

は考え方は共通でも強調のおき方に違いがふられたりする。例えば，教科に関わる専門分野の研

究能力の酒養とか，教職に必要な高度な教職専門的能力の酒養などを目的とすることについて

は，ほぼ全体的に意見の一致が染られるが，教職就職者の大学院水準での高度な養成教育とか，

現職教員の再教育，あるいは大学院をおくことによって大学（学部）の研究教育の質を高めると

いったことを目的とすることについては，大多数がそれに賛意を表しておりながらも,また少数

がそれに反対を示しており，学部水準では教育できない特殊な分野での教育や，研究後継者の養

成を目的とすることについては，ほぼ281の比率で賛成・不賛成の意見が分かれている。
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また,一応意見の一致している教科に関わる専門科目についても，それを詳細にみると必ずし

もその意味するものが同一でなかったり，また大多数が賛意を示している教員の再教育について

も，その目的はさまざまに分かれる。

このような大学院設置の趣旨・目的における多様性は，それ自体必ずしも悪いことではない。

何といっても教育系大学の大学院設置は全体としてはまだその緒についたばかりであり，実験的

段階であるから，さまざまな考え方が出ることは大いに歓迎されるべきことである。また，次に

述べるように，そうした多様な考え方がでる背景には，教育系大学．学部のもつ特別な性格があ

るのであり，そうしたことを抜きにして一元的な大学院構想をもつことは望ましくないといえよ

う．ただ，こうした多様性が，もし，混乱といった印象を与えるとするならば，これは大学院設

腫推進の上から甚だ不幸なことであって，そのためにはこれらの多様な考え方の間により活発な

意見の交換がなされ，それらの間に大学院設極についてある種の共通の理解が存在することが望

ましいと思われる。

２）大学院設置の趣旨・目的について，教育系大学．学部の間に多様な考え方があることの理

由としては,まず,教育系大学・学部の性格の多様性があげられる。教育系大学．学部には単独

の教育大学と，総合大学の一部をなす学部とあり，また後者についても教育学部に並んで教養部

や文・理の学部をもつものと,それらを欠いて教育学部が教養部の役割をもたされているものと

がある。こうした学部の編成上の差が'大学院を構想する上での差としてあらわれることがある。

第二には，教育系大学・学部における学芸学部の伝統である。教育系大学・学部は1960年代の

教育系大学・学部の再編の過程の中で，学芸学部の名称を改められ，教育系大学．学部の教員養

成に関する目的・性格が強められるが，これに対しては学芸学士の並存にz【られるように，大学

内には学芸学部の考え方が依然として存在し，これが大学院構想に反映することがある。教育系

大学・学部における学芸学部的機能の問題は個食の大学．学部の問題ではあるが，教育系大学．

学部の教員養成に関する目的・性格の明確化によって，学芸学部的機能を失ったと一律に考える

必要はないのではないか。大学の目的化による効率的な教員養成のメリットは確かにある。しか

しその反面のデメリットもあり,特に高等教育の大衆化の中で教育系大学．学部は，必ずしも教

員志望でない学生を受け入れていることは分野や地域にもよるが事実である。他方，学芸学部に

よる教員養成の長短も必ずしも議論が出尽したとは思われないのであり，大学によってはこうし

た学芸学部的雰囲気の中で教員養成をする試承を続けるところがあってもよいのではなかろう

か。問題はこれが大学院構想にどのような関わりをもつかということであるが，こうした学芸学

部的色彩を強くもった教育系大学・学部の上に，教育学以外の大学院研究科をおくことは理論的

にはともかく，現実には困難であり，こうした学芸的要素は学部教育の充実にもっぱら向けられ

るか,あるいは教育学研究科の中にその本旨に沿う線で何らかの形で統合されるか，それとも他

学部・大学の大学院研究科への協力ということになろう。われわれの関わりのあるのはその第２

の場合であるが，それについては後述の専攻・カリキュラムのところで再びふれることとする。

第三に,教育系大学・学部の大学院の趣旨・目的の多様化の原因となるものは，これらの大学
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院鯛想をもっぱら修士課程にとどめるのか，あるいは修士・博士両課程を含めたものとして織想

するか，それともいちおう両者を含めながらも，差し当たっては（といっても当分は）修士の糸

を考えるのか，そうした点での表現の違いのあることである。本委員会はさきの報告書「教育系

大学・学部における大学院の問題」（49年11月）において教員養成系大学院を修士課程に限定す

る考え方を教育系大学・学部における学問研究の意味とその将来への発展を理解しない偏見であ

るとして退け，しかし差し当たっては博士課程の基盤となるべき研究組織および条件の整備を先

決とし,修士課程の設置とともに研究施設などの育成を望ましいとした。いいかえれば,修士課程

の設置については,修士課程そのものは高度の教職専門職の養成という機能をもつにしても，それ

が将来の博士課程の設置につながりうる研究的展望をもったものでなければならないであろう。

第四には，大学院設置の前提としての学部の研究教育条件の改善が遅々として進まないことが

あげられよう。本委員会は前掲の報告書で教育系大学・学部（のみに限らないが）に大学院を設

置することを通じて学部レベルの研究教育条件を改善し，大学あるいは学部間の格差を解消しよ

うとする期待があり，これは現状の「課程一学科目制」によって研究上制約を与えられている教

育系大学・学部としてはその制約を修士・博士講座化によって免れようとする点において当然と

もいえるとしながらも，しかし，事柄の本筋としては学部レベルの研究教育条件の改善は，その

こと自体の問題として取り扱われるべきであるとし，設置基準の整備とそれによる諸条件の充

実，研究組織・施設の整備などにむけて改善の途がとられなければならないとした。そして大学

院はこうした基盤の整備の上に構想されるべきであるとした。本報告書もまたこの提言を繰り返

すものである。ただ現実にはこうした条件の改善が進まないが故に，大学院構想の中にそうした

要求が反映し，それが多分に大学院構想そのものをすっきりとさせない様相を呈させる一因とも

なっているのである。

3．大学院と教員養成

（１）教育系大学院と教員誕成

１）教育系大学．学部の設置の趣旨・目的に関わり，また学生や専攻・カリキュラムの編成な

どにも関わりある問題点として，教育系大学・学部の大学院において教員養成をどのように位置

づけるかという問題がある。

大学院における教員養成の考え方はすでに新学制の出発の当初からあったが，これが現実の政

策論議として扱われるようになったのは,新しい教員養成制度がいちおう軌道にのり，それにつ

いての批判や反省の出てきた1950年代後半から60年代にかけてから以来のことである。こうした

批判や反省は教職の資質の向上を目指すさまざまな提案として出て来たが，その中には大学にお

ける教員養成期間の５年への延長とか，大学院レベルでの教育などがあったが，中教審．教養春

の政策提案では，これがまず第一に教員養成系大学，特に国立の教育系大学・学部の整備と，そ

の前提としての目的種別化および国家基準化によって進められた。そしてこれらの前提条件が整
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い，国立教育系大学・学部の整備に一つの見通しの立った1960年代後半において，はじめて東京

と大阪の教育系大学に大学院(修士課程)が設置された。これは同時期に進められていた「高度の

専門性を要する職業等に必要な高度な専門的能力を養うことを目的とする」修士課程の新制大学

への設置の動きの中の一環として設置されたものである。こうした高度な専門職業教育の必要性

は主として法・工・経商・農などの分野において1950年代後半以降しきりと求められたのである

が，教育政策の中では教員の中に特に高度の専門性をもつ者を育てる，そしてそのための現職研

修を行うという形で，1960年代後半以降取り上げられ，具体的には新構想の教育大学・大学院と

して実現する。他方一般大学の大学院における教員養成は，1954年の教職員免許法の改正によっ

て高等学校教諭一級普通免許状が修士を基礎資格とすることが認められて以来，法的な位置づけ

はあったが，それを推進する積極的な政策は，1966年の免許法改正案をめぐる論議の中に取り上

げられたことはあったが，ついに一度もとられないままに来ている。

こうした過去の大学院と教員養成との関わりあいの特色を整理すると以下のようになる。ま

ず，大学院における教員養成の必要が教職の専門性，そのレベルの向上への要請から出たことに

違いはないが，一般にはこの教職の資質の向上のための施策は学部レベルの教育に向けられてお

り，大学院教育は特定の高度の専門性を必要とするものに限られたこと，しかも少なくとも当初

はこの再教育・現職教育が行政当局の人事行政の一環としての色彩を強くもっていたことがあげ

られる。従って大学院教育の場も，広く一般の大学院においてというよりも，特定の教員の現職

教育を主とする大学院の設置によって確保しようとしたり，また教員養成の目的種別化・基準化

が進んだ段階で，その中の条件の整ったものの中から少数の大学院を設置してゆくということに

なっている。また，この場合の教育系大学・学部の大学院は修士課程に限られており，もちろん

大学院設置基準に示されている修士課程の一つの目的，すなわち「専攻分野における研究能力」

の酒養は忘れられてはいないが，どちらかといえばもう一つの「高度の専門性を要する職業等に

必要な高度な能力」の酒養に主眼点がおかれていると承られる。

このような政策レベルの動きと特色が，既存やこれからつくられようとする教育系大学・学部

の大学院構想にどのように反映しているかは，先の「大学院設置の趣旨・目的」にみられる通り

であるが，次に，教員養成という点から考慮に入れるべき点を二・三あげておきたい。

２）まず，大学院における教員養成を，教員養成の全システスの中にどう位置づけるかという

ことである。教員の教育を就職前教育と現職教育とに分け，また，教員の教育の機会を学士課

程，学士プラス１年課程または専攻科，修士課程，博士課程と段階づけて，これらを組糸合せる

と次のような教員教育のシステムが考えられよう。

就職前教育 (上級現職教育）現職教育

(さらに修士・博士とつながる）

(さらに博士につながる）

（同上）

学士

学士

学士プラス１年課程
または専攻科

修士

科
士
士

攻専
修
修

一
一
一

の
回
㈹

一→博士ｷｰ）
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この中で就職前教育を学士課程とし，現職教育を専攻科または修士で行う(ｲ)炉)は現行のもので

あり，また現在，政策レベルで推進しようとしているシステムである。現在ではこれらの現職教

育を受ける者は限られているが，理論的にはすべての者がこうした現職教育を受けることは可能

である｡就職前教育を学士プラス１年課程または専攻科とし現職教育を修士課程とするｎは，考

えとしては日本教育学会，教大協などの専門グループの中には根強くあり，中教審，教養霧など

でも検討はされたが，特殊教育教員を除いて未だそれらの中での一般的な考えとはなっていな

い｡就職前教育を修士とし,従って現職教育が博士課程となる㈲は，高校教員について府県や個

人によっては現実のものとなってはいるが，まだ制度化されるには程遠いように思われる。

こうした現状の中で大学院，特にその修士課程をどのように位置づけたらよいか。その第一は

修士課程を現職教育の場と考えるか，就職前教育の場と考えるかである。現在までのところは，

大勢は修士課程を現職教員ないし教職経験者と，学士課程から直接進学する者とに，平等に門戸

を開こうとしているが，もちろん，入学者を教職経験者に限るのも一つの考え方として十分成立

する。従来の教育学研究と異なった新風を教育系大学院がそのプログラムに吹き込もうとするな

らば，教職経験をフルに生かし，またそれに支えられた大学院を考えることも一案であるからで

ある。この問題は大学院における研究ないし研究者養成と深く関わるものであるが，その点につ

いては後で扱う。

他方，修士課程を，教職の内容の高度化に伴い，就職前教育と位置づけることも可能である。

これをすべての者に適用することには難点は多いとしても（それ以前に学士プラス１年の教員養

成課程が考えられるべきであろう)，それを望む特定の個人に対してそうした途を開くことは必

要であるし，またますます必要になるのではなかろうか。この場合には当然現行の免許法を再検

討する必要が生ずる。

第二の問題は,特に現職教育としての修士課程が，それを望みかつその能力のある者すぺてに

開かれるぺきか，それとも人事行政上，限定された者に与えられるべきかということである。大

勢は前者を選んでいるが，それを現実化するためには何らかの形で人事行政との間の調整を必要

とする｡また，全日制●昼間制２年の課程が，そうした開かれた現職教育のシステムに適当かど

うかといったカリキニラム・履修要件上の問題とも関連する。

３）大学院における教員養成の問題は，いうまでもなく教育系大学・学部の大学院に限られな

い｡教育系大学院に並んで一般の大学院で教員養成が進められることは，優れた教員を多様な養

成機構を通じてつくってゆくという趣旨において望ましいと考える。この点は第１章の「大学院

と教員養成」のところで考察されているので，ここではこれ以上は扱わない。ただし，ここで大

学院における教員養成に関して，教育系大学・学部と他大学・学部とを比較しておくことは，わ

れわれの差し当たっての関心である教育系大学･学部の大学院の教員養成の特色を明らかにする

上で意味があるかもしれない。

まず,教育系大学・学部の教育と他大学・学部のそれとを,教員養成という立場から比べてみた

場合，教科に関する専門科目の履修については，小学校教員の養成課程はもちろん，中．高校教
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負の養成課程においても，専門分化の度合において，そしてそれとは逆に専門にまたがる広さに

おいて，両者間に差がある。また教職専門教養という点では，教育系は他に比ぺてより広く深い

関わりをもつといえよう。これらの違いはそのままそれぞれの大学院教育の違いとなってあらわ

れてくるのではなかろうか，少なくとも非教育系の大学・学部の大学院での教員養成ではますま

す専門分化が進められることはあっても，その学部での専門教育以上の教職専門教育が行われる

可能性は（学生個人の努力は別として）ほとんどない。これは教職専門科目を履修する必要のな

い現行の高校教諭一級普通免許状の内容からゑても明らかである。

このことは，同一種の学部から同一種の大学院に進むのが通常である現状において，教員養成

の見地から柔て必ずしも望ましいことではない。これは－面において非教育系大学・学部の大学

院の教員養成の改善を求めることではあるが，他面，教育系大学・学部の大学院についてもある

改善の示唆を与えよう。

すなわち，教育系大学・学部の大学院は，学部教育を非教育系の学部で受けて来た者をより多

く入学させ，教科専門科目については引き続き学ばせるとともに，それまでに欠けていた教職専

門科目についての高度の教育を与えることを考えてはどうであろうか。また，教育系大学・学部

の卒業生に対しては，教職専門について引き続き学ばせるとしても，それよりも教科に関する専

門科目についての高度な教育を与えることを考えてはどうか。これによって教育系大学・学部と

非教育系のそれらの学部レベルでの教育の差を高次な修士レベルで相互に近づけることができよ

う。もっともこうした学部レベルでの差は，就職前教育を学士プラス１年の教職専門教育課程と

することによって，少なくなると考えられる。

以上，大学院における教員養成について考察したが，このことは学部以上のレベルの教員養成

がすべて修士課程の形をとるべきだといっているのではない。専攻科やより短期の教員の教育も

考えられ，より活用されるべきである。修士課程はあくまでも大学院の課程として研究教育が主

体となるべきものであって，それを欠くいわば講習会・ワークショップ的なしのは，それらはそ

れらとしての意義はあるにしても，修士課程の教育とは厳に区別されなければならない。

（２）大学院と現職教育

１）大学院における現職教育について,本調査によれば「重視する」が191「いちおうの目的

と考える」が10で，いちおう大学院構想の中に教員の再教育が取り入れられていると糸てよい

が，「目的としない」としたものが修士課程で３１博士課程で１あった。研究者養成を主とする

博士課程はともかく，修士課程においても教員再教育に消極的なものがあることをどのように考

えたらよいであろうか。

教師の側から承れば，教職の専門性という観点から絶えざる継続的な学習が必要であり,その

ためには，もちろん大学院のみが学習の場ではないが，大学なかんずく大学院が教師のために開

かれていることが望ましい。しかし，現職の教師が大学院に進学することについては当然身分上

の問題が関わって来る。考え方としては教師の個人的関心に基づく学習休暇（studyleave）が与
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えられるべきであるということもいえるが，現状では現職教員の学習は「その職責を遂行するた

め」任命権者によって計画実施される研修という形をとるのが実情であり，雇用者側の人事行政

の一環としてなされるという性格をもちやすい。

このへんが，入学者の選考や入学後の学生の指導などについて，外部からの関与を最も好童な

い大学側に，教員の現職教育について蠕膳させる一因があるのではなかろうか。ただし，この点

は関係者の間の協議によって十分理解がなりたちうると思われる。また，現職の教師により自由

に学習する機会を保障する方法としては，夜間・週末・休暇中などに授業を行うなど，大学側に

おいてもいろいろ工夫の余地があるように思われる。

２）大学院で教員の現職教育（再教育・継続教育）を行う目的について，あらかじめ用意した

７項目から選択してもらうことで調べた結果は下記の通りである。（回答校31校）

①高度な学術的資格を与えるため･…………………･………………･………･……･…,……５

②指導的な教員の養成……………………………･…………･……………………………･…１６

③学部学生時代に学んだことを現場の経験をもとにさらに高度の水準で学ばせる

ため………………………………………………………･………･……………………･……２７

④現場で直面した問題や課題の研究のため…………･･………………………………･……２７

⑤学部学生時代に学ばなかったことを新たに学ばせる………･…･………………………･８

⑥職業的必要よりも，一般教養的な意味で学問にふれさせる.……･…………………･…３

⑦上級免許取得のため･………………………･…………………………･……………………Ｏ

⑧その他･…………,…………･…･……………･……………………………………･…………６

これによると，現職教育の目的として最も多く賛意を得たしのは「学部学生時代に学んだこと

を現場の経験をもとにさらに高度の水準で学ばせる」「現場で直面した問題や課題の研究のた

め」の二つである。これらについてのコメントとして，「現場経験をもとに学術研究の課題意識

を深くすることができる分野がある」「発達と科学との関係についての具体的な問題の学習をさ

せる」といったものがあった。

現職教育の目的を「指導的な教員の養成」とする考え方については，上記程ではないが，やは

りある程度の賛意が示されている。コメントとして，「教科における指導的教員を送る」とか

「結果的に研究上の指導的教員になることが望ましい」があることが，大学院における現職教育

を－口で指導的教員の養成といってしまうことへのためらいの一端を示しているようである。

「学部学生時代に学ばなかったことを新たに学ばせる」は余り賛同を得ていないが，これは，

大学院教育は学部教育につながるものという発想によるものであろうか。また，「職業的必要よ

りも，一般教養的な意味で学問にふれさせる」もごく少数の賛同を得ているだけである。

資格付与を現職教育の目的とする考え方も余り受け入れられていない。「高度な学術的資格を

与える」については若干の賛意は示されているが，「上級免許取得のため」は全く零である。こ

れは現行の教職員免許法において，小・中学校および幼稚園の教諭に関しては大学院において与

えるべき免許状がないということによるものであろう。
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「その他」では，現職教育を大学院教育の目的とすることへの若干の留保と柔られろコメント

が２件，現場で研究を続けている教員に学問的な内容を深めさせる必要を述べたもの，研究能力

の育成，情報処理能力の掴養などを述べたもの，その他が記述されている。

4．大学院における研究教育

（１）教育系大学院における研究教育

１）上記「3．大学院と教員養成」において，大学院，それも主として修士課程と教員養成と

の関わりを考察したが，もちろん大学院の最も主要な機能は研究教育にある。教員養成は，そう

した大学院の研究教育の機能を教員やこれから教員になろうとする者に開くことによって，なさ

れるものであり，教員養成をするために大学院で研究をするというのは本末転倒といわなければ

ならない。そうした観点からいえば，まず大学院としてふさわしい研究体制が考えられ，その上

で教員養成が考えられるのが筋道であろう。

教育系大学・学部に大学院を設置する必要については，すでに昭和54年11月の本委員会報告

「教育系大学・学部における大学院の問題」において強く論ぜられている。すなわち，大：学院

は，もともと大学がそれぞれの時代において自由に研究された諸学問の成果を諸学問の原理に基

づいて教授する場であるという意味において，大学の概念の中に内在するものであり，「教員養

成を大学で行う」という場合，この大学はこうした自由な研究機能をもつことを前提としている

ものである。このことは直ちにすべての大学に大学院をおくぺきであるということにはならない

としても，少なくとも今日の国立大学の現状では多くの大学に修士課程がおかれており，教育系

大学・学部の大学院設置を抑制することは，教員養成の水準を再び相対的低位に固定し，上に述

べたような「教員養成を大学で行う」という原則を裏切る恐れがあるというのがその趣旨であ

る。この趣旨は，５年前に比べて多少は大学院設置の動きがみられている今日といえども適切な

ものであり，本報告書においても，この前報告書の主張をわれわれのものとして，再度強調して

おきたい。

２）以上の点に加え，本報告ではさらに教育，特に初等・中等・特殊の各レベルの学校教育に

おいて，教員の質の向上と教育関係諸学の水準の高度化が強く求められていることが，教育系大

学・学部に大学院をおくことへの要請となっていることを指摘しておきたい。学校教育の普遍化

とそれに伴う児童・生徒の質や教育的要求の多様化，教育内容としての知識・技能の拡大・高度

化，学校教育に対する社会の期待の複雑化など，いずれも今日の学校教育における運営や指導・

教授をきわめて高度に専門的なものとしており，そのために教員の養成についてはより高度な岨

のが求められていることについては前述したが，その高度の教員養成を進め，また複雑化した学

校教育における運営や指導を進めてゆくためには，何よりもその基礎となる教育関係諸学の研究

の質を高めなければならない。そしてそのためには既存の旧制大学系の教育学部に加え，さらに

教育系大学・学部に大学院をおき，教員養成ないし学校教育により密着した教育関係諸学，およ
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び教員養成に直接関わりをもつ諸学の研究を推進してゆく必要があるのである。

この場合，大学院とは必然的に修士・博士の両課程を含む。上記の委員会報告では，博士課程

大学，修士課程大学など制度的に固定する，いわゆる大学の傾斜的構造を否定し，教育系大学院

において博士課程の設置を制約する本質的根拠はなく，教育系大学・学部においてもつねに高度

な研究教育の可能性を認めるべきであるとした。分野によって多少の違いはあるかもしれない

が，博士課程の終了をもっていちおう自立できる研究者の養成が終ると考えている現制度の下で

は，修士課程の象，それもいちおう研究能力の酒養はうたっても，高度の専門的職業能力により

重点のおかれる課程の梁をもつ大学院では，その本来期待される研究機能を全くすることは困難

であるといわなければならない。

もちろん，先の報告も認めたように，このことは直ちにすべての大学に博士課程を揃えよとい

うことではない。差し当たっては博士課程大学院の基礎となる研究組織・条件の整備がなされる

ことが先決であり，修士課程の設置とそれに伴う諸要件の改善の推進と,それぞれの大学・学部に

個性的な研究施設，研究センター，研究所の育成につとめるべきであろう。この際，まだ修士課

程の設置も多くの大学・学部において進んでいない段階において，学部の整備と，特に研究上の

制約条件となっている「課程一学科目」制と「学科一講座」制との格差をうめることが求められ

るぺきである。もちろん現行の講座制度が研究上最も適したものであるかどうかは疑念があるに

しても，また，講座・大講座・学科目のいずれの制度をとるにしても，教育系大学・学部が他に

劣った研究条件でよい理由はどこにもない。

また，教育系大学・学部への研究ポスト，特に研究助手の増員配置が考えられるべきである。

この助手には必要に応じて教授補佐的な役割を与えてもよいが，主要な役割は研究の推進であ

り，博士課程をもたない大学院においては部分的には博士課程学生の役割を果たしうるものであ

る。

（２）教育系大学院博士課程

１）教育系大学院に関連して考えられるのが旧制大学系の教育学部博士課程大学院である。そ

れと比べて，教育系大学・学部におく博士課程はどのような特色をもちうるであろうか。それぞ

れが基礎にする学部の性格に基づいて考えて糸ると，第一には教育系大学・学部がはるかに広い

学問分野を含んでおり，確かに教育学プロパーの象を取り上げれば旧制大学系教育学部の方が専

門分化が進み，広い細分化が行われているが，教育学以外の学問分野を含むことにおいては，教

育系大学・学部には及ばない。また教育学でも教科教育学となればその背後の教科専門諸学を含

めて，教育系大学・学部の方がはるかに広く，基礎と応用，理論と実践という見地からもはるか

に多様な学科，研究者を擁している。従って，もちろんこれらがプログラムとして統合されると

いう前提の上のことであるが，学際的な教育研究が可能であるといえる。

また事実，これだけの多様な専門分野が並存しながら，一つの学部として機能しているのは，

教員養成という目的に向ってある種の総合化・統合化が働いているとふてよいのであって，その
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点をうまく生かすならば大学院博士課程の研究教育においても高度の総合性を発揮できるのでは

なかろうか。

さらに，しばしばいわれる教育学研究の実証化や実践化についても，附属学校等の充実（例え

程度の問題であるにしても)，卒業生等を通じての教育現場とのつながりなど，はるかに恵まれた

条件にあることは事実であり，こうした点で博士課程の研究教育に特色をもつことができよう。

しかし，考えて承ると，これらの比較点は必ずしも教育系大学院と旧制大学系大学院教育学研

究科との間の絶対的な差ではない。第１番目の学際性についても，総合大学である旧制大学系の

教育学部には，学部の壁を越えればこれはまた遥かに広い学際研究の可能性があるわけであり，

教科教育学の学際的研究も十分可能なのである。第２，第３の総合性・統合性，実践性・実証性

についても同様である。とすれば，旧制大学系教育学部と教育系大学・学部のそれぞれの大学院

博士課程とを（修士課程についても同じことがいえるが）画然と区分するのはおかしいのではな

かろうか。両者の間には確かに歴史的な理由に基づく大きな違いはある。しかし少なくとも大学

院に関するかぎり，将来の方向としては同一の教育学研究科を目指すべきではないかと思う。

（この点で，現在の筑波大学，広島大学はそれぞれ一つの行き方を示しているといえようc）

もちろんこの際いたずらに両系の大学院が競合しあう必要は毛頭ない。むしろ両者がプログラ

ムの上で協同・補完しあい，教官・学生間の交流を進める方向で考えるべきであろう。通常，教

育系大学院は学校教育に関し，また旧制大学系教育大学院は教育学基礎部門，社会教育，教育行

政などというような役割分担がいわれることがあるが，必ずしもそのように限定する必要はない

であろう。

２）大学院，特に博士課程との関連で，研究後継者の養成という問題がある。本調査において

は前述のように研究科の目的として研究後継者養成を重要なしのとしてあげたのが１校（博士課

程)，いちおうの目的としたものが19校であったが，その理由を求めたところ上記の諸校を含み

16校から以下の回答があった。

①教科教育の研究者養成………………･………………………………･……･…同類回答６

②教育研究では教育学部が最も充実しているので…………………･･………同類回答２

③教育の実践的・臨床的研究の充実のため

④教科教育学・児童生徒の指導に関する研究者の確保

⑤教育学以外の分野で本学が最も進んでいると思われる分野がある

⑥教育大出身者で教育研究を希望するものがある

⑦修士の後，教育学以外の博士課程への進学の途が（他大学で）閉ざされている

これによれば，積極的な理由としては，教育の研究，特に教育の実践的分野，教科教育などの

研究では，教育学部が最も適しているし，また教育学部においてこそなされなければならないか

らということであり，またこれに関連して，教育学以外で最も進んでいる分野があるということ

があげられている。消極的な理由としては，こうした分野の研究や研究者の養成が，他学部の大

学院では余りなされていない，教育大学・学部の出身者に門戸が閉ざされているということが指
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摘されている。

３）教育系大学・学部の大学院博士課程においては，教科教育学が，学校教育の他の実践的分

野と並んで，その主流をなすことには間違いはないであろう。その細かい論議は次の節にゆずる

が，ここで特に注意しておきたいのは，教科教育学は完成した研究領域ではなく，むしろ現在つ

くられつつある領域であるということである。その点で本調査にあらわれた，教科に関わる専門

分野についての考え方が大きく分れていることについては驚くに当たらない。教科に関わる専門

分野を教科の内容としての諸科学と教科教育学の両者を含むもの，あるいは両者を統合したもの

と考えるものが回答校29校中，１５校と過半を越えたが，その中に教科教育学は未発達であるとい

うコメントが１つあった。それと同じ意見かとも思われるが，教科に関わる専門分野を教科の内

容としての諸科学に限ったものも５校と少なからずあった。もっともその中には，教科教育学は

「教職専門的能力の掴養」に入ると考え，教科に関わる専門科目は教科の内容としての諸科学と

したものもあるかと思われる。しかしその一方，教科に関わる専門分野を教科教育学としたもの

も８校とかなりある。興味深いのは発足当時は教科の内容としての諸科学に重点をおき，次第に

教科教育学に移るという見解があったことである。これらを概括してみると，教科に関わる専門

分野を教科の内容としての諸科学と割り切る少なからぬ数の意見は別として，大勢は教科教育学

をそれ自身として，あるいは教科の基礎の諸科学と総合ないし統合して，大学院における教育の

重点として進めてゆこうと考えているととってよいであろう。

問題はこうした，いわば現在つくられつつある学問分野を大学院の教育課程の中にどのように

組承込んでゆくかということである。現在の水準において考えられうる教科教育学の構想をたて

るのも１つの方法であるが，それが現実に内容の伴わないものであっては困る。むしろ現在で

は，教科教育学をつくり上げてゆくシステムを考え，その中で可能なプログラムを考えてゆくと

いうことが必要であるかもしれない。

￣

5．大学院の編成・カリキュラム等

（１）研究科および専攻の編成

１）５４年２月の調査によると，計画中の教育系大学．学部の大学院の研究科（修士課程）には

学校教育研究科，教育研究科の名称をつけようとするものがそれぞれ11,10と圧倒的に多く，そ

れに対し教育学研究科が３と少数であり，また教育技術学研究科を呼称しようとするものが１あ

った。計画中の博士課程の研究科については教育学研究科となっていた。５５年３月の調査におい

ては，既設および設置予定の大学院（修士課程）の中，５校は教育学研究科と呼んでおり，いわ

ゆる新教育大学の２大学院（修士課程）および広島大学学校教育学部，静岡大学では学校教育研

究科となった。この後者については「主として現職教員を入学させ，また学校教育の実践に係る

諸科学の研究に重点を置く設置の趣旨に基き，学校教育研究科とする」と説明されている（｢新教

育大学の概要」前田幹，『文部時報』1220号，1971.1)。なお，その後静岡大学では教育学研究科
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として昭和56年４月発足予定となった。

研究科の名称は内容と関わりがあるものであり，各大学がそれぞれの独自な考えに基づいた大

学院を構想すぺきであるという観点から，必ずしも画一的な名称を設定することには賛成ではな

いが，教育系の大学・学部の大学院についてこれまで述ぺてきたような立場から，少なくとも教

育学なり，学校教育学なり，研究科名に「学」を附することの必要だけは主張しておきたい。対

象が現職教員であれ，大学からの直接進学者であれ，それは研究を通して教育してゆくという大

学院の本質には変わりがないのであり，研究科名はその内容としての学問ないし学問領域名をも

ってあらわすという従来の大学院一般での慣行を破ることは，好ましいとは思われない。

２）研究科の編成については「研究科には……数個の専攻を騒ぐことを常例とする」（大学院

設置基準）ことになっているが，回答校20校についてその専攻数を調ぺて承ると第２－１９表のよ

うになる。（修士課程の象）

￣

第２－１９表

[刀Ｈ①

大学数’１１３５２３２２１ 2０

すなわち，専攻数は２から12と多様であるが，５から９専攻というところに過半数の大学が集

まっている。このようにすべて複数の専攻からなっているが，その場合その１つが必ず教育学関

係の専攻である。その専攻名には学校教育専攻（14校)，教育科学専攻（４校)，教育基礎学専攻

（２校）と３種ある。

その他の専攻には，教育ないし教育学の特定分野をもって専攻とするもの（国際教育，障害児

教育，看護教育，学校保健，医療教育，カリキュラム開発など)，単一の教科教育をもって専攻

とするもの（国語教育，数学教育など)，複数の教科を統合ないし組承合せた複合専攻（言語教

育，人文教育，芸術教育，生活科学，応用科学，環境教育など）などがあるが，これらの組合せ

は下記の通りである。

①単数の特定分野の専攻をおく………･……………………….………….………………１校

②複数の教科教育の専攻をおく．…….………………………………………….…………３

③教科教育と特定分野の専攻をおく………………………･………………･……….……３

④複数の複合専攻をおく……………．.……………………………………….……………５

⑤教科専攻と複合専攻をおく.…….……………･…………………………………………５

⑥教科専攻と複合専攻と特定分野の専攻とをおく.…………….…….…………………１

⑦複合専攻と特定分野の専攻をおく.…………….…………………….…………………２

一般に専攻数の多いものは教科専攻と特定分野の専攻からなり，少ないものは複合専攻からな

る傾向がある。

専攻は複数の講座によってつくられるものであるが，専攻と講座の間に中間的な「専修」（例

えば，英語教育専攻を英語教育研究と英語・英米文学研究の２専修に分ける）をおく屯の３校，
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コース（言語教育専攻を国語教育研究と外国語教育研究の２コースに分ける）をおく屯の２校が

ある。また伝統的な講座をおく代わりにクラスター（カリキュラム開発専攻に人文社会，言語，

数理，技術・労働，芸術，身体の６クラスターをおく）をおくものが１校あり，また群あるいは

大講座（理数教育専攻に理科教育，数学教育の２群あるいは大講座をおく）をおくものが１校，

大講座をおく屯の２校がある。

３）研究科内の専攻については，以上にみたような調査にあらわれてきたもの，これまでの他

での研究に示されたもの，その他考えられるものなどをあわせると，次のような類型が考えられ

る。

（a）基礎となる学問分野に応じたもの（例えば，教育学専攻，教科教育学専攻一一さらに国語

教育専攻，数学教育専攻など）

〈b）被教育者の発達段階によるもの（教大協案52.6．第１案；幼児期教育専攻，児童期教育専

攻，青年前期教育など）

〈c）教師の活動領域によるもの（同上第２案；教育経営専攻，カリキュラム開発専攻，生活指

導専攻，地域教育計画専攻など）

（｡）学校教育の段階や区分によるもの（例えば，初等教育専攻，中等教育専攻,特殊教育専攻）

（e）課題（プロジェクト）によるもの（国大協教員養成特別委49.11；上記(c)とも重なる；教

育政策，教育統計，発達障害，学校と家庭，学校と社会，学校の施設と設計，児童と社会環

境，平和教育，国際教育など）

〈f）学際的研究の開発の観点から（例えば，教育と人間科学，教育と社会科学，教育と医学，

）教育と経済学，教育と法学，教育とエ学など）

各大学・学部の案では，これらの諸類型がさらに変容されて，例えば数教科を併せた複合専攻

（言語教育，人文教育，芸術教育など）が考えられたり，またいくつかの類型間の組合せが行わ

れている。そしてその中でも最も多いのが，教育学（学校教育専攻，教育科学専攻，教育基礎学

専攻などと呼称している）の専攻と並んで，複数の教科教育や複合教育，あるいは両者を組み合

せた専攻をもつものであり，約３分の２になる。残りは上記の(c)の教師の活動領域，（｡)の学校教

育の区分，（e)の課題によるもの，などのうちからの特定分野を単独で，あるいは教科や複合教科

の専攻と組糸合せたものである。

これまでに設置されたしの，設置がきまっているものについてふると，いわゆる新教育大学で

は学校教育専攻（さらに教育基礎＝－スと教師の活動領域に従った教育経営，教育方法，生徒指

導の３コースに分かれる)，教科・領域教育専攻（さらに複合教科的な言語系,社会系，自然系，

芸術系，生活・健康系の５専攻コースに分かれる)，幼児教育専攻，障害児教育専攻に分かれ

る。また既設の教育系大学・学部の大学院（修士課程）では，東京学芸大学の場合のように，学

校教育専攻以下各教科の専攻と障害児教育専攻からなるといった具合に教科ないし教科複合の専

攻を主とするものが多い。

本委員会の49年11月の報告書では，教育系大学院の編成組織上の問題点として，大学院構想の
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画一性を指摘し，「よりひろくかつ自由な構成への配慮」を求めたが，今回の調査においては，

カリキュラム開発を中心とした研究科の構想や，環境教育，国際教育などいくつかの新たな発想

がふられる。しかし，全体としてふると，大きく動いている教育の現実，激しく発展している諸

学問の動向などを考慮に入れながら構成されなければならない大学院の編成としては，もう一つ

もの足らないものを感じる。

４）こうした傾向の原因としては，まずこの学校教育学と各教科教育学とを専攻として並べて

おく方式は，それなりに一般に最も受け入れられやすい根拠一学校教育の原理と教科指導一

をもつばかりでなく，これまでの教育系大学・学部の学科構成からゑても，最もつくりやすいも

のであるということができる。そして，この方式は既設の東京学芸大学，大阪教育大学によって

採用されることによって，教育系大学院専攻の１つの類型として定着したと染ることができる。

ただし，その後この類型，またはこれから派生した形態が，圧倒的な多数を占め，他の類型のも

のの存在する余地をほとんどなくしてしまったことについては，大学設置審議会の大学院設置審

査のあり方が大きく関わっていると象なければならない。

すなわち，教育系大学・学部（教員養成大学）に設置される大学院の審査方針として伝えられ

るものには，大学院研究科の成立には学校教育専攻を含む４専攻以上をもって構成することと

し，学校教育以外の専攻として，特殊（障害児）教育，幼児教育専攻のほか，義務教育諸学校の

教科の種類に対応する専攻をあげ明記しているのであり，これ以外の専攻については，これも同

じく明記されている複数の教科を含む専攻を除き，ほとんどその設置が難しいようである。

この点で，日本教育大学協会の専攻科・大学院等検討委員会（現大学院等委員会）は，その審

議報告（昭和50年６月）中の「教育関係学部大学院設置基準要項(案)」において，教育学研究科

に学校教育専攻と教科教育に関する諸専攻をおくことを原則としながらも，なお他の専攻をおく

余地を残し，昭和５１年６月および52年６月の経過報告において，従来の学校教育・教科教育のた

て方にとらわれないいくつかの専攻案を構想している。特に51年の報告において，「本委員会は

各大学の大学院の構成を画一化しようとは全く考えておらず，各大学は，自由な，かつ，より個

性的な構想によって，大学院を設置されることを望む」と述べている点は，本委員会も全くの賛

意を示すものであり，この線で今後の各大学での大学院構想がたてられ，また，大学設置審査が

進められることを強く望むものである。

（２）専攻についての考察

’）次に特定の専攻のうちの若干について考えて糸たし､。まず，教育学専攻（学校教育専攻，

教育科学専攻，教育基礎学専攻などといわれている）について考えて承よう。この専攻ないし基

礎となる講座の役割は，一方においては他の専攻，特に教科教育学専攻の学生や講座に対して，

教育学の基礎を与えるとともに，他方ではそれ自身の専攻の学生に対して，教育学の研究教育を

行うというところにあろう。この前者の役割に関しては，これは学生の履修要件と関わることで

あるが,特定の科目を指定していわば共通必修として課するところもあり，またそうでないとこ
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ろもある。ここで必要とされるものは細かい教育学的知識についての説明ではなく，教育学の方

法（例えば，教科の研究の教育学的アプローチについての洞察を与えるような）を理解させる点

に重点がおかれるべきであろう。これは教育学を専攻とする学生に対しても必要であろう。特に

教育系大学院は，旧制大学系の大学院教育学研究科と異なり，必ずしも学部段階で教育学を専攻

しなかった学生も多いと考えられるから，その点についての配慮が必要であろう。（このことは教

育系大学院の教育学研究のレベルが低いとか低くてよいということを意味しているのではない。

それどころか，旧制大学系が教科教授活動に全く経験のない，または関心の薄い学生を主として

入れている現状は，教育学研究の上に大きな問題があることを認めているのであって，この点で

は教育系大学院の将来には大きい期待が寄せられるのである｡）その点からいうと，これは後の

カリキュラムの問題ではあるが，余り単位を細かくした講義を多く出すような方式には疑問があ

る。

また，理論と実践との統合という点に教育系大学院の教育学専攻の特色を出そうとした場合，

どのような工夫がなされているであろうか。一つは専攻の中に学校経営とか，生徒指導といった

教師の活動分野や，国際教育とか教育計画といった課題分野をおいて，そうした活動や課題を核

に理論的研究や実践的研究を積み上げてゆくという方法がある。また，講義や演習と並んで実地

演習のようなものを加える方法も考えられている。これらの困難点は，紙の上にプランをたてる

ことではなく，実際にそれをどのように進めてゆくかというところにある。もちろんこれらは試

行錯誤によって求めてゆかなければならないことではある。従ってすべては発足してからという

ことになるかもしれない。しかし，発足すれば，新しい途が開かれるという保証は，少なくとも

教育学研究の現状から柔ると，必ずしも十分であるとはいえない。そういう保証は，これまでの

業績の中にしかみることはできないのである。アンケート調査の回答の中に，実地演習のための

協力の場を糸つけることが困難というのがあった。これは教育学研究ではなく，教科教育学の研

究であるかもしれない。しかし，いずれにしても，もしこの言葉が過去の実績をなにがしかあら

わすものであるとするならば，この上にたてられる大学院の業績の見通しも甚だ頼りないといわ

ざるを得ない。さぎに，教科教育学は現在つくられつつある学問分野で，大学院をつくることで

それを発展させてゆくのであるという趣旨のことを述ぺたが，逆に，そうした過去の業績の少な

いものの上に何が発展できるかという言い方も可能なわけである。ここでは，教育学研究におけ

る理論と実践の統合ということで，大学院の構想をたてることも必要であるが，それと並んで，

あるいはそれ以前に，そうした実績をつくってゆくことが必要であると述べておきたい。

２）論議が既に教科教育学に入ってしまったが，教科教育学の専攻に関しては，教科の内容と

なる諸学とそれに関する教科教育とを並べておき，学生に対しては両者にまたがるプログラムを

与えながらも，専修ないしコースとしてそのどちらかを主に学習させる形態をとっているのが多

いようである。教科の内容としての諸学の諸科目については，それぞれに対応する文・理・その

他の研究科の諸科目とほとんどかわらないようであり，従ってそれらについての専修を認めると

ころでは，内容的には文・理・その他の研究科の学生と殆んどかわりのないということができよ
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う。さきに述ぺたように，教育系大学院には異なった動機で入学して来る者があり，その中には

教科の内容の諸学を深めたいという動機の者もいる。そうした者が学ぶ場所として，文・理・そ

の他の大学院があり，見方によってはその方がよいということはいえても，そうした学生が，特

に教職にあり，あるいは教職を希望している場合，教育系大学院で学んでいけないという理由は

ないであろう。

ただ，教育系大学院ではやはり教科教育（学）を専修する学生を重要視する必要がある。それ

は，教育系大学院の趣旨から教科の研究が優先すべきであり，教科の基礎として諸学は，あくま

でも内容としての価値がある限りにおいて，教育系大学院の中に位置づけられるものである。こ

のことは，繰り返すようであるが，諸学の研究や教育が教育系大学院の中になくてもよいといっ

ているのではない。それどころか教科教育学は，内容となる，あるいは関連する諸学の成果につ

いての十分な理解があって，初めて成り立つものであるから，教科教育学を専修する学生がそう

した諸学を自ら学ぶことなく，教科教育学を学ぶことは不可能である。その場合，学生はそれら

の学習を通じ，それらによってつくられる認識・態度・技能の性格を理解し，それらの人間形成

への関わりについての理解をもつことが期待される。そしてこの点を目的とする限りにおいて，

諸学の専攻も教育系大学院の専攻として，教科教育研究の専攻と並びうるのである。

特に，教科教育学が現在つくられつつあるものとするならば，そうした教科に対してフレッシ

ュな問題点と関心をもって入学してくる学生を専攻（専修）学生としてもつことは，絶対･不可欠

である。もちろんこうした学生たちの期待を満たすためには，研究蓄積があり，それに対応した

カリキュラムが揃えられていなければならないことはいうまでもない。

計画されている教科教育学の科目の中には，○○教科教育学特論，○○教科教育演習，○○研

究法といったように一般的な形で表わされていて，必ずしもそれらの内容は明らかではない。

教科教育学の充実についてはその任にあたる教官の問題が重要であるが，この点については後

の教官の節で改めて取り扱いたい。

なお，教科の複合専攻について一言触れておきたい。さきにあげたように専攻の類型の中には

教師の活動領域，課題，学際的研究開発といったような見地から総合化・統合化された専攻が存

在しうるのであるし，また教科の中でも社会科とか家庭科のようにそれ自体統合化された教科が

あり，また従来の枠を越えて総合芸術科というようなものが考えられるならば，こうしたものを

複合教科として専攻に編成することが可能であろう。その場合，カリキュラムや教官の構成にお

いて，構成要素の教科の単なる寄せあつめではなく，それらを高次に統合化する内容と陣容を整

える必要があることはいうまでもない。

３）学部の編成・カリキュラムと大学院のそれらとの関係についても考えておきたい。大学院

をどのように構想するかは，一面においては多分に学部の性格によってきめられるが，逆に大学

院をおくことが学部教育の性格にある影響を与えることも事実である。大学院をおくことによ

り，学部教育により研究的色彩を加えることは，ありうることであり，また本来歓迎すべきこと

であろう。もう一つ考えられることは，大学院の設置により学部教育がより専門分化することは
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ないであろうかということである。これも見方によっては学問的レベルの向上即専門分化という

ことで是とされるかもしれない。ただし，現状の教育学部における小学校教員養成課程と中学校

教員養成課程あるいは特別教科教員養成課程との間の問題を考えると，必ずしも手ぱなしで是と

するわけにはゆかないような気もする。

先に述べたように，大学院における新しい試承（学際性，総合性，実践性など）は，これまで

の学部での蓄積の上に初めて成り立つのであるから，もし学部において専門分化の承進象，総合

化の努力がなされていなかった場合，果たして大学院でどのような総合性，学際性が発揮できる

かということになる。

'’４）上に関連して，先に大学院教育の目的として「学部水準では教育できない特殊な分野の教

育」を重視，またはいちおう取り上げる大学が22校あったことを示したが，それらが具体的に何

を意味するのか調べたところ，回答校18校が下記のものをあげた（２つ以上あげたものもある)。

「比較文化論・比較言語学および科学技術史など｣，「地域文化・教育など｣，「隣接諸学科，

総合科目（環境科学，人類学，比較文学など)｣，「学際領域一自然保護，安全教育など｣，

「教育工学，公害教育，自然観察教育｣，「国際教育｣，「教育実践からの課題｣，「附属校の実

践研究への参画，教育指導，教育工学｣，「教育指導，実践的研究方法｣，「障害児教育」（４

件)，「社会教育との銭点領域｣，「教科教育｣，「各専攻｣，「どの分野でもすべて修士レベル

で」

これによれば，教員養成をすぺて大学院レベルで行う意味あいを含む「どの分野でも」といっ

た回答は別として，学部水準では教育できない特殊な分野としてあげられているものには大別し

て，（ｲ)学際的領域，他)教育実践と関わりある領域とに分かれる。これらは後述のように，それぞ

れ特定の専攻分野としておかれるか，あるいは特定の科目としておかれる。

このうち，教育と直接関わらない学際的領域については，必ずしも教育系大学・学部の大学院

にのゑ独特のものではないが，学際的アプローチを必要とする教育の分野や，教育実践と深く関

わる分野については，独特のものといえよう。ただし，これらのうち，すでに学部レベルで行わ

れているものについては，それらとの関係に立って学部水準では教育できない根拠を示す必要が

あるように思われる。

（３）カリキュラムと履修方法

大学院研究科修士課程のカリキュラム，履修方法について８校より回答が寄せられたが，それ

らを概括すると以下のようになるであろう。

まず授業科目については，講座あるいはそれに代わる基礎的な領域ごとに，その規模に応じて

１から20に近い数の科目が，それぞれ，講義（特論，特講)，研究（特別研究)，演習，実践等と

して用意されていることは各校とも共通である。ただし，具体的な授業科目になると，同種の専

攻であっても，各大学の間にかなりの特性が家られる゜一般的にいって，他の研究科において翠

られるような伝統的な教科に関する専門の授業科目や教育学の諸授業科目と並んで，教科教育法
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に関する授業科目や，総合的な授業科目，問題テーマによる授業科目などがみられるところに，

教育系大学の大学院研究科の授業科目の特色がうかがえるといえよう。

履修方法としては，３０単位以上の授業科目を，専攻科目と他専攻科目，あるいは，研究科また

は専攻共通必修科目と専攻および他専攻の選択科目などの，授業科目区分に従って履修するのが

普通である。この他に授業研究科目や教育実践セミナー，教科教育特別研究などを必修にするも

のが多い。一般に，専攻内の特定分野への深い学習とともに，狭い専門分化に陥ることがないよ

う，共通科目や自由選択を設け，また，教科専攻に対して，教科教育法に加え一定の教育学科目

の履修を義務づける一方，教育学専攻に対しても教科教育に関する科目を履修させ，あるいは実

践的な課題研究をおくなど，教育の理論と実践を結びつけようとする努力が承られる。

現職教員の履修の便宜については別のところで述べている。

３０単位履修の上，学位論文の審査と試験に合格しなければならないことは，他の研究科と同様

である。

6．大学院の学生・教官・施設

(1)大学院学生

１）既設および設置予定校の学生定員および実数は第２－２０表の通りである。

第２－２０表

専攻数｜入学定員｜昭和53年度実数｜昭和54年度実数’備考

東京学芸大学

大阪教育大学

愛知教育大学

横浜国立大学

岡山大学

広島大学

兵庫教育大学

上越教育大学

207人

124

309人(２学年）

172（２学年）

２１（１学年）

298人(２学年）

166（２学年）

５７（２学年）

２７（１学年）

２
１
５
７
６
６
６
４
４

１
１

－
噸
！ 54年度より７専攻

０
０
５
０
０

５
４
４
０
０
３
３ 55年度は3専攻150

既設枝の入学者については第２－２１表の通りである（昭和54年度)。

第２－２１表

Ａ入学者｜Ｂ母校出身者|Ｂ／ＡｌＣ教職経験者｜Ｃ／Ａｌ他大学出身者

蕊1議ｌｉ
ｌ４８１不明

東京学芸大学

大阪教育大学

愛知教育大学

横浜国立大学

124人

７８

３７

２７

79人

4２

３１

２３

63.7％

53.8

83.8

85.2

人１
８
４
４

１

私立２０

湛立１３

私立３

２）大学院に「どのような学生を入学させようと考えるか」という質問に対しての既設枝・未

設置校を含む17校の回答は次の通りである。
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①積極的に教職経験者を入学させたいと答えたもの…..……･……………………………５

教職経験者（２）

３年程度の経験者（１）

教職資格をもつ，特に経験者（１）

４年制大学卒の教員（１）

②教職経験者に限らず教育系大卒者を入学させたいと答えたもの…．．…………･………９

教職経験者と学卒者（６）

４分の１程度は経験者（１）

免許状所有者（１）

教育系大学卒(1)

③特に限定せず一般的に………………………………………..…………･…………………３

広<，特に制限をおかない（２）

目的に即した資格・意欲・能力をもつ者（１）

また，選抜方法について回答校10校についてゑると，受験資格については次のようである。

①一般の大学院修士課程進学資格を示し，教職経験について触れない…………………３

②教職経験者を歓迎するが，特別な配慮はしない

③教員免許状をもつことを入学資格とする…………………………………………………２

④教職経験者の入学を制度的に保証する

⑤妥当な措置（教職経験者に対し）が必要。ただしそれが大学の自由を

犯してはならない

⑥入学定員のうち，各講座ごとに原則として３分の１は現職教育者とする。

ただし一定の基準に達しない場合はこの限りではない

試験科目については次の通りである。

①多様な受験者がそれぞれの能力を発揮できるような試験科目を課する

②教職経験者には「教育実地研究」小論文などを加え選択受験させる

③試験科目としては次のようなものがあげられている。

学校教育に関するもの（教育学・心理学）３

教科教育に関するもの

｝},教科に関する屯の

外国語３

口述２

現職教員の入学についての回答校20校の回答内容は下記の通りである。

①入学させようと考えていない．…………………………･……………………………･……１

②入学させようと考えているが，特に配慮しない…………………………･…･……･……１０

③入学させようと考え，下記のような配慮をする…………………………･……･…･……９
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。「入学選抜における代替科目，推薦制の導入」

○「第２部に大学院を設置したい」「各専攻ごとにＩ類ｎ類を設け，適切な教育

研究が行われるような配慮と，課程の１年単位の分割履修，－部夜間開講を考

える」

ｏ「現場教育に即したカリキュラムの作成」「現場での教育実践を重視する」

「学問的背景に立って現場における問題解決指導について研究する」「教育実

地研究（大学と附属校の教官との共同）を設ける」「学校教育に関する科目を

共通必修として課し，教科教育学の科目を他専攻にわたり履修させる」

ｏ「検討中」

３）以上を概括すると，まず入学させたい学生については，教職経験者に限らず教育系大学卒

業者を入れたいものが圧倒的に多く，次いで教職経験者を積極的に入れたいとするものが多かっ

た。受験資格では一般の大学院修士課程進学資格にとどめているところや教職経験者を歓迎する

が特別な配慮をしないというところと，教職経験者の入学を定員その他で保証するとがほぼ同数

で，その他，教員免許状所有を入学資格とするというのがある。またそれに関連して，入学試験

においても多様な受験者がそれぞれの能力を発揮できるような試験科目や，教職経験者にはそれ

に適した科目を加えるというものがある。ただし既設置校４枚についてゑると，昭和54年度入学

老中教職経験者は10％前後であり，必ずしも数としては多くはない。また，入学させたい者につ

いて，教育系大学・学部卒業者を入れたいというものが約半数あったことは予期できることでは

あるが，必ずしもそのように限定する必要はなく，むしろ積極的に他学部・大学卒業者を入れる

方が長い目でゑて望ましいのではないか。既存校の調査によっても，設置が古いほど母校出身者

が少なく，また私学出身者が多い。ただしそのためには，やはり一方において修士課程にとどま

らず博士課程まで用意される必要があろうし，他方，修士課程において教員免許状が取得できる

方途がたてられる必要があろう。また，修士課程の履修が処遇上配慮されなければならない。

４）大学院修士課程修了者の進路について回答校２校についてふると第２－２２表の通りである

が，注目すべき点は，修士課程修了後さらに進学する者がいること，高校の教師となる者が比較

的多いこと，大学に就職した者がいることなどであろう。

第２－２２表

|修了者|免許取得|進学｜幼｜小｜中｜高|特殊教育|高専｜大学｜その他

佼
校

Ａ
Ｂ 105

６１

０
０

７
１

1１

５

９

１０

2２

１８

１
０

０
０

７
４

4３

２３

●
（
Ｕ

「卒業後はどの方面に進むことを期待するか」という質問に対しては，次のように大多数は教

職につくことを，そしてまた一部はその中でも指導的な教員となることを期待しているが，少数

ながら，他の進路，特に研究者への途を選ぶことも認めるぺきであるという意見があった。

①修了後は教職に……………………………………….………………………………….….８
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②指導的教員として．……..…………………………………………･……………………･…･２

③教科の指導的教員･……･………･･…………･……………………………･…………………１

④現場での指導的教員または指導主事など行政において指導的立場を．…………･…･…１

⑤実浅の場の強力な推進者……………………･…･…………………………………･………１

⑥多くは実践の場に，他方学問研究を志すものには博士課程への途を…………………１

⑦教育の現場へ，ただし他の進路も認める．……………………･…………………………･１

⑧主に現場，他に研究者…………………………･……………………………………･…･…１

（２）大学院の教官

１）教官の組織の最小単位は講座であるのが通例であるが，大学院構想の中には，大講座，

群，クラスターと呼ぶ従来の講座より大きい規模のものを考えているところが若干ある。

研究科を構成する教官の定員は，回答校15校について染ると第２－２３表のように股低31人から

最高221人と多様である。

第２－２３表

人数'31~40人'６１人'71~80人'81~90人'91~100人'110人'112人'122人'146人'151人'221人I

１１１１１１１１１１１校数１２１１１２１２１２

これを１専攻当たりでみると第２－２４表の通りである。

第２－２４表

これからも知られるように一口に専攻といっても，それを構成する講座の数やそれらの規模に

よって異なる。最も大きな教員組織をもつＡ大学では，１２の専攻の中，最大の専攻の理科教育は

34人（教授20,助教授14）で，これに社会科教育30人（教授18,助教授12）が次ぎ，最少は技術

教育の６人（教授３，助教授２，講師１）であるが，その他はすべて10人台である。（総計221，

うち教授123,助教授97,講師１）また，これと対照的な小規模校Ｂ大学（計画中）は１講座２

人または４人（教授・助教授半Ａ）の14講座合計40人の教官組織を考えている。

教授と助教授・講師との比率は，回答枝15校の全数についてふると第２－２５表の通りで，教授

の率が高く，助教授・講師のほぼ倍となっているが，これは大学院のためのいわゆる⑨有資格者

の確保という点でやむを得ないことでもあろう。ただし，これが学部の教官の構成にも影響を及

ぼし，若い教官が均衡を失して少なくなった場合の学部教育への効果について危倶を表明する向

もある。
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第２－２５表教授に対する助教授・溌師の比率

４０～４９％

５０～６０

６１～７０

３校

1０

２

助手を研究科の定員に入れているところは15校中８校だけであり，その数は１校当たり２名か

ら20名と多様である。助手は大学院設置審査の対象となっていないとはいえ，助手定員を欠く大

学院橘想については検討の余地があろう。

２）教官の充足上の問題点として回答校10校によってあげられた諸点は以下の通りである。

①教官の不足と定員増の要求（５件）

多くの分野で，教科教育学の分野で（２件)，特に社会科教育で。

②教官の授業負担増

③経験年数・業績のある教授の確保が困難

④③の必要数の確保が困難

小規模校のため⑨を必要数集めると年齢の広がりに偏りがでる恐れがある。

⑤現場教育経験を認める⑨の基準改善を求める

⑥教育学系を除く専攻分野の地域ブロック内の適正配置が望まれる

これによれば，大学院の設置による教官の負担増が危倶され，そのための定員増が求められて

いる。しかし，現実には大学院担当の教授の確保の困難も指摘されている。そのために，地域ブ

ロック内での専攻分野の適正配置があげられているが，この点は後に考察する。また，現場経験

を認めるなど⑨条件の見直しが提案されているが，この点は先に述べた教育系大学院の目的や水

準，特に研究との関わりで，慎重な検討が必要であろう。

このようにしてゑると，長期的な展望において必要なことは，教育系大学院の教官の計画的な

養成確保ということであろう。そのためには，何といっても現存の教育系大学・学部教官の研究

の推進のための研究諸条件の整備改善，科研費や在外研究，あるいは内地留学などの機会の拡大

がはかられなければならない。助手ポスト，特に研究助手ポストの増加の必要についてはすでに

述ぺた。

３）ここで教科教育学の教官について特にふれておきたい。先に述べたように，教科教育学の

充実についてはその圧に当たる教官の充実が最も重要である｡ところで教科教育学の教官として

の資格とはどのようなものであろうか。考え方としては，まず，特定の教科の内容となる専門諸

学についての学識・洞察をもつことがあげられよう。しかし，専門諸学はそのまま学校教育にお

ける教科とはならないのであるから，専門的学識だけでは不十分であることはいうまでもない。

そうした専門諸学を子どもの発達と社会的要請にあわせ再栂成する能力が必要とされるのである

が，それはどのようにして養成されるのであろうか。

教科教育学の大学院専攻の発達が不十分な今日において，恐らく多くの現職の教科教育学の教

官は，専門諸学の研究経歴の中で,何らかの方法で教科教育学の洞察を得たものと考えられるし，
９４



また，今後，教科教育学の大学院専攻が発達しても，その修了者をもって排他的に教科教育学の

教官とする必要はなく，今後とも専門分野から教科教育学に移る教官はありうるだろう。また，

教育学の分野から教科教育学に進む研究者もありうるし，小・中学・高校での現職経験をもとに

教科教育学の研究者となるものもあるであろう。

このように教科教育学を担当する教官の確保・養成の方途にはさまざまなものがあり，それぞ

れについてのメリットがある。従って，こうした異なった経歴の研究者たちを教科教育学の専門

研究者および授業担当者として育ててゆく研究教育の機会が十分に考えられ，また教科教育学の

教官，特に教授の審査に当たっては，こうした点を考慮にいれながら，厳密な教科教育学の立場

から行われることが望まれる。

（３）大学院の施設

１）施設については，４９年11月の報告書において，研究の観点から,博士課程の基盤としての

研究組織・条件の整備のために修士課程の設置とそれに伴う諸要件の改善を計画的に進めると同

時に，それぞれの教育系大学・学部に個性的な研究施設，研究センター,研究所の育成につとめ

ることが望ましいとした。また教員養成・現職教育に関連して，教育学における臨床的研究のフ

ィールドとしての附属学校の位置づけ，附属諸学校，附属諸施設の必要，外部の諸学校・諸施設

との協力の必要を述べた。調査によっても,以下に示すように附属学校をはじめとして教育工学

センター，教育研究所，計算機センター，その他既存のもののほか，教育実践研究指導センタ

ー，教師教育センターその他が，大学院構想の中に結びつけられて提案されている。

２）回答枚15校について，大学院研究科の研究教育に関係ある現存の施設,設置予定の施設は

次の通りである。

まず現存の施設については，６校が１またはそれ以上の各種の附属学校（幼稚園，小学校，中

学校，高等学校，養護学校）をあげている。附属学校の利用の目的としては，「教育実習を含む

教育実践のため」「教育科学の臨地的実践的教育研究・実験･実習の場になる」「教育実習と教

育の実践的テーマで“課題研究”の履習をする」「研究実習施設として利用」「教育に関する実

験的・実証的研究」「現場教育」などがあげられている。

教育工学センターについては７校があげており，その利用目的としては，「情報処理教育等に

よる理論と実践の教育研究」「教育工学および各教科教育の研究教育に有機的関連をもつ」など

が述べられている。

教育研究所をあげる大学は３校あり，それは「資料収集」「教師教育センターの母体となる」

「研究面で協力」などのためとされている。また「教科教育学並びに教育臨地教育の指導研究」

のため，教育実習研究指導センターをあげた大学が２校ある。

その他，それぞれ１校によってあげられたものに，計算機センター（教授学習過程の統計分

析)，経済史・文化史研究所（地域研究のセンターとして)，古文化財研究室，ヘき地教育研究

室，視聴覚教育研究所，大学教育開放センター，特殊教育研究施設，自然教育実習施設,理科教
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育実習施設，データ・ステーション，附属図書館，武道館，体育館・プール，教育実習協力校な
どがある。

計画中の施設としては，教育実践研究指導センターが「教材研究・授業研究」「学部と附属学

校との有機的連携による学生の実践的研究の場とする」目的をもつものとして，２大学によって

あげられているほか，次の諸施設がそれぞれ１大学によってあげられている。

「教職経験を有する学生と教官が共同研究を推進する」ためのシュミレーション研究センタ

ー，学習能力開発研究施設，障害児教育研究施設，「地域学校の教育研究センターとして大学院

学生にも利用させる」ための教師教育研究センター，教育実地研究指導センター，国際教育セン

ター，治療教育センター，教育相談研究施設，自然教育園，児童文化センター，積雪地教育セン

ター，積雪地野外スポーツ研究所，日本海上遊戯スポーツ研究所，附属諸学校６

7．大学院設置・拡充の推進のために

（１）大学院の設置運営上の困難点として，既設枝からは管理上の問題として教授会と研究科会

議との関係が不明確とか，研究科会議の構成が過大で，会議の運営が困難といった点があげられ

ている。これは教育系大学院に限った問題ではなく，すべての大学院に共通の問題といえよう。

それぞれが経験的に最上の方途を探してゆくより仕方がないかもしれない。また人事上の問題と

しては，大学院担当者と非担当者との間の問題，学内審査の方法，人材の確保および人員不足，

大学院担当教官の負担増，また事務官の不足などがあげられ，教育・指導上の問題としては，現

職教員の受験・受入れ，学生のための研究室等の特別な施設がなく指導上支障を来ず，研究予算

の不足，施設，特に実践的トレーニングの場の欠如などがあげられている。

計画中の大学の計画・検討上の困難点については，国の政策に関するもの，人的条件整備の困

難点，カリキュラム編成上の問題，物的条件についてのもののほか，設置についての合意の難し

さなどがあげられた。それらについて詳細に承ると次の通りである。（回答校５４年１月30校，

55年３月26校）

まず文部政策に関わるものとしては，「既存大学院に対する文部省の基本方針が不明」「現職

教育に関する行政方針が不明」「教育系大学院の教員組織の基準が不明」「教育学部の設置基準

が未定」「文部省主導による大学院化への反発」などがあげられている。

人的条件整備に関するものとしては，「定員が少ない，確保の見通しがない，加配が必要」が

第１回回答で12件，第２回回答で11件（以下，かっこ内の数字はそれぞれの件数をあらわす)，

「とくに教科教育学の教官が不足」（２，４)，「⑨教官の確保が困難」（１，６)，「小規模校

なので⑨を揃えると人事構成がアンバランスとなる」（１），「本学部の人事体制の変革が必要」

（１，１)，「人員の構成」（１，１)，「教官配置（大学院と学部の教育に関し)」（２），「教官の

負担増」（２，６)，「大学院の講座組織」（１），「資格基準の再検討が必要」（３，２）などが

あり，大学院検討の最大の問題がこの人的条件整備にあることを示している。
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カリキュラム等については，「専攻・講座の編成，カリキュラムの設定」に問題点ありとする

もの（３，２）のほか，「特定分野での専攻がたたない」「教科教育を重視する大学院の設置困

難」「専門教科と教職専門科目との関連」「大学院設置のための蓄積が不足」「教育実践と学問

研究の関わりあいについて，学部に主体的な理論や構えがない」「大学院と学部のカリキュラム

の統合・調整」「学部カリキュラムの充実」などがある。

研究施設等物的条件に関するものとしては，「予算・建物基準面積の増加」「実地研究の場が

ない」「大学院の附属学校は可能か」があげられている。

最後に，設置についての合意の難しさとしてあげられたものには，「大学院の理念・性格・設

置目的について」「教科教育と教科専門との関わりあい」「入学者について」「現職教員の受入

れについて」「学部充実優先論と大学院」「学内外の他の将来計画との調整」などがあげられて

いる。

（２）大学院設置に関わる国の政策について，この際特にあげておきたい点が２つある。

その第１は大学・学部の整備に関することである。学部の整備の不十分さが大学院設置のおく

れとなっていることとともに，また大学院の設置計画そのものをもゆがめていることについては

先にふれた。従って教育学部関係諸基準の改善を初めとして，教育系大学・学部の整備を進める

ことを強く国に要望する。特に，現在，課程一学科目制をとっている教育学部に研究体制を支え

る制度を導入することを求める。その場合必ずしも現行の講座制には固執しないが，学問の論理

に立った単位としての講座またはそれに類する研究組織を教育学部に導入し，またその研究シス

テムの上に本当の教育養成ができるような配慮を希望する。

第２は大学院設置審査のあり方に関わるものである。現在，大学院の新設は大学設置審議会の

審議を経ることになっているが，この審議の基準として「大学院設置基準」（昭49年文部省令第

28号）があり，それをさらに細目化した大学設題審議会大学設置分科会の「大学院設置審査基準

要項」（昭49，昭50年改正)，「大学院の設置審査上留意すぺき点について」（昭53年）があり，

また，特に教育系大学院については「特定研究科についての申し合せ」として「教員養成大学に

設置される大学院に関する審査方針について」（昭41，昭53年改正）があり，さらに同分科会教

育学保育専門委員会の「教員養成大学に設置される大学院に関する審査内規について」（昭54年:）

がある。

われわれはこのような現行制度の下で審査の基準を設け公正な審査を行うことに異をとなえる

ものではないが，基準は考え方を固定し制約するものではなく，むしろ将来に向けて新しい考え

方を刺戟・促進するようなものでなければならないと考える。特に教育系大学・学部の大学院は

これからつくりあげてゆくべきものであるから，確かに基準が１つのガイドラインとしての役を

果たすことは認めるが，それが既存の考え方にしばられ，新しい発展の芽をつんでいるのではな

いかと見られるような現在の審査のあり方には不満の意を表明する。特に他の大学院にはない教

育系大学・学部の大学院についての「申し合せ」のようなものをつくり，その中で課程や専攻，

特に専攻内の分野まで*を詳細に規定することについては，これが教育系大学・学部の大学院計
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画を画一化し，それぞれの条件に適した多様な計画の発展を阻害するものとして強く遺憾の意を

表明する。

（３）大学院研究科設置の前提条件としての学部の充実の状況を昭和48年度より昭和53年度の間

について尋ねた結果は次の通りである。

課程等の増設について「増設あり」と回答した大学は20校あったが，その内容は，幼稚園教員

養成課程10件，養護教諭養成課程および同特別別科８件，言語障害児教育・病虚弱児教育教員養

成課程３件，特殊教育に関する臨時教員養成課程３件，特殊教育特別専攻科１件，特別教科（書

道）教員養成課程１件，教育専攻科（数学）１件のほか，教育工学センター３件，授業分析セン

ター，教育実習研究指導センター各１件であった。

学生定員の増加としては上記の課程等の増設に伴う学生定員増のほか，小学校教員養成課程で

の定員増19件を含承，合計25校，３８件の増加があった。

回答校42校の総学科目数は，4,461から4,651に増加しており，その学科目別の増加は第２－２６

表の通りである。前述の幼児教育，特殊教育分野の課程新増設に伴う学科目増のほか，一般教育

の増加が目立つ。

第２－２６表

1F汀愛

5Ｖ刻已居卍、

劇ｊ謹屈
雄識

Eｌ１ＩＬ肩

司几Ⅱ=

圧叙１８

）実施授業科目についてみると，専任教官による科目数は回答校42校において26,576から

28,514,7.3％の増加があり，非常勤講師による科目は回答校41校において4,517から5,520,22.2

％の増となっている。なお，全授業科目中の非常勤講師による科目の比率は，およそ14％から１６

％に増加している。

専任教官の定員の増加は，回答校41校についてみると総計5,010から5,660,13.0％の増となっ

ている。個交の大学について糸ると不変２校のほか，1.9％から26.1％と差がある。

専任教官の実員については，回答枝41校について総計4,775から5,510,15.4％の増であり，個

個の大学については，0％から31.5％である。

なお教科教育法の教官の増加については次頁の第２－２７表の通りである。

＊例えば，学校教育専攻漣ついては，その分野の範囲を次の通りとしている。

教育学(教育史)，教育心理学，発達心理学，学校経営。教育社会学,教育内容・方法論,道徳教育。
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第２－２７表

教官実負教官定員

昭47年-53年(回答校数）’昭47年-53年(回答校数）

77人(41）

6５（40）

8１（40）

9０（39）

5８（39）

5９（40）

5８（39）

5４（40）

5５（40）

2５（29）

72人(41）

6６（40）

7２（41）

8５（39）

6２（40）

5７（41）

5２（39）

5３（41）

4９（41）

2５（29）

国語

社会

数学

理科

音楽

美術

保健体育

外国語

家庭

技術

’
’
’
’
’
’
’
’
一
｜

人３
４
４
４
７
１
７
３
０
８

７
６
７
８
４
５
４
５
４
１

一
一
一
一
一
一
一
一
一
一

人園
弱
筋
祀
“
即
製
印
弘
加

（４）大学院を設置したい希望はあっても，現実には上に述ぺられたような，またそれ以外のさ

まざまな困難があるとすれば，個念の大学としてとらざるを得ない途が自ら限定されてくる。

その第１は，学部の条件整備をまず考え，当面大学院のことを考えないということであろう。

それに対しては，大学院の設置は学部の充実とつながるという第２の観点が成り立とう。この立

場については，学部の充実はそれ自体として取り扱われるべきであるという49年11月の報告醤の

立場を，先に繰り返したがｂしかし，そうした功利的な考え方を離れて，本来の大学をつくって

ゆくという立場から，学部と大学院の充実・設鬮風とをあわせてプランニングしてゆくことは十分

ありうると考える。

ところでその条件であるが，すべての条件が整うまで設置をまつか，あるいは整ったところか

ら設置してゆくかという選択の問題がある。現実には整ったところからという選択になるのでは

ないかと思うが，その場合問題となるのは，大学院のおかれる分野のみの整備が進むのではない

かという危倶であり，また人間関係でいえば大学院担当者と非担当者の問題である。

従って,大学院設置の計画を進めるに当たって大事なことは,設置部門の整備・充実ばかりでな

く，非設置部門についての配慮である。その場合にも，年次ないし逐次計画でそれらの部門の充

実をはかり，その間は他学部，他大学との協力によって，それらが何らかの形で大学院教育に関

われるようにするか，あるいは初めから学部内での大学院参加を断念して，外部との協力に力を

注ぐようにする力塾の選択がありうる。

（５）学内・外の協力関係については，(6)に示すように，教官・施設・設備で協力をあおいでい

る，あるいはあおごうとしているとの調査回答があり，既存あるいは計画中の大学院が何らかの

形で，他の協力をあてにしていることがわかる。特に学外の地域的協力については，公私立大学

からの教員に関する協力のほか，県および近隣県の教育委員会との協力をあげているところもあ

り，これは現職教育や，臨床的研究を考える以上，当然のことといえよう。

教育系大学・学部間の地域的協力については，アンケート調査に対して「北関東三大学大学院

問題等検討委員会」が報告されているだけであるが，先に触れた，地域内での専攻分野の適正配
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置，あるいは大学院非設置部門の扱いなどに関連してこの種の協議組織の検討の余地があろう。

現実の問題として，修士課程の段階ですでにこうした問題がおきているとすれば，将来の博士

課程の構想において，なおさら問題となるのではないか。この種の問題への一つの策として連合

大学院という考えがあるが，これまでのところ，積極的にそれを進めようとする動きは承られな

い。

（６）大学院研究科の設置上の学内諸機関の協力についての質問に対する９校の回答は，「全学

の賛意・協力を得ている」（３校)，「他学部（医，経，教護など）の教官の協力」（４校）のほ

か，「計画中の新学部または情報処理センターの教官・施設」「教育工学センター・情報処理セン

ターは研究科編成に組承込まれ，予算上修士積算の扱い」がそれぞれ１校ずつよりあった。

研究科運営上の学内諸機関の協力については，「講義・学生指導に」（５校)，「人的補充・施

設・資料」「学校教育に関する共同研究」（各１校）のほか，「大学院事務を学部の事務担当者が

行い，事務処理上支障が多い」という協力上の問題点をむしろ指摘するものがあった。

また，大学院研究科設置上の学外機関との地域的協力についての回答２件は，「人的条件の整

備についての地域の公私立大学からの協力」と「県および近隣県教育委員会より設置の要望があ

る」である。

運営上の協力についての回答４件は，「北関東三大学（群馬大学，茨城大学，宇都宮大学）教

育学部と北関東三大学大学院問題等検討委員会を設置して協力」「人的・物的条件の補完につい

ての協力を地域の公私立大学に求める」「(地域の諸大学の）教官の参加協力を求めている」「県

下小中学校での臨地研究の協力」などである。
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第Ⅲ章総括と提案

〔第Ｉ章大学院と教員養成〕

１．大学院における教員義成の状況と問題点

（１）大学院における教員養成は，教職員免許状のための課程認定を受けている大学院の数（文

部省調ぺで，国立大学院72校中63校)，免許状を取得する大学院学生の数（修士課程でおよそ１６

～19％)，教職を志望またはそれに就職する学生数（全卒業者中教職就職者は4.3％，免許状取得

老中では20％）などからゑて，また，学校教育の内容が高度化し複雑化してきたことから，より

高度な教育を受けた教員を必要とする時代の要請からZAて，教育系大学はもとよりのこと，一般

大学においても，少なくとも学部におけると同等の重みをもって，考えられ，取り扱われるぺき

である。（エー１)＊

２．一般大学の大学院における教職課程

（１）教職課程について認定を受けた教育系以外の一般大学院は本調査によれば59校であり，研

究科数は160であるが，教職課程の認定を受けた理由は，当該研究科設置の趣旨とは必ずしも有

機的に結びついているとは認められない。教職課程を設置していることについて，研究科のより

積極的な姿勢が望まれる。（１－２－(1)(2)）

（２）教職課程のカリキュラムでは，現行法規の下で，免許要件を研究科の専門科目の履修によ

って満たすのが普通であるが，教職の複雑化（中・高校での指導上の困難，学校と社会との密な

関係など）からぶて，大学院での教員養成においてもなお教育学，教科教育学などの「教職に関

する専門科目」を上級レベルで履修させる必要があろう。（１－２－(3)）

３．教職課程履修学生

（１）本調査では大学院修士課程修了者の中，２０％が既に教員免許状を所有しており，さらに９

％が在学中に新たに免許状を取得し，５％の者が免許状を上級のものに更新している。就職者は

全修了老中３％，所有および取得老中の10％である。（Ⅱ－３－(1)）

（２）その研究科ごとの内訳は，免許状取得および更新者については，実数では652人の工学研

究科をトップに理・農・文・教・薬という順であり,全修了老中の比率では25.9％の理に続き，教

・文・工・農・薬・法となっている。また就職者については，８５人の理に続き，工・農・文・教

となり，比率では同じく7.6％の理に続いて，文・教・農・法・工という順になっている。これ

らのうち，：農・エ・理・教などの各研究科では教職就職者の増加が近年うかがわれ，また，工・

農・理・経・教などでは教職志望者の増加が糸られている。（エー３－(2)(3)）

＊文章の末尾の（）内の数字は第２部の章節の番号である。以下同じ。
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４．方策

（１）教職志望者に対して特別な処極を取っている研究科は，例外的な若干の研究科を除き，余

りない。そうした処置を取っていない理由は種をあげられているが，最低ガイダンス程度のこと

は行った方がよいと思われる。（１－４－(1)）

（２）大学内の協力としては，教育学部への依頼あるいはそれとの協力によって，大学院学生の

教職課程を用意しているものがいくつかあったが，大部分はそれぞれの研究科で，「教科に関す

る専門科目」の教育・指導によって実施していると承られる。設備については学部のそれに頼っ

ているのが常である。（１－４－(2)(3)）

５．専攻科

（１）文部省調査によれば国立大学92校中50校が専攻科をおき，８６の専攻がある。うち教育系が

58,一般系が28である。（本調査では若干異なった数字がでているが，大勢においては変らな

い｡）教職課程については，本調査によれば，教育系中の教育専攻が25のうち18,特殊教育特別

専攻が14中12,一般系25のうち19が，それぞれ認定を受けている。（１－５－(1)(2)）．

（２）特殊教育特別専攻を除き，一般に専攻科は大学院設置のためのステップとして承なされて

いる傾向があり，必ずしも専攻科について積極的ではないが，大学の学部教育の上にさらに教職
↓ｂ

のための訓練を受けようとする学生の増ｶﾛや，より高度な訓練を受けた教員を求める社会の要請

などから，専攻科のもつ教員養成への意義を再検討し，特別専攻のような形でこれを改善し発展

させることが望ましい。（I－５－(3)(4)）

６．研修生制度

（１）本調査では，現職の学校教員を研修生として受け入れている大学は教育系で31,一般系で

39となっており，,研修生の昭和53年度の総数は，教育系で650余，一般系で300余であった。こ

の数は必ずしも多いとはいえないが，現実に全体の３分の２の大学が何らかの形で，現職教員を

受け入れている事実に立ち，これを教員の現職教育の全システムの中におき，望ましい改善の方

策をとることが求められる。大学院や専攻科での現職教員の教育も，こうした事実を考慮に入れ

て考察されるべきである。（１－６－(1)(2)(3)）

〔第Ⅱ章教育系大学・学部の大学院〕

１．教育系大学・学部の大学院議題の状況

（１）新制大学発足後30年を経た今日（昭和55年９月現在)，教育系大学、学部の大学院が僅か

に６校（設置予定４校）にとどまっている状況は甚だ遺憾であり,￣その設置促進を強く要望す

る。（Ⅱ－１）

２－大学院設置の趣旨・目的

（１）本調査に示された研究科設圃の趣旨は多岐にわたるが，これを一般的にいうと「教育の実

践と関わりある分野の実践的・総合的・学際的な研究教育を通し，将来あるいは現に教育に従事
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する者を教育することにより，教員の質を高め，義務教育レベルの教育を発展させる」ところに

あるということができよう。（]１－２－(1)－１)）

（２）研究科の目的として，「教科に関わる専門分野の研究能力の酒養」と「教職に必要な高度

な教職専門的能力の酒養」が最も重視すべきものとしてあげられ，これに次いで「現職教員の再

教育」「大学の研究教育の質の向上」「就職前の大学院水準の養成教育」「学部で教育できない

特殊な分野の教育」などがあげられた。（Ⅱ－２－(1)－２)）

（３）ただし，詳細にこれを考察すると,上記の点ですべてが一致しているというよりは,むしろ

これらの点をめぐって多様な考え方が存在していることが知られるのである。その理由の一つは

学部編成上の違いにあらわれる教育系大学・学部の性格の多様性である。（Ⅱ－２－(2)－１)）

（４）第二の理由は学芸学部の伝統である。1960年代の教育系大学・学部の再編の過程で学芸学

部は教育学部と改称され，教員義成目的化が進められたが，これによって一律に教育学部が学芸

学部的機能を失ったと考える必要はないのではないか。大学によっては学芸学部的雰囲気の中で

教員養成を進める試みが続けられてもよいのではないかと考える。ただし，こうした学芸学部の

発想を直ちに学芸大学院構想にむすびつけることは，理論的にはともかく，現実的には困難であ

ろう。学芸的要素は学部教育の充実にむけられるか，あるいは教育(学)研究科の中に何らかの形

で統合されるか，他学部・大学の研究科への協力にむけられるぺきであろう。

（、－２－(2)－２)）

（５）第三の理由は，教育系大学・学部の大学院の構想の間に，これを修士課程にとどめるか,

修士・博士両課程を含むものとして構想するか，あるいはいちおう両者を含承ながらも，当分は

修士課程の糸をおくかといった違いがみられることである。われわれは教育系大学・学部の大学

院を修士課程に限定する大学設置審議会の考え方には反対する。修士課程そのものは高度な教職

専門職の養成という機能をもつにしても，それが将来の博士課程の設置につながりうる研究的展

望をもったものとしてつくられることが必要であるからである。（Ⅱ－２－(2)－２)）

（６）教育系大学・学部の大学院構想が，学部の充実のための方策として取り上げられることが

あり，これが大学院構想をややもするとすっきりさせない一因となっている。この点は教育系大

学．学部の条件整備の遅れに責任がある。（Ⅲ－２－(2)－２)）

３．大学院と教員餐成

（１）現実的政策レベルで大学院と教員養成が結びつけられたのは，1960年代後半以降のことで

あるが，その特色は，大学院での教員謹成が教職一般の専門性と水準の向上の要請によるという

よりも，むしろ高度の専門性を必要とする特定のものの養成に限られ，少なくとも当初は現職教

育としての大学院教育が行政当局の人事管理の一環としての色彩を強くもった。従って大学院教

育の場も，広く一般の大学院においてというよりも，特定の教員の現職教育を主とする大学院の

設置によって確保しようとしたり，あるいは教員養成の目的化・基準化が進んだ段階で，その中

の条件の整ったものの中から，少数の大学院を，それも高度な専門的職業的能力の油養のための

修士課程を，設置してゆくという政策がとられてきた。（Ⅱ－３－(1)－１)）
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（２）こうした政策レベルの動きの中で，各大学が大学院設置の構想を進めてゆくためには，ま

ず大学院と教員養成との関係を整理して把握しておく必要がある。現状では，教員の就職前教育

を学部で，現職教育を専攻科あるいは大学院修士課程で行うという考え方が大勢である。しか

し，修士課程を就職前の教育の場として考えることは，教職の内容の高度化，修士課程修了後に

教職に就くことを希望する者の増大などから，今後ますます必要になろう。また，大学院を現職

教育の場として考えるためには，人事行政との間の調整や，カリキュラム上の工夫などを必要と

する。（Ⅱ－３－(1)－２)）

（３）非教育系の一般大学大学院での教員養成が一般に教科に関する専門科目に力点がおかれた

ものであるのに対して，教育系大学院では教科に関する専門科目に加え，教職に関する専門科目

について高度の教育を与えることができる。教育系大学院はこうした特性を生かし，非教育系学

部よりの進学者に対しては教職専門について，また，教育系学部よりの進学者に対しては教科専

門について力点をおいて学ばせることにより，学部レベルでの出身学部による教職教育の差を高

次な修士レベルにおいて相互に近づけることができよう。（Ⅱ－３－(1)－３)）

（４）大学院を現職教育の場と考えるということについては，大勢はこれを大学院構想の中に受

け入れているが，なお若干の否定的な考えもある。その原因の一つは，現職教育が雇用者側の人

事行政の一環としてなされる性格をもちやすく，これが入学者の選考や学生の指導などに困難を

もたらすのではないかという危`膜を大学にいだかしめていることにあると考えられる。従ってこ

の点について関係者間に合意が得られることが望ましい。また，現職教員の学習の保障について

大学側の工夫も求められよう｡（Ⅱ－３－(2)－１)）

（５）大学院における現職教育の目的として股も多く指摘されたものは，「学部時代に学んだこ

とを現場の経験をもとにさらに高度に学ばせる」「現場で直面した問題や課題の研究のため」で

あり,また，教科や研究上での「指導的教員の養成」など現場の教育と密接な職業的目的があげ

られ，「学部時代に学ばなかったことを学ばせる」とか「一般教養的な意味で学問に触れさせ

る」というものに対しては余り賛同はなかった。（Ⅱ－３－(2)－２)）

４．大学院における研究教育

（１）大学院の主要な機能は研究教育にあり，この研究教育を教員やこれから教員になろうとす

る者に開くことによって，大学院での教員養成が行われると考えるべきである。昭和54年11月の

本委員会報告は，教育系大学・学部に大学院を設置する必要を，「教員養成を大学で行う」とい

う考え方において，この大学がすでに研究教育を行うことを前提としており，他の多くの国立大

学・学部に大学院がおかれている現状において，教育系大学・学部の糸にその設置が遅れていて

よい理由はないとしたが，本報告書でもこの趣旨を再度強調する。（Ⅱ－４－(1)－，)）

（２）本報告ではさらに，学校教育の複雑化・高度化が教員の高度な水準での養成を求めるとと

もに，さらにそうした養成や学校教育に基礎を与える教育関係諸学の研究の質を高めることをも

求めており，そのため旧制大学系の教育学部に並び，さらに教育系大学．学部に大学院をおき，

学校教育により密着した教育関係諸学，および教員養成に直接かかわりをもつ諸学の研究を促進
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する必要のあることを指摘する。この場合の大学院とはその研究機能を全くするために修士・博

士両課程を含むものとして構想されなければならない。ただし，大部分の大学・学部で修士課程

すらおかれていない現状においては，差し当たっては学部の整備，特に研究上の制約条件となっ

ている「課程一学科目」制と「学科一講座」制間の格差をうめることにより，修士課程設置の条

件をつくり，将来の博士課程大学院の目標に近づけることが必要である。（Ⅱ－４－(1)－２)）

（３）旧制大学系の教育学部におかれている教育学研究科博士課程と，教育系大学・学部におか

れるべき教育学研究科博士課程とを比べて糸た場合，いちおう両者間には基礎となる学部の性格

や伝統の違いから，例えば後者がより学際的，総合的，実践的ということはいえるが，本質的に

は両者は教育学研究科として同一であり，共通の目標をもつものである。両者間の協同・補完が

望まれる。（Ⅱ－４－(2)－１)）

（４）大学院の設置のいちおうの目的として，研究後継者の養成をあげたものが約４割弱あった

が，その理由として最も多かったのが，教科教育の研究者養成ということであった。ただし，教

科教育については必ずしも見解は一致しておらず，教科に関する諸科学と教科教育学の両方を含

むとしたものが回答校中の過半を占めたが，なお教科の内容の諸科学に限ったものも少なからず

あった。（Ⅱ－４－(2)－２)3)）

５．大学院の編成・カリキュラム等

（１）計画中あるいは既存の大学院研究科名には若干の型があり，これらをあえて画一化する必
● ●

要はないｶﾐ，すでに述ぺたような研究教育重視の立場から，教育学あるいは学校教育学など，研

究科名に「学」を附することが望ましいと考える。（ｎ－５－Ｕ１－１)）

（２）調査によれば研究科を構成する専攻には教育学関係専攻，教育ないし教育学の特定分野に

ついての専攻，単一または複合ないし統合された教科専攻とあり，それらの組糸合せによって研

究科がつくられている。専攻はさらに複数の講座から成立しているが，中間的な専修や，講座に

代わるクラスター，群，大講座をおく考えもある。（ｎ－５－Ｕ１－２)）

（３）専攻のたて方については，調査にあらわれたしの，これまで本委員会や教育大学協会その

他で考えられたものがある。それを整理すると，（a)基礎となる学問分野に応じたしの，（b)被教育

者の発達段階によるもの，（c)教師の活動領域によるもの，（｡)学校教育の段階や区分によるもの，

(e)課題によるもの，（f)学際的研究の開発の観点から，などの諸類型が考えられる。これまでの各

大学の計画にはいくつかの新たな発想は詮られるが，全体としては，大きく動いている教育の現

実，激しく発展している諸学問の動向などを考慮に入れて構成されなければならない大学院の編

成としては，もう一つもの足りなさを感ずる。（Ⅱ－５－(1)－３)）

（４）大学院編成に一つの枠を与え，その自由な発想に制限を与えているとみられるものに，大

学設置審議会の大学院の設置審査の方針として伝えられるものがある。これは教育系大学・学部

に設置される大学院研究科の内容を細かく規定しており，そこに触れられていない形態の専攻の

設置を困難にしている。この点については教育大学協会の大学院等委員会の報告が各大学での自

由な，個性的な構想を進めており，本委員会もまたそうした各大学での構想の促進と，それを進
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めるような大学院審査とを強く望むものである。（、－５－(1)－４)）

（５）教育学関係の専攻は，一方では他の，特に教科専攻の学生に教育学の基礎を与えるととも

に，他方では自らの専攻学生に教育学の研究教育を行うものと考えられている。その前者に対し

ては，細かい教育学的知識を与えるというよりも，その教材の研究に対して教育学的な洞察が与

えられるような，教育学の方法に重点のおかれた教育がなされる配慮が望ましい。教育系大学院

の特色の一つとして主張されている理論と実践の統合は，専攻の中に活動や課題の分野をおい

て，それを核に理論的・実践的研究を積承上げてゆく方法や，あるいは実地演習を取り入れるこ

とで行われようとしている。それらを実りあるものとするためには，何よりもまず学部レベルで

の実績を積み上げてゆくことが望まれる。（、－５－(2)－１)）

（６）教科教育学の専攻には教科の内容となる諸学と，それに関する教科教育とがおかれ，とも

に教科教育学の研究教育には欠くことができない。ただし，教育系大学院設置の趣旨や現状から

ふると，教科教育についての研究が優先されなければならない。教科の内容となる諸学に比べ

て，教科教育は現在つくられつつある学問領域であり，大学院の設置によって最もその進展が期

待されているものである。他方，教科の内容として諸学の研究教育は，学生がそれを通じそれら

によってつくられる認識・態度・技能の性格を理解し，それらの人間形成への関わりについて理

解をもつことが期待されるという点において，狭義の教科教育の研究と並び駅教育系大学院にお

ける教科教育学の重要な構成分野となるのである。なお，教科の複合専攻については，教科の統
合的な扱いという観点から,十分な検討が加えられるべきであると考える。（１１－５－(2)－２)）
（７）大学院の構想において，それが学部教育に与える影響を考慮しておく必要があるが，その

際，学部教育に研究的色彩を加えることは歓迎すぺきではあるが，他方，学部教育が過度に専門

分化することには注意する必要があろう。（Ⅱ－５－(2)－３)）

（８）学部水準では学べない特殊な分野としてあげられた大学院の領域には，（ｲ)比較文化論，ｉ科
学技術史，地域文化と教育といった学際的領域と，他)障害児教育，国際教育といった教育実践に

関わりある領域とがあげられている。（、－５－(2)－４)）‘」
（９）教育系大学院のカリキュラムには，他の研究科に承られるような伝統的な教科に関する専

門の授業科目や教育学の諸授業科目などに並び，教科教育法に関する科目や，総合的な授業科

目則問題テーマによる授業科目などがふられ，その特色をなしている。修士課程の履修方法とし

ては，３０単位以上を専攻科目と他専攻科目，あるいは共通必修科目と選択科目などの区分に従っ

て履修するのが普通であるが，その他，授業研究科目や教育実践セミナー，教科教育特別研究な

どを必修にするものがある。３０単位履修の上，学位論文の審査と試験に合格しなければならない

ことは，他の研究科と同様である。（１－５－(3)）
６．大学院の学生・教官・施股

（'）大学院にどのような学生を入学させたいかという質問に対しては，教職経験者に限らず教

育系大学卒業者を入れたいと回答したものが過半数を超え，ついで教職経験者を入学させたいも
の，特に限定しないものの順となっている。教育系大学卒業者を入れることについては，既設校
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においても母校ないし他の教育系大学出身者の比率が高い。それにはそれなりの理由があると思

われるが，入学者をこのように限定することなく,むしろ積極的に他大学ｐ学部出身者を入れる

ことが長い目で象てより望ましいのではなかろうか。もっともそのためには】大学院に博土課程

までおかれること，免許資格が大学院において与えられること，そして修士の学位が処遇上配慮

されることなどが望まれる。（Ⅱ－６－(1)－１)2)）

（２）教職経験者の大学院入学は昭和54年度で10％前後で必ずしも高くないが，教職経験者また

は現職教員を入学させることについては回答校中の大多数が賛意を示している。その半数は入学

選抜方法やカリキュラム，その履修の方法などで特に配慮をしたいと答えている。

（Ⅱ－６－(1)－２)3)）

（３）修士課程修了者の進路について既設枝の例によれば，小・中学校への就職者と並び，かな

りのものが高校教員となり，また大学に就職をしていること，さらに進学者も少なからずあるこ

とは注目してよい。大学側の考え方としては，回答中の圧倒的多数が教職につくことを望んでお

り，また，その一部は指導的教員になることを期待している。少数ながら，他の進路，特に研究

者となることを認めるべきであるとしたものがある。（Ⅱ－６－(1)－４)）

Ⅱ4）研究科を構成する教官の定員は全体についても,童た，専攻についてもさまざまである。

教授と助教授・講師の比率は前者が高く，後者のほぼ倍となっている。教官の充足上の問題点と

しては，教官の不足，特に⑨資格者の不足，教官の負担増などがあげられている．こうした点か

ら，長期的な展望に立った教育系大学・学部の教官の計画的な養成確保が強く求められる。それ

には教官の研究諸条件の整備・改善，科研費・在外研究・内地留学等の機会の拡大，研究助手ポ

ストの増加などが求められる。（、－６－(2)－１)2)）

（５）特に教科教育学の教官の不足が叫ばれているが，教科教育学の大学院専攻の発達の不十分

な今日，教科教育学の研究者となる途には，こうした大学院の修了者のほか，教科の専門や，教

育学の分野から，あるいは現場での経験をもとに専門家となる者など，さまざまなものがあり，

それぞれについてのメリットがある。従ってこうした異なった経歴の研究者や専門家を教科教育

学の研究者および授業担当者として育ててゆく研究教育の機会が十分に考えられ，また，それら

の教官，特に教授の審査に当たっては，こうした点を考慮に入れた教科教育学の立場から厳密に

これが行われることが望ましい。（Ⅱ－６－(2)－３)）

（６）大学院の施設としては，既存の附属学校を初め，教育工学センター，教育研究所，計算機

センターのほか,新たに教育実践研究指導センター,教師教育センターその他が大学院構想の中に

結びつけられて提案されている。それぞれの大学において大学院設置のための研究諸条件の整備

を進め，個性的な研究施設やセンター等の設置拡充をはかることが望まれる。（Ⅱ－６－(3)）

７．大学院設迩・拡充の推進のために

（１）大学院の設置運営上の困難点として，既設校からは大学院の管理上の問題，人事管理に関

するもの，教育指導上の困難などがあげられている。計画中の大学から計画・検討上の問題点と

して，国の政策に関するもの，人的条件整備に関するもの，カリキュラム編成上の問題，物的条
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件に関するもののほか，設置についての合意の難しさなどがあげられた。（Ⅱ－７－(1)）

（２）国の政策に関わる困難点に関して，学部の整備の不十分さが大学院設置の遅れとなり，大

学院の設置計画自体をもゆがめていることに鑑糸，教育系大学・学部の整備，特に課程一学科目

制に学問の論理に立った研究単位を導入できるような配慮を希望する。また，現行の大学設置審

議会の教育系大学院の審査の方式が，ややもすれば既存の考え方にしばられて新しい発展の芽を

つんでいるのではないかと思われるので，この点の改善を強く求め，特に「申し合せ」のような

ものをつくり教育系大学・学部の大学院計画を画一化させ，それぞれの条件に適した多様な計画

の発展を阻害していることについては，強く遺憾の意を表明する。（Ⅱ－７－(2)）

（３）大学院研究科設置の前提条件としての学部の充実についてアンケート調査を求めたとこ

ろ，課程・学生定員・学科目数・教官定員等について，ある一定の改善・増加が昭和48年度より

５３年度の間にふられた。（Ⅱ－７－(3)）

（４）大学院の設置条件の整わない段階において，当面は大学院のことを考えず学部の充実に専

念するという考え方が当然存在しうるし，また，大学院の設置を学部の充実の方便と糸る見方も

ありうるが，大学院の設置計画は，研究機能の充実という大学の本来の要請に沿ったものであ

り，この点で学部・大学院を併せたプランニングをたててゆくことが望まれる。設置がすべての

部門についてなされない場合，非設置部門についての配慮が必要となる。（Ⅱ－７－(4)）

（５）大学院の設置に当たって学内からは教官・施設・設備についての協力があり，また学外か

らは公私立大学の教官の協力のほか，教育委員会との協力をあげたところがある。現職教育や教

育の臨床的研究を行う上において地元の教育委員会との協力は欠くことができないであろう。

（Ⅱ－７－(5)）

（６）教育系大学・学部間の地域的協力については，アンケート調査では「北関東三大学大学院

問題等検討委員会」が報告されただけであるが，地域内での専攻分野の適正配腫，あるいは大学

院非設置部門の他大学との協力等に関連して，この種の協議がなされる必要がある。特に将来の

博士課程の設置については，連合大学院の可能性を含め，地域的協議が行われる必要が大いにあ

ると思われる。（Ⅲ－７－(6)）
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あと が き

第２部について何らかの回答をよせているものは21校である。「特に意見なし」の３校を除い

た18校の内訳は，大学として回答した屯の８校（教育系学部を含む総合大学４校，博士課程をも

つ教育学部を含む総合大学１校，教育大学３校)，同一大学の２学部がそれぞれ回答をよせたも

のが２校（教育系学部と農学部，博士課程をもつ教育学部と文学部)，一つの大学のうちで１学

部だけが回答をよせたしの７校（教育系学部６校，工学部１校)，および４分校がそれぞれ回答

した教育大学１校となっている。かっこ内の内訳が示すように，回答総数23のうち教育系大学・

学部によるものが14あり，その関心の高さを示している。

「第Ｉ章大学院と教員蕊成」についての意見

第Ｉ章についての意見は比較的少ない。以下，報告案の「第Ⅲ章総括と提案」の項目だてに

従って回答の内容を整理・報告する。

「１，大学院における教員養成の状況と問題点」については，本報告案の提案に沿って，教育大学

系・一般大学を問わず,学部におけると同等の重承をもって考えられ,取り扱われるぺきであると

したものが２件あったが，それに対して，そのような結論を導くには調査のデータだけでは不十

分で，大学院を修了して教員となったものが，実際の教育のなかで果たしている役割の分析や，

高校教員に偏したかたちで大学院での教員養成を重視してゆくことの教員養成の体制全体に及ぼ

す影響の吟味などが必要であろうとしたものが１件あった。他方，過去の実績に鑑承，高校教員

養成の修士課程をおきたい考えがあると述べた博士課程をもつ教育学部の意見もあった。

「２．－股大学の大学院における教職課程」については，それを積極的に取り上げ，そのカリキュ

ラムにも上級の教職専門科目の履修を加えるようにという提案に賛意を表明した教育系学部・文

学部がそれぞれ１件ずつあり，また，学部レベルと同じく大学院でも教員養成の「開放制」を保

持すべきだという見解があった。他方，上のパラグラフにおいて指摘されたような根本的な検討

なくしては，これらの提案は上滑りになろうとするもの，また，一般大学院において，教員志望

者も少なく，特に特別な方途を講じていないし，またその必要も感じていないとしたものが３件

あった。

「4．方策」では，ガイダンス，学内の教職課程の協力等の必要についてふれたものが１件あっ

た。

「5．専攻科」については，大学院へのステップとして拡充・充実したい，また，特別専攻科も

考えているというものが１件あった。さらに教育系学部で,専攻科は特別の予算措置がなされず，

教官の負担になり，現職教育の役を果たしていないので大学院設置とともに廃止すべきであると
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したものがあった。

「6．研修生制度」については，現職教員の教育のために行っている，行ってゆきたいというも

のが２件あった。

「第Ⅱ章教育系大学・学部の大学院」についての意見

ｎ．教育系大学･学部の大学院股置の状況」については，設置を促進せよとする屯の４件，この

中間案全般に賛意を表した上で，設置促進を求めたしの３件のほか，なお慎重に対応すぺきであ

るという見解が１件あった。さらに，現段階でのアンケート調査からの考察には疑念があり，ま

た，大学院構想の画一化，倭少化をもたらしている文教政策への批判を欠き，特に新構想の大学

院問題についての見解がほとんど述べられていないことがおかしいとする意見があった。

「2．大学院股遜の趣旨・目的」に関しては，(1)まず設置の趣旨について，報告案に述べられて

いるところに賛成とするものが３件あり，また教育学部の目的が小・中学校の教員養成にあると

すれば大学院もおのずからそのようになるという趣旨の見解もあった。それに対して，義務教育

のレベルに限る必要はないという見解もあった。また，趣旨・目的は個々の大学の事情・特性に

応じたものであるべきとしたものが２件あった。(2)研究科の目的として教科に関わる専門分野の

研究能力の酒義と教職に必要な高度な専門的能力の掴養とをあげることについて積極的に賛意を

表明したものが１件，そうした教科専門と教職専門に分ける考え方に疑問を示したものが１件，

そのどちらにも偏らず，子ども研究の総合化の展望のもとに発達の論理・人格形成の論理に基づ

いて総合的にとらえてゆくとした屯の１件などがあった。（41学芸学部の伝統に関しては，大学院

設置の方向として教科教育学の充実と学芸学部的雰囲気を教科内容学として結実してゆくことが

必要という意見があった。(5)大学院の構想の中に博士・修士両課程を含むべきであると述べたも

のが３件あったが，他方，目的大学という観点および研究者養成という観点から，教育系大学・

学部に博士課程を置くことには慎重な検討が必要であるとする見解が１件あった。(6)大学院構想

が学部の充実の方策として取り上げられることのあることについては，これが文部当局による教

育系大学・学部の整備の遅れによるものであるとしたものが３件あった。また，学部充実と無関

係な大学院構想であってはいけないとするものが１件あったが，他方，大学院設置が必ずしも学

部充実につながらないので注意がいるとしたものが１件あった。これらに対し，学部充実が現在

緊急の課題で，大学院まで考える余地がないとしたものが１件あった。}

「3．大学院と教員接成」の中では，(3)一般大学・大学院での教員養成が一般に教科に関する専

門科目に力点をおき，教育系大学の大学院では教科に加え，教職についての高度の専門教育を与

えることができるという報告書の見解に対し，同感と回答したものが１件あったが，また逆に，

これは現状認識に誤りがあり，それは教育系学部の目的が義務教育教員養成にあるか，高校教員

養成にあるかを明確にしないままに展開された考えであるとした見解が１件あった。また几両種

の大学院での教育の重点のおき方については，そのように画然と区別することに反対とするもの

が５件あり，その中には，教育系大学院では教職専門をさらに深めさせるべきであるという意見
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が含まれている。(4)大学院における現職教育については，それを教育系大学院の目的とすべきで

ある，あるいは主な目的とすぺきである，無視はできないなどとしたものが５件あったが，それ

らの中に人事行政との関わりを懸念するものが３件あり，そのうちの２件は，人事行政との調整

は個点の大学と教育委員会の間にまかせられるべきではなく，国立大学協会または日本教育大学

協会と文部省との間で全国的になされるぺきであるとしている。また，現職教育は設置認可の条

件とはなっていても，実施する条件は与えられていないとするものがあった。さらに入学希望者

にすべて開放されるべきで，そのために夜間，週末，休業中開講のシステムを検討すべきである

としたものがあった。

「4．大学院における研究教育」については，(1)教育系大学・学部に研究教育のための大学院設

置の必要を支持するものが１件あり，(2)そこで学校教育により密着した教育関係諸学，および教

員養成に直接関わりをもつ諸学の研究を促進することの必要や，教科に関する専門分野の研究教

育能力を有するとともに，教育学・心理学に支えられた生活・進路指導を行いうる能力を合せも

つ者を養成する必要が述べられている。(4)とも関係するが，教科教育学については，その概念が

あいまいであるとの意見が１件あった。「課程一学科目」制と「学科一講座」制間の格差をうめ

ることに言及したものが２件あった。(3)旧制大学系の教育学部におかれている教育学研究科博士

課程と，教育系大学・学部におかれるべき博士課程との間には本質的な差はなく，共通の目標を

もつという報告案の見解に対して，旧制大学系の大学および教育学部から賛成できないという見

解が２件表明されたほか，教育系学部より，それならばそのための条件整備や大学政策転換の必

要性が検討されるべきであるという見解が出された。

「5．大学院の編成・カリキュラム等」では，まず，全体として，報告の中でもっとも中枢をなす

べきカリキュラム問題が質量ともに乏しいのは，現段階での教育系大学院の水準を示すが，これ

をもって設置の時機尚早の理由としてはならず，今後の検討の重点がここにおかれなければなら

ないという見解があった。個々の点については,Ⅱ1)研究科名を教育学または学校教育学とすべき

とするもの，(2)大講座を支持するもの，(3)教師の活動領域に応じた専攻や教科領域別専攻を支持

するもの，などがそれぞれ１件あり，(4)研究科の専攻を個性的なしのにできるような大学院審査

を求めるものが４件あった⑥それに対し，報告案について批判的な見解が１件あったが，それに

ついては後述の「７」において紹介する。(5)教育学専攻における実践者養成の必要】学部レベル

での実繊の積承上げについてそれぞれ意見が述べられた。(6)教科教育学を優先し，また一つの柱

として重点をおくことについて賛成が３件あったが，他方，教科教育学の概念が明確でないとす

るものが１件あったことは前述「４」で指摘した通りである。(7)大学院設置の結果，学部教育が

過度に専門分化しないよう仁という見解には２件賛成があった。

「6．大学院の学生・教官・施股」については，(1)免許資格が大学院でも与えられるよう，本報告

書の第１部との関連で検討されたいとするものが１件あったが，他方，免許状（学部で取得可能

なもの）取得のための学生を大学院に入れてはならないとするものが２件，教育指導上，入学者

すぺて免許既得者でないと困難であるとするものが１件あった。(3)大学院修了者の多くが高校
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教員となっている事実は，これを追認するのではなく問題として取り上げ，提案がなされるぺき

であるという見解が１件あった。(4)教官の定員不足が特に小規模枝での大学院設置を困難にして

いるとの指摘があり，(5)特に教科教育学の教官の不足に対しては，報告案の養成方式への賛意，

大学間での相互交流の提案，審査基準についての文部省の慎重な配慮や，教科教育学の立場から

の厳密な審査を求める意見などがあったｃ他方，教科教育学の概念がはっきりしない以上，審査

は困難という意見もあった。

「７．大学院股週・拡充の推進のために」については，(2)教育系大学・学部の整備，特に「課程一

学科目」制に学問の論理にたった研究単位が導入できるような配慮を国に求めることについて賛

意が４件示され，また,特に大学設置審議会の大学院設置の審査方式に対する本報告案の提案を支

持するものが４件あったことは既に述べた。これに対して,教育系大学・学部のカリキュラムの内

容が広汎にわたっている事実があり,それに基づいて大学院構想がたてられるのが現実であり,従

って大学設圃審議会の教育学・保育専門委員会の審査範囲が拡大せざるを得ず，そのため審査に

おいて一定の目安・拠り所を設定するのはやむを得ない。もちろんその目安の実際の適用は十分

弾力的であるべきであるし，各大学院のカリキュラムもこの目安を直ちに再現するのではなく，

自由かつ総合的に組合せて編成されるのが望ましい，本報告案のこの部分は他の部分に比ぺ，か

なり感情的な表現が目立つといった意見があった。(4)また，学部・大学院を併せたプランニング

の必要，大学院非設置部門への配慰について賛意を表したものが１件あった。

最後に，国立大学協会本委員会への要望として今後も引き続き委員会と各大学との意見交換を

多くし，関係機関の意見を十分聴取してほしい，カリキュラムを中心として検討を続けてほし

い，博士課程についてなお慎重な検討が必要，大学院設置について国立大学協会本委員会の働き

かけ，現職教員の身分についての文部省との協議などがあげられている。

以上のところで明らかなように，「大学院と教員養成」について回答を寄せた大学は少ない

が，その内容は多方面にわたり，いずれも大学院における教員養成のかかえている諸問題を浮き

彫りにしている。

まず，一般大学院の場合，ここでは教育研究の本来の趣旨から，教員養成を目的としていな

い。しかし，大学院修了者の中で教員就職者が漸増している現状および教員養成水準の向上が要

請されている趨勢に鑑ゑて，一般大学院においても，これらの点を重視した教育指導体制が一層

強化確立される必要があろう。

ついで，教育系大学院については，教育系大学院が，「学科一学科目」制をとる学部の基礎の

上に設置される一般大学院とは異なり，「課程一学科目」制の基礎の上に構築されるのが通例で

ある。従って，教官や施設・設備等の点でより不十分であるという実情からして，多くの問題を

かかえている。なかでも大学院の目的として初等教育教員のより高度な資質・能力の向上を企図

するか，高等学校教員を含む中等教育教員のそれをもその中に加えるか，あるいは，教科教育学

を主とする研究者の育成をもめざすかなどの事がらは，明確にすぺき重要な課題である。また教
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青系大学院の特色として教科教育学の構築の問題があげられることが多いが，この点では，いわ

ゆる教科教育学研究者と教科専門研究者との共同研究体制を確立し，研究の推進をはかることは

急務といわなければならないであろう。

さらに現職教員の志願者を含む進学志望者の選考の方式，大学院生の研究指導における教育理

論と教育実践との関連（結合）の問題等についても今後さらに検討していくべき重要な課題とし

て指摘できるであろう。特にこの点は，そのことによって教育系大学院の水準と存在理由を内外

に対して主張しうる要となるものである。

以上，若干の点を指摘したが，上記の，回答を整理した各事項を検討され，大学院設置計画に

おけるよりよい大学院のあり方，既設大学院の改善・充実をはかっていかれることを本委員会と

しては期待したい。
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参考：大学院と教員養成（1948-1979年）

大学院と教員養成の関係は，すでに新制大学の発足時，大学基準協会教員養成基準分科会の

「新制大学に於ける教職教養基準設定に関する提案」（1948.3.11）で，大学院のいわゆるマス

ターコースにおける教職的教養として，①学校教師のための高度なる課程，②教育行政家，視

学，校長並びに教育指導者等に対する課程，③教育学の専攻者及び教育の調査研究に従事する者

等に対する課程の３種を提案した中に示された。「第二次訪日アメリカ教育使節団報告書」（19

50.9.22）では，「教育活動と教師養成」に関連して，「……教育指導者を養成し，教育の特殊専

門家を養成するために特別の注意が払われ，大学院を含む強力な教育学部が国立大学に発展しな

ければならない」としたが，これは後に旧制大学の新制大学移行に際しての教育学部の設置とな

ってあらわれた。ただしこれは上述の基準分科会提案中の②③に主としてかかわるものであり，

（教科教育学の専攻をおいた東京教育大学，広島大学を除いては）教員養成とは直接のつながり

をもたなかった。教員養成と大学院教育とが法的に関係をもつにいたったのは1954年６月３日の

「教育職員免許法および同施行法の一部改正」により，高等学校教諭一級普通免許状の基礎資格

として，修士（専攻科）を認めたことに始まる。ただし，これは現実に大学院レベルでの高校教

員の養成の必要からというより，1950年からは私立大学に，1953年からは国公立の大学に，それ

ぞれ大学院がおかれるようになった状況に対して，免許法上の不備を正したといった性格のもの

であった。従って，これによってこの時期に大学院が教員養成に大きな役割を果たすようになっ

たとか，果たすことが期待されるようになったとはいえない。

大学院教育と教員養成との関係は，こうして発足した新しい教員養成制度がいちおう軌道にの

り，それとともにその実情についてさまざまな反省，批判が出されるようになった1950年代の終

り以降のこととなる。政府側からの教員養成制度の再検討は，1958年７月28日の中央教育審議会

の「教員養成制度の改善方策について」の答申に始まる。教員の資質の向上を狙いとするこの答

申は，目的的養成を含む教員養成の国家的基準化と教員の大学における現職研修を主要な改善点

と指摘したが，直接大学院については触れなかった。なお，この答申のための審議の過程でさま

ざまな団体から意見が出された中で，日本教育学会教育政策特別委員会の「教員養成制度改革試

案」（1957.9）が，教員の資質向上のために５年の小学校教員養成課程と，４年の大学課程修了

後さらに１年の教職教育を与える合計５年の中等（中・高）教員養成課程を提案したことは注目

してよい。

中教審の答申をうけて教職員養成審議会は教員養成制度の再検討を行い，1962年11月12日「教

員菱成制度の改善について」建議を行った。その特色は，教員養成の目的・性格の明確化をはか

り，またその教育課程の国家基準化をはかろうとしたところにある。養成課程の年限について

は，高い学力を必要とする教員の養成には４年では不足であることを認め，またアメリカなどで
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0土５年制が不可欠であることを認めながらも，わが国では時機尚早ということで，補いをつける

意味で試補制度を導入したと説明された（高坂会長)。教養審は1964年７月30日「教員養成のた

めの教育課程の基準について」の案を示し，論議を呼んだが（国大協「教員養成のための教育課

程の基準の案に対する意見」1964.9.30)，1965年６月22日最終案をまとめ上記標題の建議を行っ

た。これにより教員養成課程の向上とともに基準化が進められることとなる。大学院レベルの養

成については，これが小・中学校教員の養成に限られていたこともあり，全く触れられなかった

が，教養審案に対する日本教育学会大学制度研究委員会の「教員養成制度に関する意見－特に

教員養成の教育課程の国家基準について」（1964.12）では，「｢教員養成を大学で行う」という原

則を堅持しつつ，教員の，専門職としての資質の一層の向上をはかるためには……教職教養を大

学のポストグラデニエート・コースにおいて履修させる制度をとることが理想であろう」と述べ

ている。

教養審はさらに1966年２月17日「教育職員免許法の改正について」建議を行ったが，その中で

免許状の種類を「基礎資格を修士の学位を有することとする免許状｣，学士，短大卒の３種にす

ること，現職教育等による免許状の取得について，大学院の修士課程，専攻科その他による方法

を検討すること，その他の建議を行った。その審議の過程で，日本教育大学協会がその「教育職

員免許法規改正に関する意見」（1965.8.12）の中で，現職教育に関し，「教員養成を主目的とす

る大学・学部は，必然的に，その機能として，教員の現職教育に責任を分担しなければならな

い」とし，現行の専攻科のほかに，教職経験者への１年の「現職教員研修課程」や，教育長，指

導主事，校長等教育指導者を志望する者への「特別の研修課程」をおくこと，現職教員研修課程

の修了者，修士課程及び専攻科の修了者に「上級免許状」を与えるなどの提案をしている。教養

霧の建議に基づいて1966年４月８日「教育職員免許法等の一部を改正する法律案」が国会に提出

されたが，この法案には修士の学位を有する免許状の新設はとり入れられておらず，また法案自

体も衆議院の文教委員会において議決されたものの，審議未了のまま国会解散となった。

こうして教養審の1960年代間の審議の過程において，教員の資質の向上という観点から，主に

現職教員の再教育と，修士課程を教員免許の基礎資格とするという２点で，教員養成制度の中に

大学院がとりあげられるようになって来たが，他方これに呼応し，大学院制度の再編の動きの中

からも，教員養成制度と大学院教育とを結びつける動きがあった。これより先1955年に大学院基

準が改訂され，修士課程についてこれまでの研究者養成と並んで，高度の専門家養成をその目的

に加えた。これは具体的には法・工・商経・農などの分野での専門教育拡充の要請に基づいてな

されたものであり，当時，直接教育分野には関わりがなかったが，後の教員の高度な専門教育の

ための大学院修士課程という考えの途を開いたといえる。

1960年５月の松田文相の中教審への諮問に対する「大学教育の改善について」答申（1963.1.

28）は，大学院に関しては，修士課程と博士課程を画然と区分し，修士課程を「研究能力の高い

職業人の養成を主とする」とし，また大学を大学院大学，（４年制）大学などに種別し，修士課

程についてはその両者に置くことができるとした。なおこの修士課程についての考え方は，後に
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1974年６月20日大学院設置基準が省令化された際に，「第三条修士課程は，広い視野に立って

精深な学識を授け，専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の

能力を養うことを目的とする」と書きあらわされている。

この答申までは，文部省は国立の大学院については「研究水準維持のため旧制大学の系譜をも

つ大学または学部の上に置くことを原則とし，かなり制限的で'膜重な方針をとってきた｣。しか

し，これ以降，「従来の研究者養成の目的のほかに，社会的要請の高まりつつある高度の専門的

な職業人の育成という目的を加味するため，教員組織，施設・設備等が特に充実しているいわゆ

る新制の学部の基礎の上にも設置を認め」るようになった（｢ただ，博士課程については，既設

研究科の充実を主眼とし，新しく修士課程をおいた大学院に博士課程を新設することはまだ進め

られていない｣）（｢学制百年史」昭47,ｐ､903)。教育系大学についていえば，1966年度に東京学

芸大学に，1968年には大阪教育大学にそれぞれ修士課程が設けられた。

修士課程新設校（国立）

1963年度

６４

６５

６６

６７

４
６
８
７
３

このようにして，教育系大学にも1960年代後半に入り修士課程が「社会的な要請の高まりつつ

ある高度の専門的な職業人の育成という目的」を強くもち，当分博士課程設置の見通しをもたな

いままに，設置されたが，この時期は一方では教育系大学・学部に大きな再編の行われた時期で

もあった。すなわちこれに先き立ち，中教審答申（1963.1.28）の「講座制一学科目制」に関す

る答申に基づき，1963年３月31日「国立学校設置法の一部を改正する法律」が，1964年４月25日

「国立大学の学科及び課程並びに講座及び学科目に関する省令」が制定され，これらの制定とそ

の間の行政指導により国立の教育系大学･学部の課程制一学科目制が制度化され，その種別化，

基準化が進んだ。東北大学教育学部教員養成課程の分離，宮城教育大学の発足（1965)，菱成課

程の学生定員・教官定員問題（1964)，学芸大学・学部の教育大学・学部への名称統一変更（19

65-66）がおこったのはこの時期である。前述の教育系大学への大学院設置がこうした教育系大

学・学部再編の中で行われたことは十分注意してよいことである。

1967年７月中教審は教育制度の全面的な再編構想に向かって審議を開始し，教員養成制度もそ

の一環として審議された。1969年６月の中間報告を経て，1971年６月11日「今後における学校教

育の総合的な拡充整備のための基本的施策について」が答申され，その「教員の養成確保とその

地位向上のための諸施策」の中で，「教員のうち，高度の専門性をもつ者に対し，特別の地位と

給与を与える制度を創設すること。そのための一つの方向として，教育に関する高度の研究と現

職の教員研修を目的とする高等教育機関（｢高等教育の改革に関する基本構想」第２－１の第４

種（｢大学院」に属する）を設けること」と提案した。
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これをうけた教養審は，1971年５月31日「中間まとめ」を経て，1972年７月３日「教員養成の

改善について」建議を行い，全般に教員養成のレベルの向上を狙った諸施策を勧告したが，その

中で現職教員の研修を目的とする「新構想大学院」が提案され，また「大学における教員養成の

充実について」に関連して，初等教員養成を目的とする４年制大学・学部，中等教員養成を教員

養成大学及び一般大学で行うとしたほか，特殊教育教員については教員養成大学での養成課程と

並んで，一般の教員養成課程の卒業者及び現職教員を対象とした継続教育による養成のため，教

員養成大学に1年程度の課程をおくほか，大学院修士課程程度の研修の課程をおくことを考慮す
るよう勧告した。

このうち特殊教育教員の養成課程についてはいくつかの大学における特殊教育専攻科の設置，

筑波大学における特殊教育の修士課程の設置によって，その実現がはかられた。また，新構想大

学院については，新構想の教員養成大学に関する調査会がつくられ，1974年５月20日「教員のた

めの新しい大学・大学院の構想について」報告が出され，それに基づき，「主として現職教員の

研究・研鐵の機会を確保する」修士課程と初等教員養成の学部の課程をもつ「全体として大学院

に重点をおく」新構想の兵庫教育大学と上越教育大学の設置が1978年10月１日きめられた。

この間，教養審の建議はさまざまな論議を呼んだが，教大協では1972年６月15日「教員養成制

度の改善について(意見)」を文部大臣及び教養審会長に，また1972年12月18日「教員養成の改善
策」を文部大臣に提出し，その中で教育系大学・学部の大学院（修士課程）の早急な増設・拡

充，学校教育に関する高度の研究後継者養成のための研究院（博士課程）への特別な配慮，それ

らの現職教員への開放などについての見解を述べた。教大協ではその後も「教育系大学・学部の

整備充実等」の要望書において大学院の新設・増設を求め続けたほか，その専攻科・大学院等検

討委員会（1978年度より大学院等委員会と改称）により，「教育関係大学・学部におかれる大学
院」について審議を進めている。

国大協では教員養成制度特別委員会（旧第７常置委員会）が教員養成制度の問題を扱い，１９７２

年11月「教員養成制度に関する調査報告書一教員養成制度の現状と問題点一」を出したが，

1974年11月「教育系大学・学部における大学院の問題」において，教育系大学・学部の大学院，

とくに新構想の大学院についての見解を述ぺた。なお，国大協では第１常置委員会が大学院一般
の問題を審議している。

（小林委員）
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教員養成制度特別委員会

○印は小委員

勇（神戸大）

市郎（北海道教育大）

勝司（秋田大）

萬吉（千葉大）

新太郎（東北大）

猛（東京学芸大）

鉄也（埼玉大）

武雄（名古屋大）

貞雄（愛知教育大）

道（三重大）

哲也（京都大）

晴夫（広島大）

久雄（広`島大）

龍吉（福岡教育大）

慶也（九州大）

洋三（鹿児島大）

昇（和歌山大）

嘉雄（岡山大）
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専門委員

〃

（注）前委員（昭和53年12月以降）

東京学芸大学太田善麿学長

埼玉大学岡本舜三学長

福岡教育大学大賀一夫学長

三重大学三上美樹学長

大阪教育大学安藤格学長
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